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内容梗概

本論文は、筆者が大阪大学大学院工学研究科電気電子情報通信工学専攻在学中に行った、光ファイバ伝送
路中の異常箇所推定技術に関する研究成果をまとめたものであり、以下の 6章で構成される。
第 1章は序論であり、本研究の研究背景として、インターネットトラフィックの増大に対応するための大
容量光ファイバ伝送技術、高信頼性光ファイバネットワークを実現するための異常推定技術の必要性につい
て述べる。まず、光ファイバの伝送容量を制限する非線形シャノン限界を打破する伝送方式として、逆散乱
変換 (inverse scattering transform: IST)に基づく伝送方式が有望であることを述べる。次に、光ファイバ
伝送路中の異常箇所を推定する技術として、近年盛んに研究されているディジタルコヒーレント技術を用
いた手法について説明する。そして、ISTに基づく伝送と異常箇所推定を同時に実現する技術の必要性につ
いて述べ、本研究の目的を示す。
第 2章では、光ファイバ中を伝搬する光波の振る舞いを記述する非線形 Schrödinger方程式およびその初
期値問題の解法である ISTについて説明する。次に、ISTの情報伝送技術への応用として、固有値変調お
よび散乱係数 b変調について述べる。これらをもって、第 3章以降の技術提案への導入とする。
第 3章は、ISTを用いた異常箇所推定技術に関する章である。光ファイバ中を伝搬する光波は固有値と散
乱係数 bによって特徴付けられ、それらを変化させることにより伝送中の波形変化を制御できること、およ
び、異常な雑音が付加された場所によって固有値の挙動が変化することを示す。第 3章では、離散固有値の
分散と共分散を用いて異常雑音が付加された箇所を推定する手法の原理提案を行う。また、異常雑音の大き
さに対する推定精度の変化や、離散固有値配置と推定精度の関係、推定に必要なパルス数に対する依存性、
異常箇所に対する依存性、入射電力に対する依存性について計算機シミュレーションにより調査した結果を
示す。そして、提案手法において適切な条件を用いることで、キロメートルオーダーの異常箇所の推定が可
能であることを示す。
第 4章は、散乱係数 b変調信号を用いた異常箇所推定に関する章である。第 3章で述べた異常箇所推定
技術は、異常推定専用の光パルスを用いるため同時に情報伝送ができず、通信を遮断する必要があるとい
う課題が残る。本章では、散乱係数 b変調を施した光パルスを用いることで、光ファイバの非線形歪みの
影響を受けない情報伝送を行いつつ、光ファイバ伝送路中の異常箇所推定が可能な技術を提案する。まず、
摂動逆散乱変換によって、雑音の影響を受けたときの離散固有値の振る舞いを解析的に調査した結果につ
いて述べる。次に、制限つき散乱係数 b変調と通常の散乱係数 b変調の 2種類の変調信号を用いた異常箇
所推定手法を提案し、それらの異常箇所の推定精度について数値シミュレーションを通して明らかにする。
そして、提案手法により変調信号を用いた異常箇所推定が可能なことを示す。
第 5章は、光ファイバの製造工程で生じるファイバ長手方向の分散パラメータの揺らぎが、離散固有値と
散乱係数 bに及ぼす影響について調査した内容に関する章である。光ファイバの分散パラメータの揺らぎに
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より離散固有値や散乱係数 bが変動する場合、第 3章および第 4章で提案した異常箇所推定技術に影響を及
ぼすと考えられる。まず、双方向光時間領域反射測定法 (bi-directional optical time domain reflectometry)

を用いて、ファイバ長手方向の分散パラメータの分布を測定し、測定結果から分散分布のモデリングを行
う。次に、そのモデルを用いて、分散パラメータの揺らぎが離散固有値を 1つ有する光パルス（1-ソリト
ン）に及ぼす影響を、理論解析および数値シミュレーションの両面から評価する。また、離散固有値が 2つ
の光パルス（2-ソリトン）や 4つの光パルス（4-ソリトン）に対しても解析を行い、現実的な光ファイバの
分散パラメータの揺らぎが離散固有値に及ぼす影響が十分に小さいことを示す。さらに、散乱係数 bに及ぼ
す影響についても数値シミュレーションによって評価した結果を述べる。
第 6章では、以上の研究によって得られた成果を総括し、本論文の結論を述べる。
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第1章 序論

1.1 研究背景
インターネット・トラフィックは絶えず増加を続けており、今後さらなる増加が見込まれている。国内の
ブロードバンド契約者の総ダウンロード・トラフィックは、2024年 11月の時点で約 38.9 Tbpsとなってお
り、前年の同月から 12.7%増加している [1]。この背景として、インターネット利用者の急増や ICTサービ
スおよびコンテンツ量の増大が挙げられる。国内のインターネット利用率は、2000年には 37.1%であった
のに対して、2024年では 85.6%に達しており、2020年の新型コロナウイルスの拡大による民間企業でのテ
レワークの導入を背景に 13∼69歳での利用率は 90%を超えている [1]。また、動画配信、音楽配信、電子
書籍市場はいずれも成長を続けており、これらの世界市場は 1803億ドル（前年比 12.1%増）に達している
[1]。このように増加を続けるトラフィックを収容するための大容量情報通信ネットワークインフラストラク
チャが必要となる。特にデータが集約される都市間コアネットワークや大陸間海底ケーブルに用いられる長
距離光ファイバ伝送システムのさらなる大容量化が求められている。
また、次世代の光ファイバ通信ネットワークには、超高速・大容量といった高度化のみならず、高信頼性
を同時に実現することが求められる。この高信頼性というキーワードは Beyond 5Gが満たすべき機能とし
て掲げられており、災害や障害時に瞬時にネットワークを復旧し、通信が途絶えない堅牢な情報通信インフ
ラストラクチャが必要とされている [2]。以下に光ファイバ伝送システムの大容量化、高信頼性に関する詳
細な技術背景を述べる。

1.1.1 光ファイバ伝送システムの大容量化と非線形シャノン限界

光ファイバ伝送システムは、様々な基盤技術を導入することで、ファイバ 1本あたりの伝送容量の拡大を
実現してきた。1990年代以降、1本のファイバに複数の波長チャネルを割り当てて多重化する波長分割多重
(wavelength division multiplexing: WDM)方式を用いた光伝送システムの大容量化が急速に進められた。
各波長チャネルには、ディジタル・データの “0”、“1”に応じて光信号の振幅を変調して通信を行う従来の
オンオフキーイング (on-off keying: OOK)方式が広く導入されてきた。2000年代以降、増加するインター
ネット・トラフィックの需要に対応するために、多値位相シフトキーイング (phase-shift keying: PSK)方
式や直交振幅変調 (quadrature amplitude modulation: QAM)方式などの光搬送波の位相を変調する方式
を用いて、1シンボルあたり複数ビットを送ることで高い周波数利用効率を実現する多値変調フォーマット
が導入され始めた [3, 4, 5]。4値 PSK (quaternary PSK: QPSK) 方式は多値変調フォーマットであるため、
同じ情報伝送速度（ビットレート）においては、OOKや 2値 PSK (binary phase-shift keying: BPSK)方
式と比べてシンボル長が 2倍になり信号の周波数スペクトル幅は 1/2倍になるため、ファイバの分散性に
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where Pave is the average signal power per channel. Pn (for a 
system with discrete amplifiers) is equal to Na(G-1)nsphνB, 
where Na is the number of fibre spans, G is the amplifier gain 
and nsp is the spontaneous emission noise factor. Note that this 
equation is applicable to OFDM or coherent WDM 
techniques, and in a conventional WDM system, the capacity 
is reduced by a factor of B/∆ν, where ∆ν is the channel 
spacing in the frequency domain. The same approach has been 
employed to determine the reduction in information capacity 
when the dominant non-linearity is four-wave-mixing [5], 
where the phase condition in the fibre is different. The 
capacity bound is given by (7) with the non-linear intensity 
IXPM  replaced by IFWM, where 
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The general form of these predictions is confirmed by 
independent analysis [66]. Following the same general 
argument, it may be expected that the maximum ISD of a 
system employing direct detection (DD) is similarly degraded. 
Thus starting from the linear ISD limit [5, 67], we find (for 
high OSNR) that: 
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Figure 9 depicts the XPM-limited ISD versus transmitted 
power density for coherent and direct detection. The 
information limits in the linear channels are also plotted for 
comparison. In the figure, a high local dispersion coefficient 
value D and a non-quasi-phase-matched dispersion map are 
assumed to avoid resonances in the non-linear response of the 
system [43, 47]. High local dispersion values can help to 
reduce the interaction between the WDM signals and ASE by 
minimising the phase matching. The figure shows the increase 
in maximum ISD achieved by using coherent detection, and 
the effect of fibre non-linearity at higher transmitted powers 
preventing indefinite growth in the channel capacity. For this 

particular example, the effect of XPM becomes prominent at 
transmitted power densities beyond ~0.01 W/THz, and a 
maximum ISD of 6 b/s/Hz is predicted. A similar value was 
reported in recent numerical simulations [68]. 

Table II. Simulation parameters used for figure 9 onwards, unless otherwise 
specified. Values are selected to indicate general trends and do not represent 
actual system designs. 

 
Parameter Value 

System Length 2,000 km 
Amplifier Spacing 80 km 

Amplifier Noise Figure 4.5 dB 
Channel Spacing 50 GHz 

Baud Rate 50 Gbaud 
Fibre Loss 0.2 dB/km 

Non-linear coefficient 1 W-1 km-1 

Group Velocity 
Dispersion 

20 ps/nm/km 

Wavelength 1550 nm 
Amplifier Bandwidth 5 THz 
Number of channels 101 
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Fig.  9. Examples of predicted information spectral density limits per 
polarisation for linear transmission with coherent (long dashes) and direct 
(dot-dashed) detection and for non-linear transmission including XPM for 
coherent (solid) and direct (short dashes) detection. Detailed parameters are 
shown in table II. 
 
It is relatively straightforward to calculate the maximum 
launch power from (7) above, and thus predict the maximum 
ISD for any given system configuration. Since the inception of 
optical communication systems, advances in various individual 
technologies have enabled these limits to be approached, and 
the ratio of ISDs for numerous reported transmission system 
experiments to the maximum values are shown in figure 10. 
Much of the progress is attributed to improvements in 
modulation efficiency, adoption of WDM and the subsequent 
reduction in channel spacing. The reason for the recent 
reduction in the rate of growth of bit rate distance product 
(figure 2) also becomes apparent, as we observe in figure 10 
that experimental measurements had already exceeded 50% of 

非線型シャノン限界

シャノン限界

周波数利用効率がSNR以外で制限される

P. P. Mitra and J. B. Stark,  
Nature, vol.411, pp.1027-1030, June 2001

シャノン限界

非線形シャノン限界
（SMF: 2000 km伝送）

図 1.1: 非線形シャノン限界 ([7]より抜粋）

対する耐性が増加し、周波数利用効率も 2倍になる。QAM方式は、PSK方式と異なり複数の振幅レベル
を有するため、ファイバの非線形性に対する耐性の面で劣るが、多値度が同じ PSK方式と比べて信号点間
距離が広く、雑音耐性が向上する。実際に、QAMや PSKを用いた高速光通信システムの実用化・実証が
進んでおり、25 Gbaudの偏波多重 QPSK方式を用いた 100 Gbps級の伝送システムの導入 [4]や 2つの周
波数サブキャリアと 25 Gbaudの偏波多重 16QAM方式を用いた 400 Gbps級の伝送システムのフィールド
実験が報告されている [5]。今後も続くインターネット・トラフィックの増加に対応するために、さらなる
多値化の研究開発が行われている。しかし、多値化に伴って雑音耐力が低下するため、伝送距離を確保す
るためには受信光の光信号対雑音電力比 (optical signal to noise ratio: OSNR)を向上させる必要がある。
OSNRを向上させるためには、入射信号光電力を増加させる方法と光増幅器雑音を小さくする方法がある
が、後者は光増幅器の性能に依存する上に理論限界が存在するため、大幅な改善は見込めない。したがっ
て、さらに多値の変調方式を用いて伝送容量拡大を図るには、入射電力の増大が必要となる。
しかし、光ファイバに入射される光信号電力を増やすと、ファイバ中における自己位相変調 (self-phase

modulation: SPM)、相互位相変調 (cross-phase modulation: XPM)、四光波混合 (four-wave mixing: FWM)

などの非線形光学効果の影響が顕著に現れる。この非線形光学効果に起因する信号の歪みによって、1本の
シングルモードファイバで伝送可能な容量が制限される。この伝送容量限界のことを非線形シャノン限界
と呼ぶ [6, 7]（図 1.1）。近年では、ディジタル信号処理技術によって、波長分散や偏波モード分散といった
線形歪みと非線形性に起因する波形歪みを同時に補償する技術が報告されている。例えば、分散性および
非線形性を有する光ファイバ中を伝搬する電場の複素包絡線振幅の振る舞いを記述する非線形 Schrödinger

方程式 (nonlinear Schrödinger equation: NLSE)[8]を伝送路に沿って逆向きに積分することで、分散性お
よび非線形性による信号歪みを受信端で補償するディジタル逆伝搬法が提案されている [9]。しかし、この
方法は伝送路を多数のセクションに区切って繰り返し計算を行うため、必要とされる計算量が多く、実シス
テムでのリアルタイム実装は困難である。そのため、ディジタル逆伝搬法よりも計算量を低減したVolterra

級数展開を用いた補償法 [10]や、摂動解析と組み合わせた逆伝搬法 [11]が提案されているが、非線形歪み
を完全に補償することは難しい。また、非線形補償技術は非線形シャノン限界を緩和しているものの、本質
的に打破しているわけではない。
非線形シャノン限界を克服するための技術として、逆散乱変換 (inverse scattering transform: IST)に基
づく情報伝送技術が注目されている。ISTとは、NLSEの初期値問題を解析的に解く手法であり、光パルス

12



時間領域 散乱パラメータ

散乱の逆問題

散乱の順問題
離散スペクトル

連続スペクトル

ソリトン成分

分散波成分

図 1.2: 逆散乱変換と散乱パラメータ

は離散スペクトルおよび連続スペクトルによって特徴づけられる [12]。図 1.2に離散スペクトルと連続スペ
クトルの概念を示す。離散スペクトルは離散固有値 ζと規格化定数 γあるいは離散固有値に対する散乱係数
bから構成され、連続スペクトルは反射係数 rまたは連続固有値 ξに対する散乱係数 bからなる。離散スペ
クトルはソリトンに対応しており、連続スペクトルは分散波に対応している。ISTに基づく情報伝送技術の
1つとして、固有値通信 (eigenvalue communication)がある。分散性および非線形性を有するファイバ中を
伝搬する過程で光パルスの時間波形や周波数スペクトルが変化しても、光パルスの伝搬を記述する NLSE

に付随する Zakharov-Shabatの散乱問題 (Zakharov-Shabat scattering problem: ZSSP)の固有値は変化し
ない。よって、固有値は理想的な情報キャリアといえる。固有値を用いた通信方式は 1993年に Hasegawa

らによって提案された [13]。その後、ディジタルコヒーレント技術の発展により、複数固有値を用いた固有
値変調 (eigenvalue modulation)が実現された [14, 15]。近年では、復調にニューラルネットワークを用いる
ことで、4096値固有値変調信号の 1200 km伝送も報告されている [16]。他の ISTに基づく情報伝送技術と
して、散乱係数 bを用いた散乱係数 b変調 [17, 18]や、規格化定数を用いた規格化定数 γ 変調 [17]などが
提案されている。これらの散乱係数 bや規格化定数 γ、反射係数 rは、非線形歪みの影響を受けず、伝搬距
離に対して線形発展となるため、受信機における復調が容易である。また、さらなる大容量化に向けて、連
続スペクトルと離散スペクトルを同時に変調する全スペクトル変調 (full spectrum modulation)[19, 20, 21]

が報告されている。この多重化技術は IST独特の技術であり、従来の情報伝送方式には無い多重化技術で
ある。ISTに基づく情報伝送は、変復調アルゴリズムの計算量やWDM方式との組合せ等の実用化の面で
課題は残るものの、将来の大容量光ファイバ伝送を実現するための基盤技術になると期待されている。

1.1.2 高信頼性光ファイバ通信ネットワークと異常箇所推定の必要性

次世代の光ファイバ通信ネットワークには、超高速・大容量のみならず、災害や障害からの早期復旧を行
う高信頼性が求められている [1, 22]。一般的に、光ファイバ通信ネットワークにおいて、光パス内で異常
が発生すると、信号品質が大幅に劣化する。伝送速度の低下や、代替ルートの確保による一時的な復旧は可
能であるが、安定した通信サービスを提供するためには、異常箇所を迅速に特定し、修復することが極めて
重要である。
現行の手法では、図 1.3(a)に示す光時間領域反射測定法 (optical time domain reflectometry: OTDR)
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(a) 現行の手法

…送信機 受信機
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(b) 近年の研究
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図 1.3: (a): 現行の異常箇所推定法、(b): 光ファイバ長手方向のパワー分布推定

とループバック回路を用いた異常箇所推定が主流となっている [23]。光監視装置から送信された監視信
号 (supervision signal: SV signal) が光中継器に組み込まれている波長選択反射器 (wavelength selective

reflector: WSR)によって反射され、反射光（戻り光）が逆方向の光ファイバを経由して光監視装置に戻る。
本手法では、ファイバ敷設時の戻り光の強度と観測値を比較することで異常状態を推定する。この手続きを
送信端のスパンから順に行い、戻り光の強度が敷設時よりも小さくなったスパンで異常が生じていると判
断する。しかし、この手法では、各光中継器にループバック回路を組み込む必要があり、設備投資 (capital

expenditure: CAPEX)が増大する。また、ループバック回路が組み込まれていない光ファイバ伝送路の場
合、専門的な知識を有する技術者を現地に派遣し、スパン毎にOTDRやスペクトルアナライザなどの専用
機器を用いた測定が必要となることから [24]、運用コスト (operating expense: OPEX)が増大する。加え
て、ループバック回路を備えていても、異常監視時、OTDRに使う波長帯は情報伝送に使えず、空けてお
く必要がある。
このような課題に対処するために、コヒーレント受信機とディジタル信号処理を用いた異常検出手法が
注目されている。代表例として、光ファイバ長手方向のパワー分布推定 (power profile estimation: PPE)

を紹介する（図 1.3(b)）。PPEによる異常損失検出は、2019年に Tanimuraらによって報告され [25]、その
後、さまざまな関連研究が発表された [26, 27, 28, 29, 30]。これらの技術は、光ファイバを伝搬する光波の
振る舞いを記述する NLSEを用いて、ファイバの長手方向のパワー分布を推定する技術である。これまで
に、相関に基づく手法 [25, 26]、split-step法 (split-step method: SSM)に基づく手法 [27]、Volterra級数
法に基づく手法 [28]、自己位相変調とマルチパス干渉テンプレートを用いた手法 [29]、線形最小二乗法 [30]

など、様々なアプローチが報告されている。さらに、実装に向けたフィールド実証も報告されている [31]。
これらの技術は、通信用のコヒーレント受信機からの情報を用いるため、OTDRなどの専用機器が不要と
なり、CAPEXや OPEXの削減が可能である。また、監視用に特別な信号を使わず、情報信号を解析する
ことで異常を推定できるため、光波長帯を情報伝送に効率よく利用でき、かつ常時・自動で光ファイバ伝送
路を監視できる。そして、常時監視と適切な閾値およびアルゴリズムを組み合わせることで、早期の異常
検出が可能となる。PPEのその他の応用として、スパンごとの波長分散マップ推定 [27]、ファイバ種の識
別 [32]、フィルタ応答の測定 [33]、利得スペクトルの解析 [34]、偏波依存損失 (polarization dependent loss:
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PDL)の位置推定 [35]などが提案されている。
上述のコヒーレント受信機とディジタル信号処理に基づく手法は一般的な QAM等の信号を用いるが、

ISTを用いたセンシング・モニタリング技術の研究も報告されている。PPE等の従来技術では時間領域や
周波数領域で信号を解析していたが、ISTを用いる手法は散乱パラメータ領域における解析を行っており、
新たなアプローチといえる。このアプローチにより、従来技術よりも高精度のセンシング技術・モニタリン
グ技術や、時間領域・周波数領域での解析では容易に検出できない事象への対応などの新しい技術の創出が
期待される。先行研究では、搬送波周波数オフセット推定 [36, 37, 38]やファイバパラメータ推定 [39, 40]

などの応用が報告されているが、IST を光ファイバ通信ネットワーク中の異常箇所の推定に適用した事例
はこれまで報告されていない。

1.2 本研究の目的
図 1.4に本研究の位置づけを示す。1.1.1項で述べたように、次世代の光ファイバ通信システムでは、さ
らなる大容量伝送を実現するために非線形シャノン限界を打破する必要がある。そのための技術として、固
有値変調 [14, 15]や散乱係数 b変調 [17, 18]などの ISTを用いた情報伝送技術が注目されている。これらの
技術の実用化の課題が解決されれば、実システムへの導入が検討され、従来の QPSKや QAM等のディジ
タルコヒーレント伝送方式から ISTに基づく伝送方式に置き換えられると考えられる。一方、1.1.2項で述
べたように、次世代の光ファイバ通信ネットワークでは、CAPEXや OPEXの削減と高信頼性を両立する
ために、コヒーレント受信機とディジタル信号処理を用いた異常箇所推定技術が求められる。光ファイバ
伝送システムに ISTに基づく伝送方式が実装されたとき、異常箇所推定の機能のみを従来のディジタルコ
ヒーレント伝送方式で行うことは非効率であり、異常箇所推定のために波長帯を占有することや異なる信
号処理を含む送受信機を設置することとなる。柔軟なネットワーク運用や効率の良い機器構成を維持しつ
つ ISTに基づく伝送方式に移行するためには、ISTに基づく異常箇所推定技術が求められる。さらに、異
常箇所推定に専用の波長チャネルや信号を用いるのではなく、ISTに基づく情報伝送と異常箇所推定を同時
に実現することが求められる。
異常箇所推定に関して、光ファイバ伝送路中の異常には様々なモードが考えられる。光ファイバ伝送路中
の具体的な異常モードとして光ファイバの断線、異常損失、マイクロベンド損失、光ファイバの凍結と解
凍 [41]、光ファイバの経年劣化によるパラメータ変化 [42]、エルビウム添加ファイバ増幅器 (erbiun-doped

fiber amplifier: EDFA)の経年劣化 [43, 44]、環境的要因による EDFAの雑音指数の増大などが挙げられる。
光ファイバのパラメータ変化については、ISTを用いた手法 [39, 40]やKoopman演算子を用いた手法 [45]

などが提案されているが、異常な EDFAの位置を推定する技術は報告されていない。そこで、本研究では
EDFAの異常推定に着目する。EDFAの中のWDMカプラの前にある受動部品の経年劣化は雑音指数の増
大につながる可能性が示唆されており、関連研究 [43, 44]では、EDFAの経年劣化を雑音指数の増加とし
てモデル化している。また、EDFAの温度変化により、EDFAで付加される ASE (amplified spontaneous

emission: ASE)雑音が増大することが知られている [46, 47]。このように、EDFAの異常検出は高信頼性光
ネットワークを実現するために重要な技術となる。
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本研究で 
開拓する領域

QPSK 
QAM OTDR

固有値変調 
散乱係数　変調

従来の 
ディジタルコヒーレント伝送

ISTに基づく伝送

異常箇所推定技術情報伝送技術

PPE

非線形シャノン限界の打破

図 1.4: 本研究の位置づけ

本研究では、まず、ISTにおける離散固有値を観測することで、経年劣化や一時的な温度変化により異常
な雑音が付加される EDFAの位置を推定する技術を提案する。そして、提案手法の実現可能性と推定精度
を数値シミュレーションにより評価した結果を示す。適切なパラメータを用いることで、提案手法はキロ
メートルオーダーの推定精度を達成し、異常な光増幅器を識別するのに十分であることを述べる。
また、次世代の光ファイバ通信ネットワークでは、変調フォーマットの変更や通信の遮断が必要となる
故障を未然に防ぐために、異常の早期検出が必要となる。そのためには、インサービスでの異常箇所推定、
すなわち変調信号を用いた異常箇所推定技術が必要となる。そこで、本研究では、ISTに基づく伝送方式の
一つである散乱係数 b変調信号を用いた異常箇所推定技術を提案する。そして、数値シミュレーションによ
り、非線形シャノン限界を打破できる変調方式によるインサービスでの異常箇所推定を実証する。
さらに、実システムにおける運用を考慮し、光ファイバの製造由来の擾乱が提案手法へ与える影響につい
て議論する。ISTに基づく情報伝送技術や異常箇所推定では、光ファイバの分散パラメータが長手方向に対
して一定であることを想定している。しかし、実際は製造工程において生じるコア半径や屈折率の不均一
性によって、分散パラメータの揺らぎが生じる。したがって、この分散パラメータの揺らぎが情報伝送や
異常箇所推定の精度に影響を及ぼす可能性がある。そこで、本研究では、ISTに基づく情報伝送において
有効であると考えられている非零分散シフトファイバ (non-zero dispersion shifted fiber: NZ-DSF)の長手
方向の分散分布を測定し、そのモデル化を行う。そして、そのモデルの下で伝送シミュレーションを行い、
離散固有値および散乱係数 bに及ぼす影響について調査する。最終的に、実用的な NZ-DSFの分散揺らぎ
の場合、提案手法の異常箇所推定や情報伝送に及ぼす影響は無視できることを示す。

1.3 本論文の構成
本研究では、ISTを用いた異常箇所推定方法を提案し、数値シミュレーションによりその実現可能性を示
す。図 1.5に本論文の構成を示す。
第 2章では、光ファイバ中を伝搬する光波の振る舞いを記述する NLSEについて述べ、その初期値問題
の解法である ISTについて述べる。また、ISTを応用した情報伝送技術として、固有値変調と散乱係数 b

変調について説明する。
第 3章では、ISTを用いた手法として、離散固有値の分散および共分散を用いた異常箇所推定技術を提案
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する。はじめに、提案手法の原理および実システムにおける手順について述べ、次に、数値シミュレーショ
ンにより原理確認を行った結果を示す。さらに、パルス数や異常箇所などのパラメータを変化させた場合の
推定精度について議論し、適切なパラメータを設定することで、キロメートルオーダーの異常箇所推定が
可能であることを示す。
第 4章では、散乱係数 b変調信号を用いた異常箇所推定技術を提案する。散乱係数 b変調の方式として、
制限つき散乱係数 b変調と通常の散乱係数 b変調の 2種類の変調方式について数値シミュレーションを行
い、異常箇所推定の精度について議論する。
第 5章では、製造工程で生じる光ファイバの分散揺らぎが離散固有値および散乱係数 bに及ぼす影響につ
いて述べる。具体的には、ISTに基づく伝送技術において有効であると考えられている NZ-DSFの分散分
布を双方向光時間領域反射測定法 (bi-direrctional optical time domain reflectometry)によって測定し、分
散揺らぎのモデル化を行う。そのモデルを用いて、1-、2-、4-ソリトン解の離散固有値および 1-ソリトン解
の散乱係数 bに及ぼす影響を数値シミュレーションによって評価し、理論解析の結果と比較する。
第 6章は結論であり、本研究で得られた成果について総括を行う。

第1章 序論

第2章 非線形Schrödinger方程式と逆散乱変換

第6章 結論

ISTを用いた 
異常箇所推定の提案・実証

大容量伝送および高精度な異常箇所推定 
に向けた擾乱の影響評価

第5章 
光ファイバの分散揺らぎが散乱パラメータに及ぼす影響 

光パルスが受ける擾乱の影響を評価 
【A-2, B-1, B-2, C-1, C-2, D-1, D-2】

第3章 
逆散乱変換に基づく異常箇所推定 

専用機器が不要な異常箇所推定技術の提案・実証 
【A-1, B-3, C-3】

第4章 
散乱係数　変調信号を用いた異常箇所推定 
情報信号を用いた異常箇所推定の提案・実証 

【B-4, C-4】

図 1.5: 本論文の構成
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第2章 非線形Schrödinger方程式と逆散乱変換

2.1 緒言
本章では、光ファイバ中の諸現象について説明した後に、光ファイバ中を伝搬する電場の複素包絡線振幅
の振る舞いを記述する方程式について述べる。実際の光ファイバ伝送路では、ファイバ損失を補償するため
に、光増幅器が挿入される。このことを考慮すると、電場の複素包絡線振幅は NLSEで記述できる。また、
NLSEの初期値問題を解く方法である ISTについて述べ、その情報伝送技術への応用について紹介する。

2.2 光ファイバ中の諸現象と非線形Schrödinger方程式
本節では、光ファイバ内で生じる物理現象について説明し、光ファイバ中を伝搬する光波の複素包絡線振
幅の発展を記述する方程式について述べる。また、ガイディングセンター理論により、その発展方程式が
NLSEに帰着することを示す。

2.2.1 光ファイバ中の物理現象

光ファイバ内の光の伝搬に影響を与える主な要因として、損失、群速度分散、Kerr非線形光学効果があ
る。以下では、各現象について説明する。

損失

光ファイバの損失要因は、材料固有の損失と外的要因による損失の 2つに分類できる。材料固有な損失に
は、赤外吸収、紫外吸収といった吸収損失に加えて、Rayleigh散乱などによる散乱損失がある。なお、散
乱損失には、Brilluoin散乱や Raman散乱も含まれるが、本論文で扱う条件下では Rayleigh散乱に比べて
微弱であるため、光ファイバの損失特性への影響は無視できると考える。外的要因として、遷移金属吸収
や OH基吸収、コアとクラッドの境界の乱れによる構造不整損失、外力の印加などによって生じる曲げ損
失が挙げられる。
光ファイバ中を伝搬する光パルスの電力減衰は以下で記述される：

dP (z)

dz
= −αP (z) (2.1)
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ここで、zはファイバ長手方向の伝送距離、P (z)は位置 zにおける光パルスの電力 αはファイバ損失係数
である。ファイバ損失係数のデシベル表記は

αdB = −10

z
log

(
P (z)

P (0)

)
≃ 4.343α (2.2)

で表される。ここで、P (0)は z = 0におけるパルスの電力である。一般に、光ファイバのデータシートに
記載されているスペック値は αdB である。

群速度分散

光ファイバの材料であるシリカガラス (SiO2)の屈折率 nは波長依存性を持つ。したがって、伝搬定数 β

も波長依存性を有する。光パルスが準単色光近似を満たす場合、βの角周波数 ωの依存性は Taylor級数の
形で表せる：

β(ω) =
ω

c
n(ω) =

∞∑
n=0

βm
m!

(ω − ω0)
m = β0 + β1(ω − ω0) +

1

2
β2(ω − ω0)

2 + · · · (2.3)

ただし、cは真空中での光速、ω0 は搬送波の角周波数であり、

βm ≡ dmβ(ω)

dωm

∣∣∣∣
ω=ω0

(m = 0, 1, 2, · · · ) (2.4)

である。式 (2.3)において、ωの 1次の項は、群速度 vg で移動する光パルスの群速度系に移ることで消去
できる。2次の項は、群速度 vg が波長 λに依存することを表しており、これを群速度分散（group velocity

dispersion: GVD）と呼ぶ。群速度分散は分散パラメータ (dispersion parameter)

D ≡ d

dλ

1

vg

∣∣∣∣
λ=λ0

= −2πc

λ20
β2 (2.5)

によって特徴づけられる。ここで、λ0 は搬送波の波長である。実際には、緩やかに変動する複素包絡線の
場合、群速度分散によるパルスの拡がりが生じ、伝搬中にパルス幅が増大する。これは、パルスの短波長成
分が長波長成分に比べて遅延するためである（標準的な単一モードファイバ (standard single-mode fiber:

SSMF)の場合D > 0）。また、パルスの帯域幅 B に対して、距離 zだけ伝搬した後の全体的なパルス幅の
増大は、

∆t = 2π|β2|zB (2.6)

と見積もれる。このように、パルス幅が拡がることから、群速度分散はシンボル間干渉 (intersymbol inter-

ference: ISI)の一因となり、伝送距離に制限を与える。したがって、式 (2.6)は伝搬距離 zに適したシンボ
ル間隔∆tを決定するために用いられる。群速度分散は、上述の材料分散に加えて、光ファイバの導波路構
造による構造分散によっても生じる。光通信波長帯 (1.55 µm)において、SSMFの構造分散は材料分散に
比べてほとんど無視できるが、非零分散シフトファイバ (non-zero dispersion-shifted fiber: NZ-DSF)等で
は導波路構造を変更することで分散を制御している。また、短パルスの場合、式 (2.3)における ωの 3次の
項の影響が無視できなくなる。これは、分散スロープ (dispersion slope) S によって特徴づけられる。
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Kerr非線形性

一般に、入射信号光の電場強度が大きい場合、電気感受率 χは入射する光の電場強度に依存する。すな
わち、電気感受率は電場の関数であり、χ(E)と表される。そこで、分極ベクトル P を電場E を用いて次
のようにべき級数の形に展開できると仮定する：

P (t,x) = ϵ0
[
χ(1) ·E(t,x) + χ(2) : E(t,x)E(t,x) + χ(3)

...E(t,x)E(t,x)E(t,x) + · · ·
]

(2.7)

ここで、χ(j)は電気感受率テンソルと呼ばれる (j + 1)階テンソルであり、各成分は時間に依存しない物質
固有の定数である。
光ファイバの材料である石英ガラスは等方性媒質であることから、χ(2) = Oとなる。したがって、光ファ
イバ中の現象として現れる非線形光学効果の最低次の項は、電場の 3乗に比例する項である。光ファイバ伝
送において、主な非線形光学効果はKerr非線形性であり、これはシリカガラスの屈折率 nが光の強度に依
存することに起因する。非線形性が小さいと仮定すると、電場強度に依存する屈折率は次のように表せる：

n = n0 + n2|E|2 (2.8)

ここで、n0は線形屈折率であり、n2は非線形屈折率である。また、電場Eは伝搬方向に直交する単一偏波
成分が伝搬する条件を仮定している。
電場の複素包絡線に対する発展方程式を導出する際、Kerr非線形性を非線形係数 γ を用いて表すと便利
であり、これは次のように定義される：

γ =
n2ω0

cAeff
(2.9)

ここで、Aeff は実効コア断面積であり、ファイバの断面での光強度分布で決まる。Kerr非線形性は、SPM

や XPMといった位相変化を引き起こす。

2.2.2 非線形 Schrödinger方程式とガイディングセンター理論

ファイバ中を伝搬する電場の複素包絡線振幅 E(t′, z)の振る舞いは以下で記述される [8]：

i
∂E

∂z
− β2

2

∂2E

∂t′2
+ γ|E|2E = −iα

2
E (2.10)

ここで、t′は包絡線の群速度系で測定した時間であり、群速度を vgとしたとき、物理的な時間 tと t′ = t−z/vg

の関係にある。左辺第 2項は分散性、第 3項はKerr非線形性を表しており、右辺はファイバ損失を表して
いる。無損失（α = 0）の場合、式 (2.10)は NLSEと呼ばれる。2.3節で述べるように、NLSEの初期値問
題は ISTによって解析的に解ける。
光波の発展方程式 (2.10)を正規化することを考える。以下では広く用いられている正規化方法について
述べる。この方法では、最初に基準時間 t0を導入し、その後、距離スケール l0 ≡ t20/|β2|および電力スケー
ル P0 ≡ 1/γ/l0を定義する。これらの量は、単に正規化における基準となる量であり、パルス幅、分散長、
入射電力などの物理量そのものではなく、それらに関係する量である。これらを用いて、以下の正規化を
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行う：
T ≡ t′

t0
, Z ≡ z

l0
, q ≡ E√

P0

(2.11)

これらを用いて、β2 < 0（異常分散）の場合に式 (2.10)を正規化すると、正規化振幅 q(T, Z)の発展は

i
∂q

∂Z
+

1

2

∂2q

∂T 2
+ |q|2q = −iΓq (2.12)

で記述される。ここで、Γ ≡ αl0/2は正規化された損失係数である。
次に、正規化振幅 qを以下のように表すことを考える：

q(T, Z) = a(Z)U(T,Z) (2.13)

ここで、a(Z)はファイバ損失による減衰を表す因子で、その発展は

da(Z)

dZ
= −Γa(Z) , a0 ≡ a(0) (2.14)

に従う。式 (2.12)に式 (2.13)と式 (2.14)を代入すると、

i
∂U

∂Z
+

1

2

∂2U

∂T 2
+ a2(Z)|U |2U = 0 (2.15)

を得る。式 (2.15)は非線形項が Z に依存しているため、非自律系の方程式である。実際の光ファイバ伝送
では、光ファイバの損失を補償するために、EDFAやラマン増幅器 (Raman amplifier)などの光増幅器が
挿入される。以下では、光増幅器が z = nza (n = 1, 2, · · · , N)で周期的に挿入された異常分散ファイバか
らなる光ファイバ伝送路を考える。ここで、za ≡ Za/l0 は増幅器間隔であり、光ファイバ伝送においてス
パン長と呼ばれる。a2(Z)の単一スパンにわたる平均値が 1と等しくなるように初期値 a0 をおくと、

a0 =

√
2ΓZa

1− exp(−2ΓZa)
(2.16)

となる。ガイディングセンター理論 [50]を適用し、Z2
a ≪ 1を用いると、式 (2.15)は U = eϕ·∇uで定義さ

れる正規化振幅 uに対する方程式に帰着する：

i
∂u

∂Z
+

1

2

∂2u

∂T 2
+ |u|2u = 0 (2.17)

ここで、Za ≪ 1とし、U ≃ uとしている。このように、損失があっても、Za ≪ 1を満たすように増幅器
を周期的に挿入することで、正規化振幅 uの発展は NLSEで記述できる。本論文では、条件 Za ≪ 1をガ
イディングセンター条件といい、実パラメータでは

za ≪ 2πc

D

t20
λ20

(2.18)

と表される。あるいは、光ファイバの分散値、スパン長、搬送波の波長が与えられた場合、式 (2.18)は基
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図 2.1: 線形方程式の初期値問題の解法
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図 2.2: NLSEの初期値問題の解法

準時間 t0 に対する制限を与える：
t0 ≫ λ0

√
|D|za
2πc

(2.19)

例えば、ファイバ種を SSMF (D = 17 ps/nm/km)、スパン長を za = 50 km、搬送波の波長を λ0 = 1.55 µm

とした場合、基準時間は t0 ≫ 33 psを満たさなければならない。

2.3 逆散乱変換によるNLSEの初期値問題の解法
次に、NLSEの初期値問題を解析的に解く手法である ISTについて述べる。

2.3.1 逆散乱変換の概要

まず、ISTについて説明する前に、Fourier変換による線形発展方程式の初期値問題の解法について述べ
る。図 2.1に示すように、初期値 u(T, 0)に対して Fourier変換を施し、û(Ω, 0)を求める。次に、周波数領
域での空間発展を計算し、û(Ω, Z)を求め、Fourier逆変換を施すことで、一般解 u(T,Z)を得る。
一方、NLSEの場合、Fourier変換によってその初期値問題を解くことはできないが、ISTによって解析的
に解けることが知られている。図 2.2に ISTの概要を示す。ISTでは、初期波形 u(T, 0)を散乱の順問題に
よって散乱パラメータ S(0; ζ)に変換する。次にその空間発展を計算することで S(Z; ζ)を求める。それに対
して散乱の逆問題を施すことで、一般解 u(T,Z)を得る。このように、Fourier変換による線形発展方程式の
解法との類似性から、通信工学の分野において、ISTは非線形 Fourier変換 (nonlinear Fourier transform:

NFT)と呼ばれることがある。

2.3.2 逆散乱変換とNLSEの一般解

本節では、散乱の順問題、散乱パラメータの空間発展、散乱の逆問題について述べ、その後、NLSEの解
であるN -ソリトン解およびその振る舞いについて述べる。
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散乱の順問題

2.2.2 項で述べたように、光ファイバ中での光波の振る舞いは NLSE によって記述される。NLSE（式
(2.17)）は、固有関数 ϕ ≡ (ϕ1, ϕ2)

T に対する線形偏微分方程式

∂ϕ

∂T
=

 −iζ u

−u∗ iζ

ϕ , (2.20)

∂ϕ

∂Z
=

 −iζ2 + i

2
|u|2 ζu+

i

2

∂u

∂T

−ζu∗ + i

2

∂u∗

∂T
iζ2 − i

2
|u|2

ϕ (2.21)

の両立条件に等スペクトル条件 dζ/dZ = 0を課すことで得られる [51]。ここで、ζ ∈ Cは固有値であり、式
(2.20)および式 (2.21)は Zakharov-Shabatの散乱問題 (Zakharov-Shabat scattering problem: ZSSP)と呼
ばれる。このように、非線形発展方程式が線形方程式と関係するため、NLSEは “隠れた線形性”を有する
と言われる。
ここで、正規化振幅 uが |T | → ∞で任意の指数関数よりも十分速く減衰すると仮定する（消失境界条
件）。この仮定は光通信で用いる光パルスに対しては保証されていると考えて良い1。ここで、ZSSP（式
(2.20)）の固有値 ζ = ξ ∈ Rに属する固有関数として、以下の二組の固有関数を導入する：

ψ ∼
T→−∞

 1

0

 e−iξT

ψ̄ ∼
T→−∞

 0

−1

 eiξT

,



χ ∼
T→+∞

 0

1

 eiξT

χ̄ ∼
T→+∞

 1

0

 e−iξT

(2.22)

これらを Jost関数 (Jost function)といい、ZSSP（式 (2.20)）を境界条件 lim
|T |→∞

u = 0のもとで解くこと
により得られる。次に、散乱係数 (scattering coefficient) a, bを以下のように定義する：

a(ξ) ≡W (ψ,χ) , b(ξ) ≡ −W (ψ, χ̄) (2.23)

ここで、W はロンスキアンを表す。消失境界条件のもとでは、固有関数を複素上半平面 (C+)に解析接続
可能であるので、

a(ζ) = lim
T→+∞

ψ1(T ; ζ)e
iζT , b(ζ) = lim

T→+∞
ψ2(T ; ζ)e

−iζT (2.24)

のように表せる。さらに、散乱係数を用いて反射係数 (reflection coefficient) r(ξ)および規格化定数 (norming

constant) γ(ζk)を
r(ξ) ≡ b(ξ)

a(ξ)
, γ(ζk) ≡

b(ζk)

a′(ζk)
(2.25)

1実際の光通信システムでは、有限のシンボル周期で光パルスを送信する。したがって、ファイバ伝搬中に分散性よるパルス拡が
りが生じた場合、隣接パルスとの干渉が生じることがあるが、ここではシンボル間干渉がないことを仮定する。
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のように定義する。ここで、ζk ≡ ζℜk + iζℑk (∈ C+)は ZSSPの離散固有値 (discrete eigenvalue)であり、

a′(ζk) ≡
da(ζ)

dζ

∣∣∣∣
ζ=ζk

, a(ζk) = 0 (2.26)

である。以下の集合を散乱パラメータと呼ぶ：

S(ζ) ≡
{
r(ξ),

{
ζk, γ(ζk)

}N

k=1

}
(2.27)

反射係数 r(ξ)は連続スペクトル、Sd(ζk) ≡
{
ζk, γ(ζk)

}N

k=1
は離散スペクトルと呼ばれる。

散乱パラメータの空間発展

散乱パラメータの空間発展は以下で与えられる [51]：

ζ(Z) = ζ(0) ,

a(Z; ζ) = a(0; ζ) , b(Z; ζ) = b(0; ζ)e2iζ
2Z , (2.28)

r(Z; ξ) = r(0; ξ)e2iξ
2Z , γ(Z; ζk) = γ(0; ζk)e

2iζ2
kZ

以上より、ファイバ伝送によって、固有値 ζ および散乱係数 aは不変であるが、散乱係数 b、反射係数 r、
規格化定数 γ は指数関数的に発展することがわかる。例えば、離散固有値 ζk に対する散乱係数 bの空間発
展は、次のように書ける：

b(Z; ζk) = b(0; ζk)e
−4ζℜkζℑkZe2i(ζ

2
ℜk−ζ2

ℑk)Z (2.29)

ここで、1つ目の指数関数は振幅の変化を表しており、2つ目の指数関数は位相回転を表している。また、
位相回転の向きは ζ2ℜk − ζ2ℑkによって決まる。同様のことが規格化定数 γにもいえる。式 (2.25)と式 (2.28)

より、任意の位置 Z において、b(Z; ζk)と γ(Z; ζk)は単に複素定数倍の関係にあることがわかる。以下で
は、a(Z; ζk)、b(Z; ζk)、γ(Z; ζk)を単に ak(Z)、bk(Z)、γk(Z)と表す。

散乱の逆問題

散乱の逆問題は散乱パラメータ S(Z; ζ)を正規化振幅 u(T, Z)に写像する操作である。これは、一般に
Gel’fand-Levitan-Marchenko方程式を解くことによって行われるが、固有関数の解析性が保証されている
場合、Riemann-Hilbert問題の応用に帰着する [51, 52]。すると、正規化振幅 uは以下のように書ける：

u(T,Z) =
1

π

∫ ∞

−∞
r∗(Z; ξ)χ∗

2(T,Z; ξ)e
−iξT dξ − 2i

N∑
k=1

γ∗k(Z)χ
∗
k2(T,Z)e

−iζ∗
kT (2.30)

ここで、連続スペクトル r(ξ)と離散スペクトル Sd ≡
{
ζk, γk

}N

k=1
はそれぞれ分散波成分（放射成分）とN -

ソリトン解 (N -soliton solution)に対応する。NLSEの解は複素スカラー場であるため、一般的に自由度が
無限大であるが、N -ソリトン解は ζℜk、ζℑk、|γk|、arg[γk] (k = 1, 2, · · · , N)の計 4N 個の有限自由度で記
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述できる。これがソリトンが粒子性をもつと言われる所以である。N -ソリトン解に対する固有関数は

χk1(T,Z)e
−iζkT =

N∑
k=1

γ∗k(Z)χ
∗
k2(T, Z)

ζ∗k − ζ
e−iζ∗

kT

χk2(T,Z)e
−iζkT = 1−

N∑
k=1

γ∗k(Z)χ
∗
k1(T, Z)

ζ∗k − ζ
e−iζ∗

kT

(2.31)

で与えられる。上記で述べたように、散乱係数 bk(Z)は規格化定数 γk(Z)と複素定数倍の関係にあるので、
以下では離散スペクトルを

Sd(Z; ζk) ≡
{
ζk, bk(Z)

}N

k=1
(2.32)

で定義する。したがって、N -ソリトン解は ζℜk、ζℑk、|bk|、arg[bk] (k = 1, 2, · · · , N)によって記述される。

2.3.3 N-ソリトン解

前節で述べたように、NLSEは離散固有値に対応したソリトン解を有し、離散固有値がN 個の場合、

u(T, Z) = −2i

N∑
k=1

γ∗k(Z)χ
∗
k2(T, Z)e

−iζ∗
kT (2.33)

で与えられる。本節では、N = 1および 2の場合、すなわち 1-ソリトン解および 2-ソリトン解の振る舞い
について述べる。

1-ソリトン解

式 (2.33)において N = 1とおいた場合、そのソリトン解は 1-ソリトン解と呼ばれ、ζℜ1、ζℑ1、|b(ζ1)|、
arg[b(ζ1)]の計 4つの自由度で記述される。1-ソリトン解に対する固有関数は、式 (2.31)においてN = 1と
置くことで次のように得られる：

χ11(T, Z) =
(ζ∗1 − ζ1)γ

∗
1 (Z)e

−iζ∗
1T

(ζ1 − ζ∗1 )
2ei(ζ

∗
1−ζ1)T − |γ1(Z)|2e−i(ζ∗

1−ζ1)T

χ12(T, Z) =
(ζ∗1 − ζ1)

2eiζ
∗
1T

(ζ1 − ζ∗1 )
2ei(ζ

∗
1−ζ1)T − |γ1(Z)|2e−i(ζ∗

1−ζ1)T

(2.34)

式 (2.30) において N = 1 とおいたものと固有関数（式 (2.34)）より、1-ソリトン解の表式は次のように
なる：

u(T, Z) = − 2i(ζ1 − ζ∗1 )
2γ∗1 (Z)e

−i(ζ1+ζ∗
1 )T

(ζ1 − ζ∗1 )
2e−i(ζ1−ζ∗

1 )T − |γ1(Z)|2ei(ζ1−ζ∗
1 )T

(2.35)

ここで、散乱係数の初期値を

a1 =
ζ − ζ1
ζ − ζ∗1

, b1(0) = eln |b1(0)|+iarg[b1(0)] (2.36)
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のように表す。ここで、
a′1 =

da(ζ)

dζ

∣∣∣∣
ζ=ζ1

=
1

ζ1 − ζ∗1
(2.37)

であることを思い出すと、位置 Z における規格化定数は散乱係数を用いて

γ1(Z) = γ1(0)e
2iζ2

1Z =
b1(Z)

a′1
= (ζ1 − ζ∗1 )b1(Z) (2.38)

のように表せる。したがって、式 (2.38)を式 (2.35)に代入すると、1-ソリトン解は散乱係数 bを用いて

u(T, Z) = 4iζℑ1b
∗
1(Z)

e−2iζℜ1T

e2ζℑ1T + |b1(Z)|2e−2ζℑ1T
(2.39)

のように表せる。これに式 (2.29)を代入すると、式 (2.39)は

u(T,Z) = 2ζℑ1sech
(
2ζℑ1T − ln |b1(0)|+ 4ζℜ1ζℑ1Z

)
e−2iζℜ1T−2i(ζ2

ℜ1−ζ2
ℑ1)Z+i

(
π
2 −arg[b1(0)]

)
= 2ζℑ1sech

(
2ζℑ1T − ln |b1(Z)|

)
e−2iζℜ1T−iarg[b1(Z)]+iπ

2 (2.40)

と表せる。ただし、 
ln |b1(Z)| = ln |b1(0)| − 4ζℜ1ζℑ1Z

arg[b1(Z)] = arg[b1(0)] + 2(ζ2ℜ1 − ζ2ℑ1)Z

(2.41)

である。ここで、ソリトンの時間中心 Tc1(Z)および位相 θ1(Z)を用いて 1-ソリトン解（式 (2.40)）を

u(T, Z) = 2ζℑ1sech
[
2ζℑ1

(
T − Tc1(Z)

)]
e−2iζℜ1T+iθ1(Z) (2.42)

のように表す。式 (2.40)と式 (2.42)を比較すると、
Tc1(Z) =

ln |b1(0)|
2ζℑ1

− 2ζℜ1Z =
ln |b1(Z)|
2ζℑ1

θ1(Z) =
π

2
− arg[b1(0)]− 2(ζ2ℜ1 − ζ2ℑ1)Z =

π

2
− arg[b1(Z)]

(2.43)

の関係があることがわかる。これから、散乱係数 bの振幅と位相はそれぞれ 1-ソリトン解の時間中心と位
相に関係していることがわかる。さらに、離散固有値の実部 ζℜ1は時間軸上を進む速度および中心周波数、
虚部 ζℑ1 は振幅およびパルス幅の逆数（周波数スペクトル幅）に関係していることがわかる。
また、式 (2.11)を用いて実パラメータに戻すと

E(t, z) =
2ζℑ1

t0

√
|β2|
γ

sech

[
2ζℑ1

t0

(
t′ − tc1(z)

)]
e−2iζℜ1

t′
t0

+iθ1(z) (2.44)

となる。ここで、 tc1 ≡ Tc1 · t0は実パラメータにおける群速度系での 1-ソリトン解の包絡線振幅 Eの時間
中心である。これから、ピーク電力は ζ2ℑ1/t

2
0 に比例することがわかる。また、1-ソリトン解の包絡線振幅

27



E の半値全幅 (full width at half maximum: FWHM)は

twidth =
t0
ζℑ1

ln(
√
2 + 1) ≃ 0.8814

t0
ζℑ1

(2.45)

で与えられる。これから、パルス幅は基準時間 t0 に比例し、離散固有値の虚部 ζℑ1 に反比例することがわ
かる。さらに、離散固有値を

ζ1 = ζℜ1 + iζℑ1 ≡ κ1 + iη1
2

(2.46)

のように表すと、1-ソリトン解（式 (2.42)）は

u(T,Z) = η1sech
[
η1
(
T − Tc1(Z)

)]
e−iκ1T+iθ1(Z) (2.47)

と表される。すると、κ1は時間軸上を進む速度および中心周波数、η1は振幅およびスペクトル幅の逆数そ
のものとなる。このように、1-ソリトン解の場合は、離散固有値を式 (2.46)のように表した方が物理的な
意味を持つパラメータと直接関係するので便利である [50, 53]。

2-ソリトン解

一般に、N -ソリトン解は、|Z| → ∞において、N 個の 1-ソリトン解が別々に存在しているものと近似で
きる [53]：

u(T, Z) ∼
|Z|→∞

N∑
k=1

uk(T, Z) (2.48)

ここで、uk は離散固有値 ζk = ζℜk + iζℑk を有する 1-ソリトン解である。N = 2の場合、そのソリトン解
は 2-ソリトン解 (two-soliton solution)と呼ばれ、|Z| → ∞において 2つの 1-ソリトン解が別々に存在して
いるものと近似できる：

u(T, Z) ∼
|Z|→∞

u1(T,Z) + u2(T,Z) (2.49)

ここで、u1、u2はそれぞれ離散固有値 ζ1 = ζℜ1 + iζℑ1、ζ2 = ζℜ2 + iζℑ2 (ζℜ1 ̸= ζℜ2)を持つ 1-ソリトン解
であり、ファイバ伝送に伴い、これらの成分はある点で衝突する。
次に、2つの 1-ソリトン成分の衝突地点について述べる。1-ソリトン解の時間中心は式 (2.43)で与えられ
るので、2つの 1-ソリトン成分の時間中心はそれぞれ以下のように書ける：

Tc1(Z) =
ln |b1(0)|
2ζℑ1

− 2ζℜ1Z, Tc2(Z) =
ln |b2(0)|
2ζℑ2

− 2ζℜ2Z (2.50)

2つの 1-ソリトン成分が衝突するとき、それらの時間中心は一致する。そこで、衝突地点を Zcollと表すと、
2つの 1-ソリトン成分が衝突する条件は Tc1(Zcoll) = Tc2(Zcoll)となる。したがって、以下の関係式を得る：

Zcoll =
1

4(ζℜ2 − ζℜ1)ζℑ1ζℑ2

(
ζℑ1 ln |b2(0)| − ζℑ2 ln |b1(0)|

)
(2.51)

以上より、2つの 1-ソリトン成分の衝突地点は離散固有値 ζ と散乱係数 bの初期振幅によって定まり、散乱
係数 bの初期位相には無関係なことがわかる。一方で、衝突地点における 2つの 1-ソリトン成分の位相は
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式 (2.43)より 
θ1(Z) =

π

2
− arg[b1(0)]− 2(ζ2ℜ1 − ζ2ℑ1)Z

θ2(Z) =
π

2
− arg[b2(0)]− 2(ζ2ℜ2 − ζ2ℑ2)Z

(2.52)

で与えられる。したがって、位相差は

∆θ(Z) ≡ θ1(Z)− θ2(Z)

= arg

[
b2(0)

b1(0)

]
+ 2

{
(ζ2ℜ2 − ζ2ℜ1) + (ζ2ℑ2 − ζ2ℑ1)

}
Z (2.53)

で与えられる。
上述のように、全ての離散固有値の実部が異なる場合、N -ソリトン解は、|Z| → ∞で N 個の 1-ソリト
ン解が別々に存在しているものと近似できる。しかし、離散固有値の実部が全て等しい場合、ファイバ長手
方向に対して周期的な挙動を示す。例えば、N = 2において、ζℜ1 = ζℜ2 = 0のとき、その正規化周期 Zp

および実パラメータでの周期 zp = Zpl0 はそれぞれ

Zp =
π

|ζ2ℑ1 − ζ2ℑ2|
, zp =

t20
|β2|

π

|ζ2ℑ1 − ζ2ℑ2|
(2.54)

で与えられる。

2.4 逆散乱変換に基づく伝送方式
第 1章で述べたように、光ファイバのKerr非線形性は通信路容量に制限を与えるため、大容量化に向け
て、非線形光学効果による歪みの緩和・克服が 1つの課題となっている。前節で述べたように、光ファイバ
中の光波の振る舞いは NLSEで記述され、その初期値問題は ISTによって解ける。ISTを用いる際に、光
パルスは散乱パラメータに変換され、固有値は伝搬距離に対して不変であり、散乱係数 bの空間発展は線形
方程式で記述される。この性質を応用した非線形歪みを緩和・克服する技術が提案されており、ISTに基づ
く伝送 (IST-based transmission)や ISTに基づく非線形補償 [54]、ISTに基づく逆伝搬法 (IST-based back

propagation)[55]などが提案されている。
ISTに基づく伝送では、光パルスは ISTによって散乱パラメータと一対一に対応する。すなわち、散乱
パラメータを変調することでビットバターンに応じて異なる光パルスを送受信し、情報伝送が可能である
ことを利用している。以下では、ISTに基づく伝送方式の中でも、固有値変調と散乱係数 b変調について説
明する。

2.4.1 固有値変調

ISTの光ファイバ通信技術への応用は、1993年の Hasegawaと Nyuによる固有値通信に始まった [13]。
固有値通信では、光波の振る舞いが NLSEに従う限り、離散固有値 ζk が伝送の前後で不変であるという性
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パルス無し

1-ソリトン解 2-ソリトン解

1-ソリトン解

図 2.3: 固有値変調におけるオン・オフ符号化

質を用いる。1993年当時は、ディジタルコヒーレント技術がまだ登場していなかったため、Raman効果を
用いた手法が提案されていた。また、2004年にMarutaらにより四光波混合を用いた復調方法も提案され
ており、実験検証も行われている [56]。
その後、ディジタルコヒーレント技術の確立により、受信した電場の複素包絡線を ZSSP（式 (2.20)）に
代入し、それを数値的に解くことで離散固有値の検出が可能となった。そこで、さらなる大容量化に向け
て、オン・オフ符号化 (on-off encoding)を用いた固有値変調がMarutaらによって提案された [14]。パルス
の振る舞いは、固有値の数およびその配置によって異なるため、複数の固有値のオン・オフ状態を用いて情
報を伝送できる。
オン・オフ符号化では、複素固有値平面上の離散固有値 ζk(k = 1, 2, . . . , N)の有無を 1ビットの “ 1 ”ま
たは “ 0 ”に割り当てる符号化を行い、N 個の離散固有値のそれぞれの有無の組合わせを用いることで、2N

値の変調信号を実現できる。つまり、N 個の離散固有値を用いた場合、1シンボルあたりN ビットの情報
が伝送可能である。例えば、図 2.3に示すように、2つの固有値を用いた場合、固有値がない状態、1つあ
る状態（2通り）、2つある状態の 4つの状態を作ることができ、各状態にビットパターンを割り当てるこ
とで、1シンボルあたり 2 ビットの情報伝送が可能となる。
図 2.4に実システムにおける固有値変調方式の変復調方法の概要を示す。図 2.4では例として 4つの離散
固有値を用いた場合、すなわち 16値の固有値変調を行う場合を示している。まず、送信器において、情報
ビット系列から固有値パターンへの符号化を行う。次に、散乱の逆問題により、割り当てられた固有値パ
ターンからパルスへのマッピングを行う。実装の際には、この過程は固有値パターンとそれに対応するパ
ルス波形からなるルックアップテーブルに置き換えることで、散乱の逆問題の計算を省略できる。情報ビッ
ト系列から固有値パターンへの符号化と固有値パターンからパルス波形へのマッピングの処理が固有値変
調に相当する。その後、マッピングしたパルスデータを時間領域で縦続接続し、固有値変調信号を生成す
る。最後に、ディジタル-アナログ変換器 (digital-analog converter: DAC)を用いてアナログ信号波形に変
換し、IQ変調器を用いて送信光信号を生成する。
受信端では、一般的な 90◦ 光ハイブリッド・コヒーレント受信器を用いて、光信号を I/Q成分に分離す
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図 2.4: 固有値変調方式の変復調方法の概要

る。I/Q成分はそれぞれ、アナログ-ディジタル変換器 (analog-digital converter: ADC)を用いてディジタ
ル信号に変換される。続いて、得られたディジタル信号波形に対して窓関数をかけてパルス波形毎に分割
し、各パルス波形から離散固有値の検出を行う。離散固有値は、ZSSP（式 (2.20)）を解くことで得られる。
最終的に、得られた離散固有値パターンは復号器を介して情報ビット系列に変換される。ディジタル信号波
形からパルス波形の切り出し、固有値の検出、および情報ビット系列への復号の処理が固有値復調に相当
する。
先行研究では、固有値復調にニューラルネットワークを応用することで、4つの固有値のオン・オフ状態
を用いた 16値固有値変調信号の 3000 km伝送実験に成功した例が報告されている [58]。また、12個の固
有値を用いた 4096値固有値変調信号に軟判定誤り訂正を適用することで、伝送距離を 1200 kmまで延伸化
した例が報告されている [16]。

2.4.2 散乱係数 b変調

散乱係数 bを変調することで情報伝送を行う方式を散乱係数 b変調 (b-modulation)という。散乱係数 bは
連続スペクトルと離散スペクトルの両方に対して定義されるため、連続スペクトルに対する散乱係数 b変調
と離散スペクトルに対する散乱係数 b変調が考えられる。以下では、本論文で用いる離散スペクトルに対す
る散乱係数 b変調について述べる。
2.3.2項で述べたように、離散スペクトルにおける散乱係数 bは各離散固有値 ζk に対して定義される複素
数である。したがって、各離散固有値に対する散乱係数 bの振幅と位相を独立に変調し、その組み合わせの
数に対応する情報が伝送できる。例えば、2つの離散固有値に対する散乱係数 bをQPSKで変調した場合、
4× 4 = 24通りの組み合わせが考えられることから、1シンボルあたり 4ビットを割り当てる伝送方式とな
る。一般に、N 個の離散固有値に対する散乱係数 bをM 値変調することで、MN 値の多値変調方式を実現
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図 2.5: 散乱係数 b変調方式の変復調方法の概要

できる。なお、2.3.3項で述べたように、離散固有値が 1つの場合、散乱係数 bの振幅と位相はそれぞれ 1-

ソリトン解の時間中心と位相に関係するため、単に 1-ソリトン解の時間中心と位相を変調していることと
等価である。
図 2.5に実システムにおける散乱係数 b変調方式の変復調方法の概要を示す。例として、2-ソリトン解の
散乱係数 bに QPSKの信号点配置を適用した場合について説明する。固有値変調では、ビットパターンに
応じて固有値の数やその配置が異なった。一方、散乱係数 b変調では、ビットパターンによらず同じ離散固
有値を用い、それに対する散乱係数 bの値の組み合わせをビットパターンによって変化させる。まず、送信
器において、情報ビット系列から散乱係数 bのパターンへの符号化を行う。符号化される散乱係数 bの値と
して PSKや QAMといった信号点配置が用いられる [17]。次に、符号化された散乱係数 bのパターンから
パルス波形へのマッピングを行う。情報ビット系列から散乱係数 bのパターンへの符号化、およびパルス波
形へのマッピング処理が散乱係数 b変調に相当する。そして、マッピングしたパルス波形データを、DAC

を用いてアナログ信号波形に変換し、IQ変調器を用いて送信光信号を生成する。
受信端では、固有値変調方式と同様に、一般的な 90◦光ハイブリッド・コヒーレント受信器を用いて、光
信号を I/Q成分に分離する。I/Q成分はそれぞれ、ADCを用いてディジタル信号に変換される。続いて、
得られたディジタル信号波形に対して窓関数をかけてパルス波形毎に分割し、各固有値に対する散乱係数
bを検出する。このとき、散乱係数 bは式 (2.28)に従う空間発展が生じているため、受信端では相殺演算
(counter operation)

bk = bk(L)e
−2iζ2

kL (2.55)

を行うことで、伝送に伴う振幅変化および位相回転を補償する必要がある。ここで、Lは正規化伝送路長、
bk(L)は受信パルスから検出した離散固有値 ζk に対する散乱係数 bである。このように、Kerr非線形性の
存在下であっても線形補償のみで復調可能であり、非線形補償が不要なことが散乱係数 b変調の特長であ

32



る。最後に、求められた散乱係数 bは復号器を介して情報ビット系列に変換される。ディジタル信号波形か
らパルス波形の切り出し、散乱係数 bの検出、および情報ビット系列への復号の処理が散乱係数 b復調に相
当する。
なお、散乱係数 bの検出方法としてはBoffeta-Osborne法 [59]やAblowitz-Ladik法 [60, 61]、fast NFT[62]

などが提案されているが、これらの方法は離散スペクトルの検出において不安定となることが知られてい
る。そこで、forward-backward法（または bi-directionalアルゴリズム）[63, 64]や Fourier collocationに
基づく方法 [65]が提案されている。
離散スペクトルにおける散乱係数 bと規格化定数 γ は複素定数倍の関係でしかないが、雑音耐性は散乱
係数 b変調の方が強いことが知られている [17]。また、散乱係数 bは連続固有値に対しても定義されること
から、連続スペクトルにおける散乱係数 bを用いて情報伝送が可能である。ただし、このときの散乱係数 b

は連続固有値 ξ に対して定義される関数である。連続スペクトルは離散スペクトルよりも多くの情報を載
せることができるが、伝送に伴うパルスの拡がりによって伝送距離が制限される。なお、連続スペクトルの
散乱係数 bは反射係数 rと複素定数倍の関係しかないが、離散スペクトルの場合と同様、雑音耐性に優れて
いることが知られている [66]。
2.3.2項で述べたように、連続スペクトルと離散スペクトルはそれぞれ NLSEの解の分散波成分とソリト
ン成分に対応する。これらは独立な成分であることから、連続スペクトルと離散スペクトルを独立に変調
し同時に伝送することで、さらなる大容量化が可能である。このような変調方式は全スペクトル変調 (full

spectrum modulation) または統合変調 (joint modulation) と呼ばれ、幾つかの実証例が報告されている
[19, 20, 21]。これは、通常の変調方式にはない多重化技術である。

2.5 結言
本章では、光ファイバ中での物理現象として、損失、群速度分散、Kerr非線形性について説明した。ま
た、ガイディングセンター理論を適用することにより、損失を有する光ファイバ中を伝搬する光波の振る舞
いが非線形 Schrödinger方程式で記述されることを述べた。さらに、非線形 Schrödinger方程式の初期値問
題を解析的に解く手法である逆散乱変換について述べた。最後に ISTを利用した情報伝送技術である、固
有値変調および散乱係数 b変調を紹介した。
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第3章 逆散乱変換における離散固有値を用いた異
常箇所推定

3.1 緒言
将来の高信頼な光ファイバ通信ネットワークでは、安定したサービスの提供だけでなく、災害や障害発生
時の早期復旧が求められ、早期復旧には迅速な異常発生箇所の推定が必要となる。近年、OTDR等の専用
機器を用いない異常箇所推定手法として、光コヒーレント送受信系とディジタル信号処理を用いた手法が
いくつか提案されている。本章では、光コヒーレント送受信系を用いた手法として、ISTにおける離散固有
値の分散および共分散を用いた異常箇所推定手法を提案し、その推定精度について述べる。
3.2節では、ISTに基づく異常箇所推定に用いる 2-ソリトン解の振る舞いについて述べる。3.3節では、

3.2節で述べた 2-ソリトン解の離散固有値への雑音の影響を、数値シミュレーションによって評価した結果
について述べる。3.4節では、ISTに基づく手法として、2-ソリトン解の離散固有値の分散および共分散を
用いた異常箇所推定手法を提案し、その手順とシミュレーションモデルについて述べる。3.5節では、提案
手法の原理確認を行い、推定精度の向上や異常レベル（異常な雑音指数）、推定に必要なパルス数、異常箇
所を変えた場合について議論する。さらに、実システムへの導入を見据えて、入射電力に対する依存性、よ
り長いスパン長の光ファイバ伝送路への適用の可能性、インサービスでの異常箇所推定の可能性、計算量に
ついて議論する。

3.2 虚軸対称な固有値配置を有する2-ソリトン解
本節では、異常箇所推定に用いる 2-ソリトン解の振る舞いについて述べる。異常箇所推定には、図 3.1に
示すような、複素固有値平面上において、その虚軸に対して対称に配置された 2-ソリトン解を用い、2.3.3

項で述べた理論を応用する。ここで、虚軸対称な 2つの離散固有値を ζ1 = −δℜ/2 + iζℑ、ζ2 = δℜ/2 + iζℑ

とし、δℜ は実部間隔を表す。このとき、衝突地点（式 (2.51)）および位相差（式 (2.53)）は

Zcoll =
1

4δℜζℑ
ln

|b2(0)|
|b1(0)|

, (3.1)

∆θ(Z) = arg

[
b2(0)

b1(0)

]
= const. (3.2)

となる。以上より、虚軸対称な固有値配置を有する 2-ソリトン解の伝送を考えたとき、2つの 1-ソリトン
成分の衝突地点は散乱係数 bの初期振幅比によって決まり、位相差は伝搬距離 Z に依らず一定となること
がわかる。例えば、|b1(0)| = |b2(0)|と置いた場合、2つの 1-ソリトン成分は Z = 0で衝突することがわか
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図 3.1: 異常箇所推定に用いる 2-ソリトン解の離散固有値配置

る。また、初期値の比 b2(0)/b1(0)が実数の場合、位相差は 0となることがわかる。
ここで、2つの散乱係数 b1、b2に対して共通の基準値 b0を導入し、離散固有値 ζk (k = 1, 2)に対する散
乱係数 bの初期値 bk(0)を次のように表す：

bk(Z = 0;Zoffset) = b0e
2iζ2

kZoffset (k = 1, 2) (3.3)

ここで、Zoffset は距離オフセットと呼ばれるパラメータであり、Z = 0において、基準値 b0を式 (2.28)に
従って変化させるパラメータである。すなわち、b0 に対して仮想距離 Zoffset の空間発展が施され、それに
よって、散乱係数 bの初期振幅および初期位相が変化する。式 (3.3)に ζ1 = −δℜ/2+ iζℑ、ζ2 = δℜ/2+ iζℑ

を代入し、それを式 (3.1)に代入すると、虚軸対称な固有値配置を有する 2-ソリトン解の 2つの 1-ソリトン
成分の衝突地点は

Zcoll = −Zoffset (3.4)

で与えられる。したがって、離散固有値が虚軸対称に配置されている場合、2つの 1-ソリトン成分の衝突地
点は距離オフセットによって調節できる。図 3.2に典型的な距離オフセットにおける 2-ソリトン解の振る舞
いを示す。ただし、Lは正規化ファイバ長を表している。距離オフセットが−L ≤ Zoffset ≤ 0を満たす場合、
2つの 1-ソリトン成分は光ファイバ伝送路上のある点で衝突する（図 3.2 (b)）。一方で、Zoffset < −Lの場
合、2つの 1-ソリトン成分は互いに近づくが、光ファイバ伝送路上で衝突することはない（図 3.2 (a)）。同
様に、Zoffset > 0の場合、2つの 1-ソリトン成分の間隔が広がる様子が観測され、光ファイバ伝送路上で衝
突しない（図 3.2 (c)）。さらに、共通の基準値 b0の下では、初期値の比 b2(0)/b1(0) = exp(−4δℜζℑZoffset)

は式 (3.3)で表される距離オフセットに依らず常に実数であることから、位相差は 0となる。具体例として、
l ≡ L · l0 = 400 kmの光ファイバ伝送路を考える。図 3.2 (a)に対応する zoffset ≡ Zoffset · l0 = −800 kmの
場合、衝突地点は zcoll ≡ Zcoll · l0 = 800 kmとなる。しかし、これは光ファイバ伝送路の長さを超えている
ため、実際の光ファイバ伝送路上では衝突は観測されない。図 3.2 (c)に対応する zoffset ≡ Zoffset · l0 = 200

kmの場合、衝突地点は zcoll ≡ Zcoll · l0 = −200 kmとなる。これは zcoll > 0を満たしていないので、光
ファイバ伝送路上で衝突しない。最後に、図 3.2 (b)に対応する zoffset ≡ Zoffset · l0 = −200 kmの場合、衝
突地点は zcoll ≡ Zcoll · l0 = 200 kmで与えられるので、光ファイバ伝送路上で衝突が観測される。
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図 3.2: Zoffset による衝突地点の調節

3.3 異常箇所推定の原理
光ファイバ伝送路上では、光増幅器の異常などによって光パルスに過剰な雑音が付加され、それらは散乱
パラメータに影響を及ぼす。1-ソリトン解の散乱パラメータに対する影響はよく知られており [50, 67, 68]、
2-ソリトン解に対する影響も調査されている [69]。しかし、2-ソリトン解の離散固有値への雑音の影響の距
離オフセット依存性は調査されていない。本節では、まず、back-to-back (B-to-B)構成において、雑音が
虚軸対称な固有値配置を有する 2-ソリトン解の離散固有値に及ぼす影響とその距離オフセット依存性につ
いて述べる。[68]で述べられているように、正規化振幅 uの発展は NLSEに増幅器雑音を摂動項として付
加した式で記述できる。したがって、異常箇所推定に応用する上では、B-to-B構成における離散固有値の
振る舞いを理解することが有用である。

3.3.1 B-to-B構成における離散固有値の振る舞い

異常箇所推定を行う光パルスとして、虚軸対称配置の離散固有値 ζ1 = −δℜ/2 + iζℑ、ζ2 = δℜ/2 + iζℑお
よび距離オフセットを考慮した散乱係数 bからなる離散スペクトル

Sd(Z; ζk, Zoffset) =
{
ζk, bk(Z;Zoffset)

}2

k=1
(3.5)

を有する 2-ソリトン解を用いる。光パルスのスペクトルは Zoffset に依存することから、同じ固有値配置で
あっても、雑音による離散固有値の変動もまた Zoffset に依存すると考えられる。そこで、離散固有値に対
する雑音の影響の距離オフセット依存性を、計算機シミュレーションにより調査した。
まず、送信端において、ある Zoffsetに対して 100000個の同一パルスを生成した。そのように生成した光
パルスに雑音を付加し、B-to-Bで光パルスを受信した。受信パルスの正規化振幅 uを ZSSP（式 (2.20)）に
代入した後、それを解くことで離散固有値を検出し、その分散および共分散を計算した。同様の操作をさ
まざまな Zoffsetに対して行い、離散固有値の分散および共分散の距離オフセット依存性を調査した。表 3.1

にシミュレーションパラメータを示す。
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表 3.1: シミュレーションパラメータ

パラメータ 記号 値 単位
実部間隔 δℜ 0.5 -

虚部 ζℑ 0.5 -

散乱係数 bの基準値 b0 1.0i -

各 Zoffsetに対するパルス数 Npulse 100000 -

基準時間 t0 100 ps

雑音指数 - 5 dB

距離オフセットの範囲 zoffset −2000 ～ 2000 km

距離オフセットの間隔 δzoffset 50 km

距離オフセットの数 Noffset 81 -

離散固有値の分散

図 3.3 (a)に離散固有値の実部および虚部の分散の距離オフセット依存性を示す。図 3.3 (a)より、zoffset = 0

で実部および虚部の分散が最大となっていることがわかる。B-to-B構成において、zoffset = 0では、2つの
1-ソリトン成分が衝突しており、周波数スペクトル幅が最大となるときに雑音が付加される状況となる。し
たがって、ソリトン成分がより多くの雑音成分と周波数スペクトル上で重なることから、雑音の影響を最も
受けやすく、分散が最大になったと考えられる。実部と虚部を比べると、実部の方が zoffsetに対する分散の
変動が大きい結果となった。
さらに、図 3.3(b)に実部と虚部の分散比 Fk ≡ var[ζℑk]/var[ζℜk] (k = 1, 2)の距離オフセット依存性を示
す。図 3.3から、|zoffset|が増大するにつれ、分散比 Fk は 3に漸近することがわかる。[68]で述べられてい
るように、1-ソリトン解の固有値の実部と虚部の分散比は 3となる。|zoffset|が大きい領域では、2-ソリトン
解は 2つの独立な 1-ソリトン解とみなせることから、上記の結果は妥当であるといえる。一方、zoffsetが 0

付近では、1-ソリトン解と異なる挙動となった。

離散固有値の共分散

図 3.4に離散固有値の実部および虚部の共分散の距離オフセット依存性を示す。図 3.4から、2つの離散
固有値には負の相関があることがわかる。また、zoffset = 0、すなわち、2つの 1-ソリトン成分が重畳した
ときに共分散は最小となり、|zoffset|の増大とともに共分散は 0に漸近する。これは、zoffset = 0のとき、2

つの 1-ソリトン成分が時間軸上で重畳した状態で雑音が付加される状態となり、2つの固有値の変動に顕著
な相関が現れたためと考えられる。一方、|zoffset|が大きい領域では、2-ソリトン解は 2つの 1-ソリトン解
が別々に存在しているものと近似できることから、それらの離散固有値の変動は無相関になったと考えら
れる。
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図 3.3: 離散固有値の実部および虚部の分散および分散比の距離オフセット依存性
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図 3.4: 離散固有値の共分散の距離オフセット依存性

3.3.2 異常箇所推定の原理

前項で述べた性質を異常な雑音が付加される光増幅器の特定に応用する。図 3.5 (a)に一般的な ISTに基
づく伝送方式の概略を示す。2.4節で述べたように、送信端において、ビット列を散乱パラメータに符号化
し、散乱の逆問題によって光パルスに変換する。光ファイバ伝送の後、受信端において光パルスをコヒーレ
ント受信し、散乱の順問題によって散乱パラメータを検出する。このとき、正規化振幅 uが NLSEを満足
する限り、離散固有値は不変であり、散乱係数 bは線形に発展する。しかし、実際の伝送路では、ファイバ
損失を補償するために光増幅器が挿入されており、雑音が付加される。それによって、散乱パラメータの発
展が式 (2.28)から逸脱する。正常な光増幅器に比べて大きな雑音が付加された場合、この異常雑音が散乱
パラメータに大きく影響する。また、Z = Znoise で異常な雑音が付加されるとすると、離散固有値の変動
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図 3.5: (a) : IST に基づく伝送方式、(b), (c): IST に基づく異常箇所推定

は Znoise と距離オフセット Zoffset との関係に依存する。この特徴を異常箇所推定に利用する。
図 3.5 (b) および (c) に IST に基づく異常箇所推定の概念を示す。図 3.5 (b) では、異常雑音が付加さ
れる場所と 2つの 1-ソリトン成分が衝突する場所が異なる場合を示している (Znoise ̸= Zcoll)。このとき、
Z = Znoise において，2つの 1-ソリトン成分が時間領域で分離した状態となり、2つの 1-ソリトン成分が
別々に存在するものとみなせる。そのため、異常雑音の影響は比較的小さくなり、離散固有値の分散は小さ
く、また、2つの離散固有値の変動に相関は見られない。一方、図 3.5 (c)に示すように、2つの 1-ソリトン
成分の衝突と同時に異常雑音が付加された場合 (Znoise = Zcoll)、2つの 1-ソリトン成分が重畳した状態（周
波数スペクトル幅が広い状態）で大きな雑音が付加されるため、離散固有値の分散/共分散はそれぞれ最大/

最小となる。したがって、さまざまな距離オフセット Zoffsetの 2-ソリトン解を送信し、分散/共分散の距離
オフセット依存性を観測し、それぞれが最大/最小となる Zoffset を求めることで、異常箇所が推定できる。

3.4 離散固有値を用いた異常箇所推定の実証
本節では、提案手法である離散固有値を用いた異常箇所推定の実現可能性を、数値シミュレーションを通
して検証する。まず、シミュレーションモデルについて説明し、続いて、提案手法の原理確認を行った結果
について述べる。さらに、推定精度の固有値配置に対する依存性や異常雑音レベル依存性、パルス数依存
性、異常箇所に対する依存性について議論する。
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図 3.6: ISTに基づく異常箇所推定の手順

3.4.1 異常箇所推定の手順

前節では、異常箇所推定方法の概要について述べたが、ここではその詳細な手順を述べる。光ファイバ伝
送路上の異常箇所を見つけるためには、−∞ ≤ zoffset ≤ ∞のあらゆる距離オフセットの 2-ソリトン解を伝送
する必要はなく、光ファイバ伝送路の長さ lに対応する距離オフセットを有する 2-ソリトン解を伝送すれば
良い。ただし、後述のフィッティング関数を考慮し、伝送路をわずかに超える範囲で−(l+δl1) ≤ zoffset ≤ δl2

のように距離オフセットを設定する。ここで、δl1 および δl2 は追加領域であり、必ずしも同じ値でなくて
良い。次に、解析対象となる距離オフセット−(l+ δl1) ≤ zoffset ≤ δl2を δzoffsetで分割することにより、離
散固有値の分散と共分散を計算する距離オフセットの数Noffset は有限となる。
以下では、シミュレーションの概要と図 3.6に示す実際の手順について述べる。まず、ある距離オフセッ
トと離散スペクトルに応じた光パルスを生成する。生成した光パルスを複製し、同じ距離オフセットを持つ
Npulse個の光パルスから成る光パルス列を得る。この手順を解析する各距離オフセットについて繰り返す。
パルス列を組み合わせることで、Ntotal = Npulse ×Noffset個の光パルスからなる全体のパルス列が得られ、
それを光ファイバ伝送路に送出する。ここで、光ファイバ伝送路上の位置 z = znoiseに異常な雑音が付加さ
れた光増幅器が存在すると仮定する。
受信側では、まず受信した波形を各距離オフセットごとのパルス列に分割する。その後、距離オフセット
毎に各パルスの離散固有値を検出し、各距離オフセットに対する分散と共分散を計算する。そして、フィッ
ティング範囲のパラメータ zfitを、zfit < min(δl1, δl2)を満たす範囲で設定し、[−(l+ zfit), zfit]の範囲内で
離散固有値の分散および共分散の多項式によるフィッティングを行う。−l ≤ zoffset < 0の範囲で、分散お
よび共分散のフィッティング曲線が極大および極小となる距離オフセットを求め、それぞれの最大値および
最小値をもって異常雑音が付加された箇所の推定値 zest = −zoffsetとする。なお、本手順では、異常は必ず
光ファイバ伝送路上 [0, l]で生じるため、zoffset ≤ −lおよび zoffset ≥ 0 の範囲で生じた分散の極大および共
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分散の極小は除外する。また、本研究では、推定距離の誤差を

eest ≡ |znoise − zest| (3.6)

と定義する。

3.4.2 シミュレーションモデル

シミュレーションモデルを図 3.7に、標準条件でのシミュレーションに用いたパラメータを表 3.2に示す。
本節では、まず、標準条件において原理確認を行い、次に、標準条件からいくつかのパラメータを変化させ
てそのパラメータの依存性を調査した。送信端において、Darboux変換 [57, 64]によって散乱パラメータ
からパルスを生成した。標準条件では、離散固有値 ζ1 = −0.5 + 0.5i、ζ2 = 0.5 + 0.5i、散乱係数 bの基準
値 b0 = 1.0iの 2-ソリトン解を用いた。また、基準時間 t0はガイディングセンター条件（式 (2.19)）を満た
すように 100 psとし、各距離オフセットに対するパルス数はNpulse = 1000とした。
本研究では、伝送路長が 400 kmの SSMFからなる光ファイバ伝送路を想定し、伝送路損失を補償する
ために、スパン長 za = 50 kmおきに雑音指数 (noise figure: NF)が 5 dBの EDFAを挿入した。このと
き、z = znoiseに位置する EDFAにおいて、故障によって過剰な雑音が光信号に付加され、通常よりも大き
な NFを持つようになる場合を想定した。ただし、提案手法の原理確認を行うために、標準条件において
異常な EDFAの NFを通常の EDFAの NFに加えて 20 dB大きくした。つまり、異常な EDFAの NFを
25 dBとした。このような光ファイバ伝送路において、電力スケール P0は 1.98 mWであり、2-ソリトン解
からなるパルス列の光ファイバ伝送路への平均入射電力は 0.124 mWであった。光パルスの伝送解析には
split-step Fourier法 (split-step Fourier method: SSFM)[70]を用いた。受信端において、受信波形を同じ距
離オフセットからなるパルス列に分割し、そのパルス列の各パルスの離散固有値を検出した。離散固有値の
検出には Fourier collocation法を用いた [57]。その後、各距離オフセットにおける離散固有値の分散および
共分散を計算することで、分散および共分散の距離オフセット依存性を得た。解析の範囲は−1000 ∼ 1000

km（δl1 = 600 km、δl2 = 1000 km）とし、距離オフセット間隔 δzoffsetは 10 kmとした。本シミュレーショ
ンにおけるサンプリングレートは、パルス生成時に 320 GSa/s、離散固有値の検出時に 20 GSa/sとした。
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図 3.7: シミュレーションモデル

表 3.2: シミュレーションに用いたパラメータ （標準条件）

パラメータ 記号 値 単位
スパン長 za 50 km

スパン数 - 8 -

光ファイバ伝送路長 l 400 km

ファイバの損失係数 αdB 0.20 dB/km

ファイバの分散パラメータ D 17.0 ps/nm/km

ファイバの分散スロープ S 0.06 ps/nm2/km

ファイバの非線形係数 γ 1.1 W−1/km

EDFAの雑音指数 NF 5 dB

追加の異常雑音指数 NFadd 20 dB

異常箇所 znoise 200 km

基準時間 t0 100 ps

電力スケール P0 1.98 mW

離散固有値の実部間隔 δℜ 1.0 -

離散固有値の虚部 ζℑ 0.5 -

散乱係数 bの基準値 b0 1.0i -

追加領域 1 δl1 600 km

追加領域 2 δl2 1000 km

各距離オフセットに対するパルス数 Npulse 1000 -

距離オフセットの間隔 δzoffset 10 km

距離オフセットの数 Noffset 201 -

フィッティング範囲のパラメータ zfit 400 km

（正規化）時間ウィンドウサイズ Tw 26 -

サンプリング点数（パルス生成時） M 211 -

サンプリング点数（固有値検出時） Md 27 -
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図 3.8: 標準条件下における離散固有値の (a)分散、(b)共分散 (δℜ = 1.0, ζℑ = 0.5)

3.5 シミュレーション結果
3.5.1 原理確認

異常箇所推定の原理確認のため、提案手法を標準条件下でシミュレーションした結果を示す。図 3.8(a)お
よび (b)に離散固有値の分散および共分散をそれぞれ示す。なお、図 3.8には、8次多項式によるフィッティ
ング曲線も同時に示している。これらのフィッティング曲線は、分散および共分散の両方の場合において、
異常箇所に対応する zoffset = −200 km付近でピークを持つ結果となり、さらに、2つの離散固有値 ζ1と ζ2

の分散は同じ傾向となった。しかし、虚部の分散および共分散は、実部の分散および共分散と比べてばらつ
きが大きく、ピークが不鮮明であった。表 3.3に分散および共分散を用いたときのピーク位置と推定誤差を
示す。ここで、ピーク位置は、−l ≤ zoffset < 0の範囲において、分散および共分散のフィッティング曲線が
それぞれ最大値、最小値をとる距離オフセットの値である。実部の分散および共分散を監視することで、お
およそ 10 kmの推定精度が達成できることが示された。一方、虚部の分散および共分散を監視した際、ピー
クが不鮮明になることから、推定誤差は数十 kmになる場合があった。これらの結果から、異常箇所の推定
には、虚部よりも実部の分散および共分散を用いる方が有効であるといえる。よって、以降の解析では離散
固有値の実部の変動、すなわち、var[ζℜ1]、var[ζℜ2]、および cov[ζℜ1, ζℜ2]に着目する。また、フィッティン
グ関数として、より低次の 4 次や 6次の多項式を用いた場合、距離オフセットの絶対値 |zoffset|が大きい領
域でシミュレーション結果との乖離が生じた。一方、より高次の多項式を用いた場合、8次多項式の推定精
度と大きく変わらなかった。以上の理由より、本章では、フィッティング関数として 8次多項式を用いた。

3.5.2 離散固有値の実部間隔依存性

本節では、推定精度の改善方法について説明する。離散固有値の実部間隔 δℜを増加させると、時間領域
で 2つの 1-ソリトン成分が重畳する伝搬距離が短くなる。これを周波数領域で考えると、同じ伝搬距離に
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表 3.3: 標準条件における推定誤差

パラメータ ピーク位置 [km] 推定誤差 [km]

実部
var[ζℜ1] −194.27 5.73

var[ζℜ2] −189.73 10.27

cov[ζℜ1, ζℜ2] −192.96 7.04

虚部
var[ζℑ1] −252.10 52.90

var[ζℑ2] −190.31 9.69

cov[ζℑ1, ζℑ2] −228.43 28.43
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図 3.9: 実部間隔 δℜ を変化させたときの離散固有値の分散および共分散

おけるスペクトルの変化が大きくなることを意味する。その結果、理論的には δℜを増加させることで異常
箇所推定の空間分解能が向上し、推定精度の改善が見込まれる。そこで、以下では、提案手法における推定
精度の実部間隔依存性を調査した。
図 3.9に実部間隔を変化させたときの離散固有値の実部の分散と共分散を示す。δℜが大きい場合、δℜが
小さいときと比べて分散のピークは小さくなった。また、山形の曲線の半値幅が狭くなっていることから、
空間分解能が向上していることがわかる。これらの結果は前述の理論的な予想と一致している。
図 3.10に実部間隔 δℜ を変化させたときの推定誤差を示す。離散固有値の分散に基づく方法では、実部
間隔 δℜ を増加させることで推定精度が向上する傾向が見られた。しかし、さらに δℜ を増加させると、あ
る δℜ から推定精度が悪化し始めた。これは、δℜ が大きいとき、周波数領域で 2つの 1-ソリトン成分が十
分に離れた状態となり、分散および共分散のピークが小さくなることに起因する。他の EDFAからの雑音
を含むベースラインのばらつきに対してこれらのピークが小さくなり、ピーク位置が不明瞭となった結果、
推定精度が悪化したと考えられる。一方、共分散に基づく方法では、予想通り、zoffset = −1000 km、1000

kmでベースラインが安定しており、δℜ の増加に伴い、推定精度が向上した。したがって、δℜ = 1.5とい
う大きな実部間隔を採用した場合の共分散に基づく手法は、他の正常な EDFAからの雑音に対する耐性が
あり、異常箇所推定により適していると考えられる。
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図 3.10: 推定誤差の実部間隔 δℜ 依存性

3.5.3 異常雑音レベル依存性

次世代の高信頼通信システムでは、通信状態や伝送速度に影響を与えない異常を早期に特定することが
求められる。そこで、より小さな異常 NFに対する推定精度について調査した。
図 3.11に異常な EDFAの NFを変えた場合の離散固有値の実部の分散および共分散を示す。図 3.11か
ら、分散・共分散ともに、NFが小さくなるほど距離オフセットに対する変化が小さくなり、ピークが不明
瞭になることがわかる。異常雑音の NFを変えたときの推定誤差を図 3.12に示す。異常な EDFAにおける
追加の NFが 10 ∼ 20 dBの範囲では、推定誤差は 10 km未満であった。しかし、追加の NFが 5 dB以下
のとき、推定誤差が大きくなり、誤差は 10 km を上回る結果となった。このように、わずかな NFの増加
を高精度で推定するには、パルス数Npulse や実部間隔 δℜ などのパラメータを調整する必要がある。
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図 3.11: 異常な EDFAの NFを変えたときの離散固有値の分散および共分散
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図 3.12: 推定誤差の NF依存性

3.5.4 パルス数依存性

標準条件において距離オフセット毎のパルス数を変更し、パルス数と推定精度の関係について調査した。
図 3.13にパルス数を Npulse = 10, 100, 1000とした場合の離散固有値の実部の分散および共分散を示す。
パルス数Npulseの増加に伴い、分散および共分散の値が一定値に収束する傾向が得られた。図 3.14に推定
誤差のパルス依存性を示す。var[ζℜ1]または cov[ζℜ1, ζℜ2]を監視した場合、パルス数が 600以上であれば
推定誤差が 10 km以内となった。一方で、パルス数を Npulse = 1000より大きくとっても、推定精度には
ほとんど改善が見られなかった。これらの結果から、標準条件において異常箇所を推定する際、パルス数
を Npulse = 1000と設定すれば十分であるといえる。より小さな異常レベルの検出には、1000パルスより
も多くのパルスを送信することで推定精度が改善すると考えられるが、その場合、送信パルス列のパルス
の持続時間や固有値検出に必要な計算量が増大する懸念が生じる。
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図 3.13: パルス数を変えたときの離散固有値の実部の分散および共分散
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図 3.14: 推定誤差のパルス数依存性

3.5.5 異常箇所の依存性

これまでは異常箇所を znoise = 200 kmに固定して議論してきたが、本項では、任意の異常箇所に対する
提案手法の適用可能性を議論する。離散固有値の実部間隔を δℜ = 1.5 、異常な EDFAにおける追加の NF

をNFadd = 15 dB、異常箇所を znoise = 100, 200, 300 kmとしてシミュレーションを行った。
図 3.15に異常箇所を変えたときの離散固有値の実部の分散および共分散を示す。分散・共分散ともに、
異常箇所の変化に伴い、ピークの位置が変化していることがわかる。異常箇所を変化させたときの推定誤
差を表 3.4にまとめる。異常箇所が変わっても、離散固有値の分散および共分散を用いる手法によって、キ
ロメートルオーダーの異常箇所推定が可能であることが示された。
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図 3.15: 異常箇所を変更したときの離散固有値の実部の分散および共分散

3.5.6 考察

前項までは、提案手法が原理的に有効であることを数値シミュレーションにより示した。本項では、提
案手法の実装に関連するいくつかの課題について議論する。具体的には、入射電力のずれに対する許容度、
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表 3.4: 推定誤差の異常箇所依存性

パラメータ 100 km 200 km 300 km

推定誤差 [km]

var[ζℜ1] 2.90 3.04 9.39

var[ζℜ2] 4.48 9.94 4.81

cov[ζℜ1, ζℜ2] 9.25 0.004 2.04

異なるスパン長への適用性、情報信号との同時伝送、計算量について述べる。

複数の異常箇所の推定

これまでは、光ファイバ伝送路上に異常箇所が 1箇所だけ存在する場合の解析結果を述べた。ここでは、
提案手法による複数の異常箇所推定の可否を議論する。複数の異常箇所推定を可能にするために、分散/共
分散に対するフィッティング関数の最大値/最小値に対応する距離オフセットではなく、フィッティング関数
の極大点/極小点に対応する距離オフセットを求めることで異常箇所を推定する。
複数の異常箇所推定のシミュレーションモデルとして、全長 2000 kmの光ファイバ伝送路上の znoise = 200

kmにおいてNFadd = 20 dB、znoise = 1500 kmにおいてNFadd = 10 dBの、2つの異常な EDFAが存在
する場合を想定した。その他のパラメータは標準条件（表 3.2）と同じとした。
図 3.16に離散固有値の分散および共分散をそれぞれ示す。図 3.16(a)において、zoffset = −2000～0 km

の範囲における var[ζℜ1]の極大点の数は 2つであり、異常箇所の数と一致した。それに対して、var[ζℜ2]の
極大点の数は 3つであり、異常箇所の数と一致しなかった。また、図 3.16(b)において、cov[ζℜ1, ζℜ2]の極
小点の数は 2つであり、異常箇所の数と一致した。表 3.5に離散固有値の実部による極値の位置と推定誤差
を示す。表 3.5より、NFaddが最も大きい異常箇所を推定することは可能だが、次にNFaddが大きい異常
箇所は正確に推定できていないことがわかる。
また、現実には、近傍で複数の異常が発生する場合もあり、それらの異常雑音レベルがほとんど同じとな
る場合が想定される。その場合、2つの異常雑音による分散の山形の曲線が重なり、1つの山形の曲線に見
える可能性がある。したがって、複数の異常箇所推定においては、実部間隔などのパラメータの最適化が必
要であると考えられる。

表 3.5: 複数の異常箇所を推定した場合の推定誤差

パラメータ ピーク位置 [km] 推定誤差 [km]

znoise = 200 km

var[ζℜ1] −186.64 13.36

var[ζℜ2] −190.77 9.23

cov[ζℜ1, ζℜ2] −193.44 6.56

znoise = 1500 km

var[ζℑ1] −1397.03 102.97

var[ζℑ2] −1413.10 86.90

cov[ζℑ1, ζℑ2] −1405.58 94.42
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図 3.16: 複数の異常箇所を有する伝送路における離散固有値の分散と共分散

入射電力依存性

提案手法では、異常箇所を推定するために 2-ソリトン解を利用する。2.2節で述べたように、正規化振幅
uは、散乱の逆問題によって散乱パラメータから生成され、複素包絡線振幅 Eは電力スケール P0を用いて
E =

√
P0uのように表される。電力スケールは距離スケール l0 と光ファイバ伝送路の非線形係数 γ によっ

て一意に定められるので、入射電力も一意に定まる。しかし、実際のシステムでは入射電力を精度良く制御
することは困難である。以上の理由より、入射電力のずれと推定精度の関係を議論する。
2.2節で述べたように、電力スケール P0 は入射電力と関係している。ここで、最適な入射電力とのずれ
を表す係数 rp を導入し、ずれを含む電力スケールを P ≡ rpP0 とする。このとき、実際の入射電力が最適
な入射電力の rp 倍となる。
標準条件の下で、係数 rp を変化させて数値シミュレーションを実行した。図 3.17に推定誤差の rp 依存
性を示す。入射電力が最適値 (rp = 1)から離れるにつれて、推定精度が低下していることがわかる。これ
は、図 3.18に示すように、入射電力が最適値からずれている場合に、離散固有値が変化するためである。
入射電力が不足している場合 (rp < 1)、分散性が非線形性よりも支配的になるため、実部間隔 δℜが大きく
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なる。一方で、入射電力が過剰な場合 (rp > 1)は、δℜが小さくなる。このように、入射電力が最適値から
ずれている場合には、送信端で想定した離散固有値から変化し、式 (3.1)で述べた衝突地点が rp = 1の場
合からずれること、また、2つの 1-ソリトン成分の衝突時にそれらが同相とならないことから、推定精度が
悪化したと考えられる。それでもなお、0.8 < rp < 1.1の範囲であれば推定誤差は 25 km未満となり、異
常な光増幅器を識別できる推定精度が得られた。
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図 3.17: 入射電力依存性（rp = 1.0が最適値）

入射電力が過剰入射電力が不足

入射電力が不一致最適な入射電力

図 3.18: 入射電力が最適でない場合の離散固有値の変動

スパン長が長い伝送路への適用性

これまでの数値シミュレーションでは、スパン長 za = 50 kmの光ファイバ伝送路に対して解析を行っ
た。しかし、実際の光ファイバ伝送路のスパン長はさまざまであり、50 kmよりも長いスパンの光ファイバ
伝送路も敷設されている。したがって、スパン長が 50 kmよりも長い場合についても検討する必要がある。
提案手法では ISTを用いており、正規化振幅 uの発展が NLSEで記述されなければならない。したがっ
て、ガイディングセンター条件（式 (2.18)）を満たす必要がある。スパン長 50 kmに対しては、基準時間
t0 = 100 psをシミュレーションで使用した。式 (2.18)および式 (2.19)を考慮すると、スパン長 zaを 100 km

に増加させた場合、t0 は 150 psに増加させる必要がある。この条件下で、スパン長 za = 100 km、t0 = 150

psの数値シミュレーションを行った。このとき、他のパラメータは表 3.2の標準条件に設定した。本条件
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において、共分散に基づく推定法を用いた際の推定精度は 61.34 kmまで劣化した。これは、t0 が大きくな
るに伴い、距離スケール l0 も増加し、推定時の空間分解能が低下するためである。
空間分解能を改善する 1つの方法として δℜを増加させることが考えられるが、これは分散および共分散
のピークが不明瞭になるといった問題がある。これを回避するために、スパン長 100 kmに対しては、標準
条件よりも離散固有値の実部間隔および虚部が大きい固有値（δℜ = 1.5、ζℑ = 0.7）を使用した。これに
よって、分散および共分散の曲線のピークが明瞭になる。この条件下では、推定誤差 3.13 kmとなり、異
常な光増幅器を識別可能な結果が得られた。以上の結果より、伝送路に応じて適切にパラメータを設定する
ことで、提案手法はスパン長が 100 kmの光ファイバ伝送路に対しても適用可能なことが示された。

情報伝送とモニタリング信号の同時伝送

次に、モニタリング信号と情報信号の同時伝送について議論する。PPEでは、情報信号を用いて異常箇
所の推定が可能である。一方、OTDRでは、異常箇所の推定のために波長チャネルを占有し、他の波長チャ
ネルで情報を伝送する構成となる。本章では、ISTに基づく異常箇所推定の提案およびその原理確認につい
てのみ議論しており、情報信号との同時伝送については検討していない。
提案手法によって異常箇所推定を行うためには、チャネルを 1つ占有するか、情報伝送を一時的に中断
する必要がある。異常箇所推定と情報伝送を同時に実現する方法として、散乱係数 b変調信号を用いる方
法が考えられる。本方法については次章にて議論する。また、全スペクトル変調 [19, 20, 21]を用いること
で、単一チャネルでモニタリング信号と情報信号を同時に伝送できると考えられる。この方法では、連続ス
ペクトルを情報信号に、離散スペクトルをモニタリング信号に用いる。ISTによると、連続スペクトルと離
散スペクトルは独立であるため、モニタリング信号と情報信号の伝送に伴う相互作用は生じない。

計算量

ここでは、提案手法の計算量について議論する。受信端における復調処理のサンプリング点数をMd と
したとき、離散固有値の検出に用いられる Fourier collocation法の計算量は O(M3

d )である。3.5.4項で述
べたように、安定した推定には各 zoffsetに対して 1000パルス程度が必要である。これらの条件下では、現
在の汎用デバイスではリアルタイム処理が困難である。そのため、現行技術においては、実際のシステム
で提案手法による異常検出を 1日数回、あるいは 1時間に 1回程度実行するのが現実的である。この計算
量の課題に対応するため、近年、ZSSP（式 (2.20)）を高速に解くアルゴリズムが提案されている [71, 72]。
これらの手法では、それぞれ計算量を O(M2

d )および O(Md)にまで低減することが可能であり、異常箇所
の早期発見に寄与する可能性がある。

検出可能な異常モードと拡張性

3.3節で述べたように、本手法は通常よりも大きな雑音が付加された位置を推定する手法である。EDFA

の異常として、経年劣化によりNFが劣化する事例や温度変化によってNFが変化する事例が報告されてい
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る [39, 40, 46, 47]。提案手法を用いて常時モニタリングを行うことで、これらの NF劣化を早期に検出で
きる。また、EDFAの直前の光コンポーネントや光コネクタで大きな損失が生じた場合、EDFAへの入射
電力が小さくなり、EDFA出力で OSNRが劣化した状態（信号電力に対して通常より大きな雑音電力が付
加された状態）となる。提案手法を用いれば、このような異常も検出可能である。また、ファイバの曲げ
等により EDFAの前段のスパンのどこかで大きな損失が生じた場合、その後の EDFAで OSNRが劣化す
る状況となるため、この異常も提案手法で検出可能である。しかし、本事例において、異常損失が EDFA

の直前または手前のスパン中に存在することは特定できるが、詳細な異常箇所の特定はできない。提案手
法では距離オフセットに対する固有値の分散、共分散を観測するが、これは長手方向の相対的な OSNR劣
化を観測しているともいえる。事前に正常な状態の伝送路の固有値の分散、共分散特性を参照しておけば、
提案手法は長手方向の OSNRや EDFAの NFの推定に拡張可能と考えられる。
従来の QAM等の伝送方式においてコヒーレント受信機とディジタル信号処理を用いた手法では、様々
な異常検出や光伝送路状態推定の応用が提案されている。光ファイバ伝送路の PPEだけでなく、光増幅器
の利得スペクトルや光フィルタの中心ずれのモニタリング、PDLの位置推定、分散が異なるファイバの特
定等の応用例が報告されている。ISTに基づく手法において、擾乱により散乱パラメータが理論的な発展か
ら乖離する現象をうまく用いれば、これらの異常検出・状態推定に応用可能と考えられるが、その具体的な
手法の確立は今後の課題である。
本提案手法の運用方法として、コヒーレント受信機とディジタル信号処理を用いた他の異常推定手法と
同様の運用例が考えられる。ここでは、次章で述べる情報伝送と異常箇所推定の両立が実現することを想
定した運用例を述べる。伝送路状態（EDFAの状態）を常時モニタリングしておき、正常な状態との差異
がある閾値を超えたら異常が生じたと判断する。そして、ハードウェア状態を確認することで異常箇所の詳
細な故障モードを特定し、伝送速度に影響を及ぼす前に処置を行う。

3.6 結言
本研究では、光ファイバ伝送路において異常な雑音が付加された位置を識別する逆散乱変換に基づく手法
を新たに提案し、提案手法の実現可能性と性能を数値シミュレーションにより調査した結果を述べた。数値
シミュレーションでは、まず、標準条件下で異常箇所を 10 km程度の精度で推定可能なことを示した。そ
の後、適切な離散固有値の実部間隔 δℜを選択することで推定精度が向上することを示した。また、雑音指
数、パルス数、異常箇所、入射電力の依存性を調査した結果を示した。これらの結果から、離散固有値の実
部を利用した推定が虚部を利用した推定より高精度に異常箇所の推定が可能なことがわかった。特に、共
分散に基づく手法が推定精度の安定性の観点から適していることがわかった。さらに、雑音指数の劣化が 5

dB程度であっても、提案手法は異常な光増幅器の位置に関係なくキロメートルオーダーの推定精度を達成
し、異常な光増幅器を識別可能なことを示した。
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第4章 散乱係数b変調信号を用いた異常箇所推定

4.1 緒言
前章では、ISTを適用する際に現れる離散固有値の分散や共分散を用いて、異常な光増幅器の位置をキロ
メートルオーダーで推定可能なことを示した。しかし、前章で述べた手法では、異常箇所推定のために情報
信号ではなく特殊な信号を送信する必要があるため、通信を一度遮断しなければならなかった。すなわち、
OTDR等の専用機器を必要とはしないものの、常時光ファイバ伝送路をモニタリングしているわけではな
く、伝送路モニタリングのために定期的に通信を遮断する運用となる。そのため、通信を中断することな
く、情報信号を用いて異常箇所を推定することが課題として残っていた。そこで、本章では、散乱係数 b変
調信号を用いた ISTに基づく異常推定という概念を提案し、情報信号を用いた異常箇所推定の実現可能性
を示す。
4.2節では、まず散乱係数 b変調信号への雑音の影響について述べ、摂動逆散乱変換 (perturbed inverse

scattering transform: P-IST)に基づく解析を行った結果を示し、散乱係数 b変調を施したときの離散固有
値の分散の特性について議論する。4.3節では、異常箇所推定と情報伝送を同時に実現可能な散乱係数 b変
調の変調方式について説明する。4.4節、4.5節では、それぞれ、制限つき散乱係数 b変調信号、通常の散
乱係数 b変調信号による異常箇所推定の伝送シミュレーションを行った結果を示す。シミュレーション結果
より、提案手法において、受信側で散乱係数 b変調の明瞭なコンステレーションダイアグラムが得られるこ
と、および、変調信号を用いてキロメートルオーダーの精度で異常箇所を推定できることを示す。

4.2 散乱係数 b変調信号による異常箇所推定
4.2.1 散乱係数 b変調信号に対する雑音の影響

本章においても、異常箇所推定には第 3章と同様に 2-ソリトン解を用いる。また、同時に情報伝送を行うた
めに、2-ソリトン解の 2つの散乱係数 bを変調することを考える。2-ソリトン解 (N = 2)において ζℜ1 ̸= ζℜ2

のとき、2つの 1-ソリトン成分が衝突する描像となる。以下では、2つの離散固有値が ζ1 = −δℜ/2 + iζℑ、
ζ2 = δℜ/2 + iζℑ のように複素固有値平面上で虚軸に対して対称に配置された場合に注目する。ただし、
δℜ ≡ |ζℜ1 − ζℜ2|は実部間隔である。また、距離オフセット Zoffsetを用いて、送信端（Z = 0）における散
乱係数 bを

bk(Z = 0;Zoffset) = bk0e
2iζ2

kZoffset (k = 1, 2) (4.1)
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のように表す。ここで、bk0 は離散固有値 ζk に対する散乱係数 bの基準値である。以上の散乱パラメータ
に対して散乱の逆問題を施すことで、送信パルスを得る。第 3章で述べたように、b10 = b20 のとき、2つ
の 1-ソリトン成分は Z = −Zoffset で衝突する。この衝突は T = 0で生じ、その際、2つの 1-ソリトン成分
は常に同相である。本章では、散乱係数 bの基準値 bk0 を変調する。なお、変調方式として、PSKを採用
する。したがって、|b10| = |b20|を満たす。このとき、2つの 1-ソリトン成分の衝突地点は全ての変調信号
に対して等しいが、衝突時の位相差は式 (2.53)より以下のようになる：

∆θ = arg

[
b20
b10

]
(4.2)

このように、2つの 1-ソリトン成分の位相差 ∆θは散乱係数 bの基準値の組み合わせで変化する。∆θ = 0

の場合、2つの 1-ソリトン成分は同相で衝突する。その際、パルスは最も急峻となり、周波数スペクトル幅
が最も広くなる。したがって、散乱係数 b変調信号を用いて異常箇所推定を行う場合、散乱係数 bの基準値
の組み合わせで離散固有値の分散や共分散の挙動が変化すると考えられる。

4.2.2 摂動逆散乱変換に基づく解析

光ファイバ伝送路に擾乱が存在する場合、正規化振幅 uの振る舞いは以下の方程式で記述される：

i
∂u

∂Z
+

1

2

∂2u

∂T 2
+ |u|2u = iϵR̂[u] (4.3)

ここで、ϵは微小パラメータ、R̂は uに作用する演算子で擾乱の影響を表す。この場合、uの初期値として
NLSE（式 (2.17)）のソリトン解を与えても、離散スペクトルの発展が式 (2.28)から逸脱する。このときの
離散スペクトルの変動は、P-ISTによって評価できる [73]。以下では、光増幅器において付加される ASE

雑音が 2-ソリトン解の離散固有値に及ぼす影響について述べる。
光パルスのスペクトルは、2-ソリトン解の 2つの離散固有値がどちらも等しい場合であっても、散乱係数 b

の初期値や距離オフセットZoffsetによって異なる。したがって、雑音による離散固有値の変動の仕方も異なる
と考えられる。異常箇所推定に用いる ζ1 = −δℜ/2+ iζℑ、ζ2 = δℜ/2+ iζℑなる固有値配置の 2-ソリトン解に
おいて、散乱係数 b1の基準値を b10 = 1.0iに固定し、散乱係数 b2の基準値を b20 = {1.0, 1.0i,−1.0,−1.0i}

の 4通りに変化させる場合を考える。各組み合わせに対して、距離オフセット zoffsetを変化させたときの雑
音による離散固有値の分散を P-ISTによって評価した。図 4.1に各組み合わせに対する離散固有値の分散
を示す。このとき、実部間隔は δℜ = 1.0、虚部は ζℑ = 0.5とし、距離オフセットを zoffset = −1000 ∼ 1000

kmの範囲で変化させて生成した 2-ソリトン解に対して NFが 5 dBの ASE雑音を付加し、B-to-B構成で
離散固有値を検出した。なお、正規化の基準時間を t0 = 100 ps、電力スケールを P0 = 1.97 mWとした。
図 4.1(b)に 2つの 1-ソリトン成分が同相の場合の結果を示す。zoffset = 0 km、すなわち 2つの 1-ソリト
ン成分が重畳するタイミングで雑音が付加されたときに離散固有値の分散が最大となることがわかる。こ
れは、zoffset = 0 kmのとき、2つの 1-ソリトン成分が z = 0 kmで衝突し、周波数スペクトル幅が最大とな
るためである。図 4.1(d)に 2つの 1-ソリトン成分が逆相の場合の結果を示す。この場合、分散は zoffset = 0

km周辺でなだらかなピークとなる。図 4.1(a)、(c)はそれぞれ 2つの 1-ソリトン成分の位相差が π/2、−π/2
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図 4.1: 散乱係数 bの各組合せにおける離散固有値の分散の距離オフセット依存性（b10 = 1.0iは固定）

の場合の結果を表している。このとき、zoffset ̸= 0 kmでピークが現れ、ピーク値が同相の場合よりも小さ
くなる。以上より、散乱係数 b変調信号を用いて異常箇所推定を行うには、2つの 1-ソリトン成分が同相で
衝突する 2-ソリトン解のみを送信する、あるいは、さまざまな位相差の 2-ソリトン解を送信し、受信端で
同相で衝突する 2-ソリトン解のみを抽出して異常箇所を推定する必要があると予想される。これらはそれ
ぞれ次節で述べる制限つき散乱係数 b変調と通常の散乱係数 b変調に対応する。

4.3 散乱係数 b変調信号による異常箇所推定
4.3.1 異常箇所推定に用いる散乱係数 b変調

2.4.2項で述べたように、散乱係数 bの振幅および位相を変調する方式を散乱係数 b変調という。本章で
は、2-ソリトン解の散乱係数 b変調信号を用いて異常箇所推定を行う。そこで、図 4.2に示す、制限つき散
乱係数 b変調と通常の散乱係数 b変調の 2種類の変調方法に着目する。ただし、第 3章と同様に虚軸対称
の固有値配置 ζ1,2 = ∓δℜ/2 + iζℑ を用いる。異常箇所推定では、散乱係数 bの基準値 b0 に対して式 (4.1)
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制限つき散乱係数  変調

通常の散乱係数  変調

…

4通り

16通り

図 4.2: 2種類の散乱係数 b変調

の距離オフセットを施したものが初期値 bk(0)となるため、基準値 bk0 (k = 1, 2)を変調する。通常の散乱
係数 b変調では、2つの散乱係数 bの基準値 b10、b20は独立に変調され、その後、距離オフセットが施され
る。したがって、2つの 1-ソリトン成分は同相で衝突するとは限らない。それに対して、制限つき散乱係数
b変調では、2つの基準値 b10、b20が b10 = b20なる制約のもとで変調され、それぞれに対して距離オフセッ
トが施される。したがって、制限つき散乱係数 b変調では、2つの 1-ソリトン成分は常に同相で衝突する。

4.3.2 散乱係数 b変調信号による異常箇所推定の原理

第 3章で示した ISTに基づく異常箇所推定の概念図を図 4.3に再掲する。送信端における離散スペクト
ル（式 (2.32)）は以下のようになる：

Sd(0; ζk) =
{
ζk, bk0e

2iζ2
kZoffset

}2

k=1
(4.4)

ただし、ζ1 = −δℜ/2+ iζℑ、ζ2 = δℜ/2+ iζℑであり、散乱係数 bの基準値は bk0 = {1.0, 1.0i, −1.0, −1.0i}

である。擾乱がない場合、理論式 (2.28)に従って距離発展した離散スペクトルが受信端で得られる。一方、
擾乱がある場合、その影響で散乱パラメータの発展は式 (2.28)から外れ、理論値からの変動が生じる（図
4.3 (i)）。特に、図 4.3 (ii)に示すように、2つの 1-ソリトン成分が重畳するタイミングと同時に雑音が付
加されると、離散固有値の分散が最大となる。異常箇所が未知の場合、複数の距離オフセット zoffset のパ
ルスを送受信し、離散固有値の分散が最大あるいは共分散が最小となる距離オフセット zoffset を見つけ、
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図 4.3: ISTに基づく異常箇所推定
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図 4.4: シミュレーションモデル

zest = −zoffset を異常箇所とする。
次に、ISTを用いた情報伝送と異常箇所推定を同時に実現する方法として、離散スペクトルに対する散乱
係数 b変調を用いた異常箇所推定方法について述べる。この変調方式では、離散固有値 ζk に対する散乱係
数 bの振幅や位相を変調することで情報を伝送する。まず、制限つき散乱係数 b変調について述べる。この
変調方式では、送信端における 2つの散乱係数 bの基準値が等しいという制約条件（b10 = b20）を課す。こ
れは伝送速度の低下につながるため、単に情報伝送を行う際に用いる利点はない。しかし、常に 2つの 1-

ソリトン成分が同相で衝突することから、第 3章で述べた手法と全く同じ原理で異常箇所推定ができ、か
つ、情報伝送が可能となる。一方、通常の散乱係数 b変調では、2つの散乱係数 bの基準値を独立に変調で
きる。この変調方式では、2つの 1-ソリトン成分が常に同相とはならないため、前述したように、散乱係数
bの組み合わせによって離散固有値の分散や共分散の挙動は変わるが、2つの散乱係数 bが同相の場合を抽
出することで、第 3章で述べた原理によって異常箇所が推定できる。本章では、制限つき、および、通常
の散乱係数 b変調の 2つの情報伝送方式を用いたときの異常箇所の推定精度を調査した結果を述べる。

4.3.3 シミュレーションモデル

図 4.4、表 4.1にシミュレーションモデルおよびパラメータ（標準条件）をそれぞれ示す。まず、ある距
離オフセット Zoffset = zoffset/l0 における手順について述べる。送信端において、2つの離散固有値 ζ1, ζ2
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を定め、散乱係数 bの基準値を b10, b20 = {1.0, 1.0i,−1.0,−1.0i}のようにQPSKに変調し、それを式 (3.3)

に従って距離オフセット Zoffsetを施した散乱係数 b1(0), b2(0)を求めた。なお、制限つき散乱係数 b変調で
は常に b10 = b20が満たされている。この離散固有値と散乱係数 bからなる離散スペクトル（式 (4.4)）を入
力パラメータとした。Darboux変換によって離散スペクトルから 2-ソリトン解を生成し [64]、t0、l0、P0

を用いて正規化した。この操作を Npulse = 1000回行い、得られた 2-ソリトン解を縦列接続して、1つの
パルス列とし、光ファイバ伝送路に送出した。伝送路として総距離 400 kmの SSMFを想定し、スパン長
za = 50 kmおきに NFが 5 dBの EDFAを挿入した。また、znoise = 200 km地点にある異常な光増幅器で
は、NFadd = 15 dBの追加の異常雑音を付加した。なお、パルスの伝搬解析には SSFMを用いた [70]。受
信端では、コヒーレント検波ののち、t0、l0、P0を用いて正規化し、パルス列を 1000個のパルスに分割し
た。各パルスに対して、Fourier collocation法 [65]を用いて ZSSP（式 (2.20)）を数値的に解くことで、パ
ルス毎の離散スペクトルを検出した。ここで、受信端で散乱係数 bk(L)から基準値 bk0を抽出するには、相
殺演算

bk0 = bk(L)e
−2iζ2

k(L+Zoffset) (4.5)

が必要である。この演算は、ファイバ伝送と距離オフセットによる振幅変化および位相回転を相殺する。こ
れにより、散乱係数 bの基準値 bk0 を検出できる。一方、離散固有値に関しては、異常箇所推定のために、
実部や虚部の分散や共分散を求めておく。以上の操作を zoffset = −1000 ∼ 1000 kmに対して行い、各 zoffset

でパルス列の生成、伝搬解析、復調を行った。このとき、離散固有値の分散および共分散の距離オフセット
依存性が得られる。第 3章に記載の方法と同様に、離散固有値の実部の分散/共分散の最大/最小となる距
離オフセットを求めることで、異常箇所推定を行った。また、上記の条件を標準条件として、標準条件から
異常雑音の NF、異常箇所、離散固有値の虚部をそれぞれ変更し、それらのパラメータ依存性を調査した。
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表 4.1: シミュレーションに用いたパラメータ（標準条件）

パラメータ 記号 値 単位
スパン長 za 50 km

スパン数 - 8 -

光ファイバ伝送路長 l 400 km

ファイバの損失係数 αdB 0.20 dB/km

ファイバの分散パラメータ D 17.0 ps/nm/km

ファイバの分散スロープ S 0.06 ps/nm2/km

ファイバの非線形係数 γ 1.1 W−1/km

EDFAの雑音指数 NF 5 dB

追加の異常雑音指数 NFadd 15 dB

異常箇所 znoise 200 km

基準時間 t0 100 ps

電力スケール P0 1.97 mW

離散固有値の実部間隔 δℜ 1.0 -

離散固有値の虚部 ζℑ 0.5 -

散乱係数 bの基準値 b0 {±1.0,±1.0i} -

追加領域 1 δl1 600 km

追加領域 2 δl2 1000 km

各距離オフセットに対するパルス数 Npulse 1000 -

距離オフセットの間隔 δzoffset 10 km

距離オフセットの数 Noffset 201 -

フィッティング範囲のパラメータ zfit 400 km

（正規化）時間ウィンドウサイズ Tw 25 -

サンプリング点数（パルス生成時） M 211 -

ダウンサンプリング点数（固有値検出時） Md 27 -
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図 4.5: 標準条件下における離散固有値の (a)分散、(b)共分散

4.4 制限つき散乱係数 b変調信号による異常箇所推定
本節では、制限つき散乱係数 b変調信号を用いた異常箇所推定の原理確認および異常雑音レベル、異常箇
所、離散固有値の虚部に対する依存性の調査結果について述べる。

4.4.1 原理確認

図 4.5に各離散固有値の分散および共分散の距離オフセット依存性を示す。図中の曲線は 12次の多項式
によるフィッティング曲線を示している。なお、前章ではフィッティング関数として 8次関数を用いていた
が、本章では、通常の散乱係数 b変調信号を用いた際に様々なピーク形状が現れると予想されるため、12

次の多項式をフィッティング関数に用いた。第 3章の結果と同様に、制限つき散乱係数 b変調信号を用いた
場合においても、異常箇所に対応する zoffset = −200 kmにおいて、分散、共分散ともに大きなピークが観
測された。表 4.2に標準条件における推定誤差をまとめる。表 4.2より、離散固有値の実部の分散 var[ζℜ1]、
var[ζℜ2]、共分散 cov[ζℑ1, ζℑ2]を監視したとき、キロメートルオーダーの推定精度が達成された。
図 4.6に、受信端における散乱係数 bのコンステレーションダイアグラムを示す。図 4.6より、制限つき
散乱係数 b変調における QPSK信号を明瞭に区別できていることがわかる。以上の結果より、制限つき散
乱係数 b変調信号を用いた情報伝送系においても、インサービスでの異常箇所推定が可能なことが原理的に
示された。
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表 4.2: 標準条件での推定誤差

パラメータ ピーク位置 [km] 推定誤差 [km]

実部
var[ζℜ1] −196.08 3.92

var[ζℜ2] −194.99 5.01

cov[ζℜ1, ζℜ2] −200.79 0.791

虚部
var[ζℑ1] −182.85 17.15

var[ζℑ2] −154.73 45.27

cov[ζℑ1, ζℑ2] −212.42 12.42+15dB 
B-conste

図 4.6: 制限つき散乱係数 b変調信号のコンステレーションダイアグラム

4.4.2 異常雑音レベル依存性

次に、より小さな異常NFに対する推定精度を調査した結果について述べる。異常な光増幅器における追
加の NFをNFadd = 5～15 dBの範囲で変化させながら、離散固有値の分散および共分散を観測した。
図 4.7に異常な EDFAの NFを変えた場合の離散固有値の実部の分散および共分散を示す。図 4.7から、
分散、共分散ともに、NFが小さくなるほど距離オフセットに対する変化が小さくなり、ピークが不明瞭に
なることがわかる。これは、3.5.3項で述べた結果と同じである。表 4.3に追加のNFを変えた際の推定誤差
を示す。表 4.3より、NFの劣化が 10 dB程度以上であれば、散乱係数 b変調信号の離散固有値を監視する
ことで、キロメートルオーダーの異常箇所推定が可能であることがわかる。NFの劣化がより小さい場合、
その位置を高精度で推定するためには、パルス数Npulseや実部間隔 δℜなどのパラメータを調整する必要が
ある。
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図 4.7: 追加の異常雑音指数NFadd を変化させたときの離散固有値の分散および共分散

表 4.3: 追加の異常雑音指数NFadd を変化させたときの推定誤差

パラメータ +5 dB +10 dB +15 dB

推定誤差 [km]

var[ζℜ1] 17.41 3.09 3.92

var[ζℜ2] 8.56 1.14 5.02

cov[ζℜ1, ζℜ2] 17.71 6.31 0.791

4.4.3 異常箇所の依存性

これまでは異常箇所を znoise = 200 kmに固定して議論してきたが、本節では、提案手法が任意の異常箇
所の推定に適用可能であるかを議論する。離散固有値の実部間隔を δℜ = 1.0 、異常な EDFAにおける追加
の NFをNFadd = 15 dB、異常箇所を znoise = 100, 200, 300 kmとしてシミュレーションを行った。
図 4.8に異常箇所を変えたときの離散固有値の実部の分散および共分散を示す。3.5.5項と同様に、分散・
共分散ともに、異常箇所の変化に伴い、ピークの位置が変化した。また、異常箇所を変化させたときの推定
誤差を表 4.4にまとめる。表 4.4から、異常箇所が変わっても、推定誤差は 25 km未満となり、離散固有値
の分散および共分散を用いた異常箇所推定によって、異常な光増幅器の位置を特定できることが示された。
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図 4.8: 異常箇所 znoise を変化させたときの離散固有値の分散および共分散
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表 4.4: 異常箇所 znoise を変化させたときの推定誤差

パラメータ 100 km 200 km 300 km

推定誤差 [km]

var[ζℜ1] 9.84 3.92 10.82

var[ζℜ2] 13.60 5.01 10.76

cov[ζℜ1, ζℜ2] 16.32 0.79 18.21

4.4.4 離散固有値の虚部の依存性

第 3章では、推定精度の改善方法として、離散固有値の実部間隔 δℜを増加させることを提案した。実部
間隔 δℜを大きくすることで、周波数領域では同じ伝搬距離におけるスペクトルの変化が大きくなることか
ら、異常箇所推定の空間分解能が向上することが期待された。しかし、実部間隔の増大に伴い、分散および
共分散のピーク値が小さくなることから、ある実部間隔 δℜ を境に、推定精度が悪化する結果となった。
1-ソリトン解において、離散固有値の虚部がその周波数スペクトル幅に関係していることを考慮すると、
同じ実部間隔 δℜであっても、離散固有値の虚部の値が大きいほど周波数スペクトル幅が広くなり、雑音の
影響を受けやすくなると考えられる。したがって、離散固有値の虚部の増加とともに、分散および共分散の
ピーク値が大きくなると考えられる。本節では、離散固有値の虚部を変化させた場合の推定精度について
議論する。
4.4.2項で示したように、ζℑ = 0.5の固有値を用いた場合、NFadd = 5 dBまでの異常を推定することは可能
であるが、キロメートルオーダーの推定が実現できなかった。そこで、離散固有値の虚部を ζℑ = 0.5, 0.6, 0.7

と変化させ、200 km地点で追加の異常雑音NFadd = 5 dBが付加される場合について数値シミュレーショ
ンを行い、推定精度改善の可否を評価した。図 4.9に離散固有値の虚部を ζℑ = 0.5, 0.6, 0.7と変化させた
ときの離散固有値の分散・共分散および推定誤差を示す。図 4.9より、離散固有値の虚部の増大に伴い、分
散、共分散のピークが大きくなっていることがわかる。なお、zoffset = −400 km付近において分散および
共分散に小さなピークが現れた。これは、受信機でダウンサンプリングを行った際に、周波数スペクトル幅
に対して、固有値検出のサンプリングレートが不足したことが原因と考えられる。また、離散固有値の虚部
を変化させたときの推定誤差を表 4.5に示す。表 4.5より、離散固有値の虚部が ζℑ = 0.7の場合、分散およ
び共分散のいずれを用いてもキロメートルオーダーの異常箇所推定が可能であることがわかる。以上より、
離散固有値の虚部を増大させることが推定精度の向上に有効であるといえる。

表 4.5: 離散固有値の虚部 ζℑ を変化させたときの推定誤差

パラメータ ζℑ = 0.5 ζℑ = 0.6 ζℑ = 0.7

推定誤差 [km]

var[ζℜ1] 17.41 10.15 3.36

var[ζℜ2] 8.56 0.402 4.45

cov[ζℜ1, ζℜ2] 17.71 7.01 0.0561
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図 4.9: 離散固有値の虚部 ζℑ を変化させたときの離散固有値の分散および共分散

4.5 通常の散乱係数 b変調信号による異常箇所推定
本節では、通常の散乱係数 b変調信号を用いた異常箇所推定の結果について述べる。4.3.1項で述べたよ
うに、通常の散乱係数 b変調では、2つの散乱係数 bの基準値 b10、b20の間に制約がないため、2つの 1-ソ
リトン成分が同相で衝突するとは限らない。
通常の散乱係数 b変調信号を用いた異常箇所推定の原理確認として、各散乱係数 bを QPSKで独立に変
調した。その結果、4種類の位相差の組み合わせが生じる。その他のパラメータは標準条件（表 4.1）と同
じとした。図 4.10に、各位相差における離散固有値の実部の分散および共分散の距離オフセット依存性を
示す。図 4.10より、位相差によって、ピークが現れる位置が異なることがわかる。これは、4.2.2項で述べ
た P-ISTに基づく解析の結果と一致する。表 4.6に各位相差における離散固有値の分散および共分散によ
るピーク位置と推定誤差を示す。表 4.6より、位相差が 0のときにピークが zoffset = 200 km付近に現れて
おり、分散および共分散によってキロメートルオーダーの推定が可能であることがわかる。制限つき散乱係
数 b変調信号の場合よりも精度が悪化する場合があるが、これは、各距離オフセットに対するパルス数が
Npulse = 1000という条件を課しているため、制限つきの場合と比べて同相のパルス数が 1/4になり、精度
が悪化したと考えられる。したがって、制限つき散乱係数 b変調と同等の推定精度を得るためには、推定に
用いるパルス数を 4倍にする必要がある。他の位相差の場合、P-ISTの結果から予想されたように、異常箇
所に対応する zoffset = −200 km以外の地点でピークが現れており、異常箇所推定を行うことはできない。
図 4.11に、受信端における散乱係数 bのコンステレーションダイアグラムを示す。図 4.11より、通常の
散乱係数 b変調における QPSK信号を明瞭に区別できていることがわかる。以上の結果より、通常の散乱
係数 b変調信号を用いた情報伝送系においても、インサービスでの異常箇所推定が可能なことが原理的に示
された。

4.6 結言
本章では、ISTに基づく光通信システムにおいて、散乱係数 b変調信号を用いた異常箇所推定技術を提案
し、その実現可能性と性能を数値シミュレーションにより調査した結果を述べた。数値シミュレーションで
は、制限つき散乱係数 b変調と通常の散乱係数 b変調の 2種類の変調方式において、標準条件下で異常箇所
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図 4.10: 通常の散乱係数 b変調信号を用いた場合の各位相差に対する離散固有値の分散および共分散

表 4.6: 通常の散乱係数 b変調を用いたときの推定誤差

パラメータ 位相差 [rad] ピーク位置 [km] 推定誤差 [km]

var[ζℜ1]

0 −194.02 5.98

π/2 −96.38 103.62

π −325.98 125.98

−π/2 −90.56 109.44

var[ζℜ2]

0 −203.45 3.45

π/2 −321.71 121.71

π −86.19 113.81

−π/2 −250.95 50.95

cov[ζℑ1, ζℑ2]

0 −201.56 1.56

π/2 −207.55 7.55

π −151.16 48.84

−π/2 −36.13, −378.72 163.87, 178.72

をキロメートルオーダーの精度で推定可能なことを示した。また、異常箇所の依存性の調査より、提案手法
は異常箇所が変わっても有効であることを示した。さらに、制限つき散乱係数 b変調において、推定誤差の
離散固有値の虚部に対する依存性を調査し、離散固有値の虚部を増大させることで推定精度の向上が期待
できることを示した。以上の結果から、散乱係数 b変調信号の離散固有値の実部の分散および共分散を利用
することで、より小さな異常雑音に対して、その異常箇所の推定が可能であることを示した。
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図 4.11: 通常の散乱係数 b変調信号のコンステレーションダイアグラム
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第5章 光ファイバの分散揺らぎが逆散乱変換に基
づく伝送方式に及ぼす影響

5.1 緒言
現在の光ファイバ通信システムでは SSMFが多く利用されているが、ISTに基づく伝送方式では、伝送
速度向上のために NZ-DSFの利用が有効であることが知られている。しかし、SSMFに比べて NZ-DSFは
製造工程で生じる分散パラメータの揺らぎが大きく、離散固有値や散乱係数 bに影響を及ぼす可能性があ
る。本章では、光ファイバ伝送路の分散パラメータの揺らぎが離散固有値や散乱係数 bの伝送に与える影響
を調査する。
まず、5.2節では、ISTに基づく伝送方式における NZ-DSFの有効性について述べる。5.3節では、分散
パラメータの揺らぎを有する光ファイバ伝送路での 1-ソリトン解の離散固有値の振る舞いを理論的に解析
する。5.4節では、双方向 OTDRによる NZ-DSFの分散分布の測定結果を示し、分散分布のモデル化を行
う。5.5節では、モデル化に基づく数値シミュレーションを行い、分散パラメータの揺らぎが 1-、2-、4-ソ
リトン解の離散固有値に与える影響を評価する。5.6節では、分散揺らぎが 1-ソリトン解の散乱係数 bに与
える影響について議論する。

5.2 IST に基づく伝送方式におけるNZ-DSFの利用
第 2章で述べたように、実パラメータにおいてガイディングセンター条件は以下で与えられる：

t0 ≫ λ0

√
|D|za
2πc

(5.1)

ここで、λ0 は搬送波の波長、D はファイバ伝送路の分散パラメータ、za はスパン長、cは真空中の光速、
t0 は正規化における基準時間である。例えば、ファイバ種を SSMF（D = 17 ps/nm/km）、スパン長を
za = 50 km、搬送波の波長を λ0 = 1.55 µm とした場合、基準時間は t0 ≫ 33 psを満たさなければならな
い。固有値変調や散乱係数 b変調において、正規化ウィンドウサイズをW と設定した場合、シンボル周期
は t0W、シンボルレートは 1/(t0W )となる。シンボルレートを向上させることで伝送レートを上げられる
が、シンボルレートはガイディングセンター条件により制限される。上記の例において、分散値が小さい
NZ-DSF（D = 4.4 ps/nm/km）を用いることで、基準時間の条件は t0 ≫ 16 psまで緩和され、伝送レー
トを向上できる。また、実部の値を持つ離散固有値を用いた場合、伝送に伴いシンボル拡がりが生じるが、
分散値が零に近い NZ-DSFを用いることでシンボル拡がりが軽減されるため、SSMFに比べて正規化ウィ
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ンドウサイズを小さくできる。以上の理由から、ISTに基づく伝送方式には NZ-DSFの利用が有効である
といえる。
一般的な光ファイバ伝送モデルでは、光ファイバの分散パラメータが長手方向に一定であることを想定し
ているが、実際には光ファイバの製造工程で生じるコア半径や屈折率のランダムな変化により、分散パラ
メータはある平均値の周りで揺らぐ [74]。特に、NZ-DSF等の分散制御ファイバでは、線引き工程におけ
るコア径の制御が SSMFに比べて困難なことから、分散パラメータの揺らぎが大きくなると考えられてい
る [74]。分散揺らぎを有する光ファイバ伝送路を伝搬する 1-ソリトン解のソリトンパラメータの振る舞い
や、2つの 1-ソリトン解からなるパルス列のソリトンパラメータの振る舞いについては既に報告されてい
る [75, 76]。一方で、固有値変調方式で用いられる複数の離散固有値に対応する N -ソリトン解や散乱係数
bへの分散揺らぎの影響の評価は行われていない。また、先行研究ではファイバの分散揺らぎの度数分布が
Gauss分布に従うと仮定しているが、実測に基づく正当性は議論されていない。
本章では、双方向OTDRを用いて実際のNZ-DSFの分散分布を測定し、その結果に基づいて分散分布の
モデル化を行う。さらに、そのモデルに基づく数値シミュレーションにより、光ファイバの分散揺らぎが離
散固有値や散乱係数 bに及ぼす影響について議論する。

5.3 分散揺らぎを考慮した理論解析
本節では、分散パラメータの揺らぎが離散固有値に及ぼす影響の理論的な解析について述べる。なお、本
論文では、分散パラメータの揺らぎの影響を調査することが目的であるため、非線形係数の揺らぎやファイ
バ損失の影響は無視できると仮定する。

5.3.1 分散揺らぎを考慮した光波の発展方程式

光ファイバの分散パラメータが揺らぐ場合、無損失ファイバ中を伝搬する電場の複素包絡線振幅 E(t′, z)

の振る舞いは NLSEに摂動項が付加された形で記述される：

i
∂E

∂z
− β2

2

∂2E

∂t′2
+ γ|E|2E =

1

2
∆β2(z)

∂2E

∂t′2
(5.2)

ここで、∆β2 は群速度分散の揺らぎである。式 (2.11)を用いて式 (5.2)を正規化すると

i
∂q

∂Z
+

1

2

∂2q

∂T 2
+ |q|2q = −1

2
ß(Z)

∂2q

∂T 2
(5.3)

となる。ここで、ß(Z)は正規化した分散揺らぎであり、分散パラメータの平均値D0、揺らぎ∆D(z)を用
いて次のように表せる：

ß(Z) ≡ ∆β2(Z)

|β2|
= −∆D(Z)

|D0|
, D0 = − λ20

2πc
β2 (5.4)
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5.3.2 分散揺らぎによる離散固有値の変動の理論解析

以下では、光ファイバの分散パラメータの揺らぎが 1-ソリトン解の離散固有値に及ぼす影響を 2つの異
なる手法により理論的に解析する。本項では、[50]に倣って、離散固有値の表現として ζ = (κ + iη)/2を
用いる。

摂動逆散乱変換に基づく離散固有値の振る舞いの解析

まず、分散パラメータの揺らぎが |ß(Z)| ≪ 1を満たす場合に着目し、P-IST[50]に基づいて、1-ソリトン
解の離散固有値の変動を解析する。なお、本解析では、位置 Z における正規化振幅が以下を満たすことを
仮定する：

q(T,Z) = η(Z)sech
[
η(Z)

(
T − Tc(Z)

)]
e−iκ(Z)T+iθ(Z)

= η(Z)sech x eiy (5.5)

これは、正規化振幅 qの振幅とパルス幅の積が一定となる条件（断熱条件）を満たすことを仮定している。
ただし、x ≡ η(Z)

(
T − Tc(Z)

)、y ≡ −κ(Z)T + θ(Z)である。式 (5.3)の右辺を摂動項とみなし、P-ISTを
適用すると、1-ソリトン解の離散固有値の実部および虚部の空間発展は

dκ

dZ
= −

∫ ∞

−∞
ℜ
(
− ß(Z)

2

∂2q

∂T 2
e−iy

)
sechx tanhx dx

dη

dZ
=

∫ ∞

−∞
ℑ
(
− ß(Z)

2

∂2q

∂T 2
e−iy

)
sechx dx

(5.6)

で与えられる。式 (5.5)を仮定した場合、正規化振幅の時間に関する二階微分は

∂2q

∂T 2
= −η(Z)

[
2η(Z)2sech2x+ κ(Z)2 − η(Z)2 − 2iκ(Z)η(Z)tanhx

]
sechx eiy

となるため、|ß(Z)| ≪ 1を満たす分散揺らぎに対して、1-ソリトン解の離散固有値の実部および虚部の空
間発展は

d

dZ
κ(Z) = 0 ,

d

dZ
η(Z) = 0 (5.7)

となることがわかる [75, 76]。すなわち、任意の位置 Z における離散固有値は、その初期値 ζ(0) = (κ(0) +

iη(0))/2を用いて
κ(Z) = κ(0), η(Z) = η(0) (5.8)

と表せる。以上より、分散パラメータの平均値に対して揺らぎが十分に小さいとき、1-ソリトン解の離散固
有値は不変であることがわかる。
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保存量に基づく離散固有値の振る舞いの解析

上述の P-ISTに基づく解析は、1-ソリトン解に対する擾乱の影響を解析的に評価する上で非常に有用で
ある。以下では、保存則に基づいて式 (5.8)と同様の結果が得られることを示す。
まず、質量M(Z)と運動量 P (Z)を次のように定義する：

M(Z) ≡
∫ ∞

−∞
|q|2 dT , P (Z) ≡ i

2

∫ ∞

−∞

(
q
∂q∗

∂T
− ∂q

∂T
q∗
)
dT (5.9)

以下では、これらの量が保存量であるかどうか、すなわち dM

dZ
= 0および dP

dZ
= 0が成り立つことを確認

する。まず、質量の空間発展を計算すると、

dM(Z)

dZ
=

∫ ∞

−∞

(
∂q

∂Z
q∗ + q

∂q∗

∂Z

)
dT

=

∫ ∞

−∞

{(
i

2

∂2q

∂T 2
+ i|q|2q + i

2
ß(Z)

∂2q

∂T 2

)
q∗ +

(
− i

2

∂2q∗

∂T 2
− i|q|2q∗ − 1

2
iß(Z)

∂2q∗

∂T 2

)
q

}
dT

=
i

2

(
1 + ß(Z)

) ∫ ∞

−∞

(
∂2q

∂T 2
q∗ − ∂2q∗

∂T 2
q

)
dT

= 0 (5.10)

となる。ここで、2つ目の等号で式 (5.3)およびその複素共役を用いた。また、最後の等号では、部分積分
を実行し、境界条件 lim

|T |→∞
|q| = 0を用いた。式 (5.10)から、質量M(Z)は分散揺らぎの存在下においても

保存量であることがわかる。同様に運動量の空間発展についても計算すると、

dP (Z)

dZ
= i

∫ ∞

−∞

(
∂q

∂Z

∂q∗

∂T
− ∂q

∂T

∂q∗

∂Z

)
dT

= −1

2

(
1 + ß(Z)

) ∫ ∞

−∞

(
∂2q

∂T 2

∂q∗

∂T
+
∂q

∂T

∂2q∗

∂T 2

)
dT −

∫ ∞

−∞
|q|2

(
q
∂q∗

∂T
+ q∗

∂q

∂T

)
dT

= 0 (5.11)

を得る。最後の等号では、式 (5.10)の場合と同様に、部分積分を実行し、境界条件を利用した。したがっ
て、運動量 P (Z)もまた保存量であることがわかる。以上より、分散揺らぎの存在する場合でも、質量保存
則と運動量保存則が成り立つことがわかる。ここまでの議論では、正規化振幅 qが式 (5.3)に従うことと境
界条件のみを用いており、qの関数形に依らない一般的な事実である。また、P-ISTの場合のように、正規
化した分散揺らぎが |ß| ≪ 1を満たすという条件も課していない。
次に、分散揺らぎが |ß| ≪ 1を満たし、正規化振幅が式 (5.5)で与えられると仮定して、質量保存則およ
び運動量保存則を具体的に計算する。式 (5.5)を式 (5.9)に代入すると、1-ソリトン解の質量および運動量は

M(Z) = 2η(Z) , P (Z) = −2κ(Z)η(Z) (5.12)

となる。これを式 (5.10)と式 (5.11)に代入すると、

d

dZ
η(Z) = 0 ,

d

dZ

(
κ(Z)η(Z)

)
= 0 (5.13)
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を得る。連立方程式 (5.13)を解くことで、1-ソリトン解の離散固有値が不変であることがわかる。これは、
P-ISTの結果（式 (5.8)）と一致する。

1-ソリトン解に対する理論解析の結果のまとめ

上記の結果より、分散揺らぎが |ß(Z)| ≪ 1を満たし、式 (5.5)が成り立つ仮定のもとでは、1-ソリトン解
の離散固有値が不変であることを述べた。一方、分散揺らぎが |ß(Z)| ≪ 1を満たさない場合、離散固有値
が変動する可能性がある。
実際には、分散パラメータは空間的に連続的に揺らぐが、後述する分散揺らぎのモデル化においては、
伝送路を有限個の領域に分割し、それぞれの領域内では分散パラメータが一定であるとみなす。このとき、
NZ-DSFの分散パラメータの度数分布は平均D0、標準偏差 σD のGauss 分布に従うと仮定する。Gauss分
布は [−∞,∞]で定義されるため、このモデル化では |ß(Z)| ≪ 1という条件は常に満たされない。しかし、
3σD/|D0| ≪ 1を満たす場合、分散パラメータの 99.7%は |ß(Z)| ≪ 1を満たすことから、ファイバ伝送路
のほとんどの領域で |ß(Z)| ≪ 1を満たしているとみなせる。次節で述べるように、NZ-DSFの標準偏差の
実測値は条件 3σD/|D0| ≪ 1を満たしており、理論解析と比較できる。

5.4 NZ-DSFの分散分布測定とモデル化
分散揺らぎのモデル化のため、双方向 OTDR[77, 79, 80]により、分散パラメータの平均値が D0 = 4.4

ps/nm/kmの NZ-DSFの分散分布を測定した。製造業において、寸法等の製造誤差はGauss分布に従うこ
とが多い。したがって、コア径や屈折率の微小な揺らぎと分散揺らぎの関係が線形な関係で近似できると仮
定すると、製造工程によって生じる分散揺らぎが Gauss分布に従うと予想される。本節では、実測した分
散分布に対する Gauss近似の適用の可否および、具体的な標準偏差の値について議論する。なお、双方向
OTDRの詳細は付録 Aに記述する。
表 5.1および図 5.1に、測定に用いたNZ-DSFの λ = 1.55 µmにおけるパラメータと、双方向OTDRに
よるNZ-DSFの分散分布測定の測定系をそれぞれ示す。双方向OTDRによる測定では、被測定ファイバの
他に、分散値が既知の 2本の参照ファイバ (reference fiber)を用いる [77]。また、図 5.1に示す z1、z2 は、
双方向 OTDRにおける参照点を表している。図 5.1に示す測定系において、ポート 1およびポート 2のそ
れぞれから OTDR信号を送出し、それらの後方散乱光から分散分布を測定した。

表 5.1: λ = 1.55 µmにおける NZ-DSFのパラメータ

パラメータ 値 単位
ファイバ長 20 km

損失 0.202 dB/km

分散パラメータの平均値 4.4 ps/nm/km

モードフィールド径 8.4 µm
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図 5.1: 双方向 OTDRによる分散分布の測定系
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図 5.2: NZ-DSFの分散分布の測定結果と単純移動平均をとった結果
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図 5.3: 分散パラメータのヒストグラム

双方向 OTDRによる長手方向の分散分布測定において、パルス幅が 100 nsの光パルスを用いた。これ
は、空間分解能 10 mに相当する。また、平均化時間は 180 sとした。図 5.2(a)に測定した波長分散分布（全
体）を示す。双方向OTDRにおける 2本の参照ファイバとして、D = 15.5 ps/nm/kmの SMFとD = 0.9

ps/nm/kmのDSFを用いた。このとき、参照ファイバと被測定ファイバを融着またはコネクタによって接
続する必要があるが、融着損失やコネクタ反射の影響によって、接続点付近での分散分布を正確に測定する
ことができない。実際に、図 5.2(a)でも、0～6 kmおよび 14～20 kmの範囲でそれぞれ分散値が減少・増
大し、正しく測定できていないことがわかる。そこで、図 5.2(a)において 6～14 kmの安定して分散測定
が行えている範囲に注目する。さらに、高周波成分を取り除くために、OTDR測定の安定領域に対して、
50、100、200 mの距離レンジで単純移動平均 (simple moving average: SMA)を計算した。図 5.2(b)に安
定領域のODTR測定の結果および SMA後の結果を示す。SMAを適用したとき、分散パラメータの微細な
変動が平均化され、緩やかな変動となることがわかる。
図 5.3に SMA前後の分散パラメータのヒストグラムを示す。なお、図中の赤線はGauss分布によるフィッ
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ティングを示している。図 5.3より、SMAの有無に関わらず、分散パラメータの度数はGauss分布でよく
近似できていることがわかる。また、標準偏差 σD は SMAの距離レンジの増大に伴って小さくなるが、平
均値は不変である。以上の測定結果より、次の結論を得る：

1. NZ-DSFの分散パラメータD(z) = D0 +∆D(z)の度数分布は平均値 ⟨D(z)⟩ = D0、標準偏差 σD の
Gauss分布で近似できる。

2. D0 はスペック値 Dspec = 4.4 ps/nm/kmに等しく、10 mの距離分解能の測定のもとで標準偏差は
σD ≃ 0.1 ps/nm/kmである。

3. Gauss分布の標準偏差 σD は SMAの距離レンジの増大に伴い小さくなる。

5.5 数値シミュレーション
5.5.1 シミュレーションモデル

図 5.4に以降の数値シミュレーションで用いるシミュレーションモデルを示す。実際の光ファイバ伝送路に
おいて、分散パラメータは空間的に連続的に変動する。ここでは、伝送路を長さ hDの有限個の領域に分割し、
それぞれの領域内で分散パラメータは一定とした。このとき、NZ-DSFの分散パラメータD(z) = D0+∆D(z)

の度数分布は平均値 ⟨D(z)⟩ = D0、標準偏差 σD のGauss分布に従うと仮定した。なお、5.3節でも述べた
ように、光ファイバの損失係数や非線形係数の揺らぎは無視した。
表 5.2にシミュレーションに用いたパラメータ（標準条件）を示す。5.4節で得られた双方向OTDRによ
る測定結果に基づき、NZ-DSFの分散パラメータの平均値はD0 = 4.4 ps/nm/km、分散揺らぎの標準偏差
は σD = 0.1 ps/nm/kmとした。また、分散の変動刻み hD は、OTDRの距離分解能と同じ 10 mとした。
図 5.4に示すシミュレーションモデルに基づいて、NZ-DSFの分散パラメータの揺らぎが離散固有値に及
ぼす影響を調査した。なお、ソリトン解の形状は離散固有値だけでなく散乱係数 bにも依存するが、本節
では全ての離散固有値に対する散乱係数 bを bk = 1.0とした。光ファイバ伝送の数値解析には SSFMを用
い [70]、ステップサイズを∆z = 5 mとした。受信端では、Fourier collocation法によって受信パルスから
離散固有値を検出し、理論値との差を計算することで、分散揺らぎが離散固有値に及ぼす影響を評価した。
本研究では、標準条件からパラメータを変更し、標準偏差依存性、固有値依存性、伝送距離依存性、分散の
変動刻み依存性、基準時間依存性を調査した。表 5.3に解析の条件を示す。各種依存性において、変更した
パラメータに対してそれぞれ 100 通りの分散分布を生成し、各分散分布に対して離散固有値の変化量を計
算した。なお、固有値依存性と分散の変動刻み依存性では、変更したパラメータの各々に対して標準偏差依
存性を解析している。

76



分散揺らぎを有する 
NZ-DSF  Tx Rx

Gauss分布

IQ変調器
I Q

正規化
散乱の逆問題
散乱パラメータ

…

全長：
コヒーレント受信機

I Q

正規化
散乱の順問題
固有値検出

図 5.4: シミュレーションモデル

表 5.2: シミュレーションに用いたパラメータ（標準条件）

パラメータ 記号 値 単位
伝送距離 l 2000 km

ファイバの分散パラメータの平均値 D0 4.4 ps/nm/km

標準偏差 σD 0.1 ps/nm/km

ファイバの損失係数 αdB 0.0 dB/km

ファイバの非線形係数 γ 1.2 W−1/km

基準時間 t0 50 ps

分散の変動刻み hD 10 m

表 5.3: 各依存性の調査におけるシミュレーションの条件

依存性 変更するパラメータ 値の範囲
標準偏差依存性 σD 10−2 ∼ 10 ps/nm/km

伝送距離依存性 l 0 ∼ 10000 km

固有値依存性 ζ -

分散の変動刻み依存性 hD 10, 100, 1000 m

基準時間依存性 t0 10 ∼ 100 ps

5.5.2 1-ソリトン解に及ぼす影響

本項では、NZ-DSFの分散パラメータの揺らぎが 1-ソリトン解の離散固有値に及ぼす影響について議論
する。

標準偏差依存性

図 5.5に 1-ソリトン解の離散固有値の標準偏差依存性を示す。図 5.5(a)は ζ = 2.0iの 1-ソリトン解に対
し、100回の試行で検出した離散固有値の実部および虚部を重ね描きしている。図 5.5(a)より、σD ≪ 1

ps/nm/kmの場合、1-ソリトン解の離散固有値の実部および虚部が不変であることがわかる。この結果は、
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5.3.2項で述べた理論解析と一致している。また、σD の増加に伴い、虚部は減少したが、実部は不変のまま
であった。本結果に対する定性的な説明の概念図を図 5.6に示す。分散揺らぎが |ß(Z)| ≳ 1の場合、初期波
形が崩れて分散波を放出することから、正規化振幅 qはソリトン成分 qsと分散波成分 qcにより q = qs + qc

と表される。5.3節で述べたように、正規化振幅 qに対して質量および運動量は保存される。一方、初期の
1-ソリトン解は分散揺らぎによって崩れ、エネルギーの一部が分散波成分へと移行するため、ソリトン成分
qs に対して質量および運動量は保存されない。ソリトンはエネルギーを分散波として放出することで振幅
が減少し、それに伴って離散固有値の虚部が減少する。標準偏差 σD が大きくなるほど、より多くのエネル
ギーが分散波として放出されることから、離散固有値の虚部の変動も大きくなる。一方、分散波は対称的に
放出されることから、ソリトン成分の速度は変化せず、結果として離散固有値の実部は変化しない。
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図 5.5: 1-ソリトン解の離散固有値の標準偏差 σD の依存性 (l = 2000 km、t0 = 50 ps)

ソリトン成分分散波成分

初期波形 
（1-ソリトン解） 振幅が減少

図 5.6: 1-ソリトン解の崩壊と分散波の放出の概念図

固有値依存性

これまで、ζℜ = 0の場合、すなわち、1-ソリトン解が時間軸上を移動しない場合について議論してきた。
次に、ζℜ ̸= 0の場合、すなわち、1-ソリトン解が時間軸上を移動する場合について考える。図 5.5(b)に
ζ = 1.0 + 2.0iの 1-ソリトン解に対して、100回の試行で検出された離散固有値の実部および虚部を示す。
図 5.5(a)と (b)の比較により、離散固有値の振る舞いは実部 ζℜの値には依存せず、同様の傾向が得られる
ことがわかる。
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次に、離散固有値の虚部 ζℑへの依存性について議論する。同様の解析を、離散固有値の虚部を 0.5から
2.0まで変化させて行った。図 5.5(c)に虚部 ζℑ を変化させたときの標準偏差 σD 依存性を示す。なお、図
5.5(c)では、100回の解析における虚部の変動量の平均絶対誤差 ⟨|∆ℑ|⟩ ≡ ⟨|ζℑ(l) − ζℑ(0)|⟩をプロットし
た。図 5.5(c) から、固有値の虚部が大きくなるにつれて、その変動量も大きくなることがわかる。2.3.3項
で述べたように、1-ソリトン解の離散固有値の虚部と周波数スペクトル幅は比例する。このことから、離散
固有値の虚部の増大に伴い、分散揺らぎの影響を受けやすくなったと考えられる。

伝送距離依存性

図 5.7に 1-ソリトン解の離散固有値に対する伝送距離依存性を示す。十分に小さな分散揺らぎに対応する
σD = 0.1 ps/nm/kmの標準条件下では、ζ = 2.0iとしても、10000 km伝送後の離散固有値の変動は無視
できる結果となった。

伝送距離

図 5.7: 1-ソリトン解の離散固有値変動の伝送距離依存性 (σD = 0.1 ps/nm/km、t0 = 50 ps)

分散の変動刻みの依存性

次に分散の変動刻み hDの依存性を調査した。図 5.8に、hD = 10, 100, 1000 mにおける、1-ソリトン解
の離散固有値の虚部の変動の標準偏差依存性を示す。図 5.8から、分散の変動刻みが増加すると離散固有値
の虚部の変動が大きくなることがわかる。これは、hDの増大に伴い正規化した分散の変動刻みHD ≡ hD/l0

が大きくなるためである。1-ソリトン解は、各位置における分散値に適したソリトンを形成し、そのエネル
ギーの余剰分は分散波として放出される。HD の値が大きいとき、初期値と異なる離散固有値に対応する
ソリトン成分が形成されるのに十分な伝搬距離が確保されるため、固有値の変動が増加すると考えられる。
したがって、hD が大きい場合、離散固有値はより影響を受けやすくなる。
本研究では、OTDR測定の空間分解能に対応する標準条件として hD = 10 mを採用した。このとき、

OTDR測定から、ファイバの標準偏差は σD ≃ 0.1 ps/nm/kmとみなせる。しかし、5.4節で述べたように、
分散揺らぎの標準偏差 σD は分散分布測定の空間分解能に依存し、空間分解能が高いほど、分散パラメータ
の微細な変動を捉えることができる。したがって、より空間分解能が低い場合に対応する hD = 1000 mの
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モデルを用いた場合、分散パラメータの揺らぎの標準偏差 σD をより小さな値に設定すべきである。一方、
高分解能に対応する hD = 1 mのモデルを用いた場合、標準偏差 σDをより大きな値に設定する必要がある。

標準偏差

図 5.8: 1-ソリトン解の離散固有値変動の分散の変動刻みの依存性 (ζ = 2.0i、l = 2000 km、t0 = 50 ps)

基準時間依存性

さらに、基準時間 t0を変えた場合について議論する。2.3.3項で述べたように、基準時間は 1-ソリトン解
のパルス幅と関係する。したがって、t0 が小さいほど周波数スペクトル幅は広くなり、分散揺らぎの影響
を受けやすくなると考えられる。図 5.9に基準時間 t0 を変えた場合の 1-ソリトン解の離散固有値の変動を
示す。t0 = 10 ∼ 100 psの範囲では離散固有値は変化しなかった。したがって、t0 = 10 ∼ 100 psの範囲で
は、5.3.2項で述べた理論が良い近似になっていることがわかる。

基準時間

図 5.9: 1-ソリトン解の離散固有値変動の基準時間依存性 (σD = 0.1 ps/nm/km、l = 2000 km)

5.5.3 2-ソリトン解に及ぼす影響

本項では、NZ-DSFの分散パラメータの揺らぎが 2-ソリトン解の離散固有値に及ぼす影響について述べ
る。2-ソリトン解では、さまざまな固有値配置が考えられ、分散揺らぎによる固有値の振る舞いは固有値配
置によって異なると予想される。そこで、まずは、固有値配置の依存性について調査した結果について述べ
る。次に、ISTに基づく伝送方式や異常箇所推定で用いられる固有値配置に対する標準偏差依存性の結果を

80



配置(II) 
（虚軸対称に配置した場合）

配置(I) 
（虚軸上に配置した場合）

配置(III) 配置(IV)

図 5.10: 2-ソリトン解に対するさまざまな固有値配置

示す。最後に、最も変動の大きかった固有値配置の 2-ソリトン解に対して、伝送距離依存性および基準時
間依存性を議論する。

固有値配置の依存性

2-ソリトン解のパルス形状は 2つの離散固有値の配置に依存するため、分散揺らぎが固有値に及ぼす影響
の傾向は固有値配置に依存すると考えられる。シミュレーションにおいて、NZ-DSFのパラメータは前項
と同様とした。100通りの分散分布パターンの NZ-DSF伝送路を準備し、図 5.10に示す 4通りの固有値配
置の 2-ソリトン解をそれぞれ伝送路に送出した。
図 5.11に σD = 10 ps/nm/kmのときの各固有値配置の受信端における固有値を示す。配置 (I)の 2-ソリ
トン解の場合、2つの離散固有値の実部は変化しなかった。これは、1-ソリトン解と同様に、ソリトン成分
のエネルギーが対称的に分散波として放出され、ソリトン成分の速度が不変となるためである。また、一方
の離散固有値の虚部が増加すると、もう一方の離散固有値の虚部は減少した。この結果は、各離散固有値に
対応するソリトン成分の間でエネルギー遷移が生じたことを示している。
2.3.3項で述べたように、配置 (II)の 2-ソリトン解では、伝搬に伴って、2つの 1-ソリトン解が独立に存
在しているものと近似できる。この固有値配置では、分散揺らぎにより固有値が実部方向に変動した。こ
の振る舞いを定性的に説明する。一般に、ソリトンの伝搬には、光ファイバの分散性と非線形性の釣り合
いを取る必要がある。しかし、分散に揺らぎがある場合、ファイバ伝送路上の各点で分散性あるいは非線
形性のいずれかが優位となる。図 5.12に配置 (II)の 2-ソリトン解において、分散性が優位な場合と非線形
性が優位な場合の固有値の変化の概念図を示す。分散性が優位な場合、2つの 1-ソリトン成分の分離が加
速されるため、それらの相対速度が大きくなる。したがって、離散固有値の実部間隔 δℜが大きくなる方向
に固有値が変動する。一方、非線形性が優位な場合、2つの 1-ソリトン成分の分離が抑制されるため、離
散固有値の実部間隔 δℜが小さくなる方向に固有値が変動する。どちらの場合も、固有値配置の対称性によ
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図 5.11: 各固有値配置における固有値の変動 (σD = 10 ps/nm/km、l = 2000 km、t0 = 50 ps)

り、それぞれの 1-ソリトン成分から同量の分散波が放出されるため、固有値の実部の変化量は同じである
（|∆ℜ1| = |∆ℜ2|）。また、固有値の虚部は常に同じ値（∆ℑ1 = ∆ℑ2）だけ減少する。
配置 (III)と配置 (IV)の 2-ソリトン解は配置 (I)と配置 (II)の組み合わせであり、固有値は実部方向と虚
部方向の両方に変動する。配置 (I)から (IV)の中で離散固有値の変化が最も大きいのは配置 (I)であり、こ
れは 4つの固有値配置の中で周波数スペクトル幅が最も広いためである。

標準偏差依存性

1-ソリトン解のときと同様のシミュレーションパラメータを用いて、離散固有値 ζ1 = 0.5i、ζ2 = 1.0iを
有する配置 (I)、ζ1 = −0.5+ 0.5i、ζ2 = 0.5+ 0.5iを有する配置 (II)の 2-ソリトン解について、分散揺らぎ
の影響を調査した。図 5.13(a)および (b)に 2-ソリトン解の離散固有値の実部および虚部の変動の標準偏差
依存性を示す。なお、図 5.13では、固有値の変動量の絶対値をプロットしており、比較対象として同じ虚
部の値をもつ 1-ソリトン解に対する結果も重ね描きしている。配置 (I)の 2-ソリトン解では、実部の変動
が小さく、虚部に大きな変動がみられた。一方、配置 (II)の 2-ソリトン解において、虚部の変動が小さく、
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分散性が 
優位な場合

非線形性が 
優位な場合

ソリトン伝送

図 5.12: 分散性/非線形性が優位な場合の離散固有値の変動 （配置 (II)）

実部に大きな変動が生じる。この傾向は図 5.11に示した結果と一致している。さらに、図 5.13より、離散
固有値の虚部の値が同じであっても、2-ソリトン解の離散固有値の変動量は、1-ソリトン解の離散固有値の
変動量よりも大きいことがわかる。しかしながら、現実的な標準偏差 σD ≃ 0.1 ps/nm/kmでは、2-ソリト
ン解の離散固有値は分散揺らぎの影響をほとんど受けないと結論づけられる。

（1-ソリトン）
（1-ソリトン）
（2-ソリトン）
（2-ソリトン）

（2-ソリトン）
（2-ソリトン）

標準偏差

(a) 実部

（1-ソリトン）
（1-ソリトン）
（2-ソリトン）
（2-ソリトン）

（2-ソリトン）
（2-ソリトン）

標準偏差

(b) 虚部

図 5.13: 2-ソリトン解の離散固有値の (a)実部の変動、(b)虚部の変動の標準偏差依存性 (l = 2000 km、
t0 = 50 ps)

伝送距離および基準時間依存性

さらに、固有値の変動量が最も大きい配置 (I)の 2-ソリトン解において、離散固有値の変動の伝送距離依
存性および基準時間依存性を調査した。図 5.14に伝送距離依存性の結果を示す。図 5.14の結果より、10000

km 伝送しても離散固有値の実部、虚部ともにそれらの変動は無視できるといえる。図 5.15に基準時間依
存性の結果を示す。図 5.15より、2つの離散固有値の虚部は t0 ≃ 10 psでわずかに変動するが、実部は不
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伝送距離

図 5.14: 2-ソリトン解の離散固有値の伝送距離依存性（配置 (I)） (σD = 0.1 ps/nm/km、t0 = 50 ps)

基準時間

図 5.15: 2-ソリトン解の離散固有値の基準時間依存性（配置 (I)）(σD = 0.1 ps/nm/km、l = 2000 km)

変であることがわかる。なお、他の固有値配置の 2-ソリトン解は、配置 (I)の 2-ソリトン解と比較して周波
数スペクトル幅が狭いため、基準時間 t0 を 10 ps程度としても、離散固有値の変動はより小さく、無視で
きると考えられる。
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図 5.16: 4-ソリトン解の離散固有値の標準偏差依存性 (l = 2000 km、t0 = 50 ps)

5.5.4 4-ソリトン解に及ぼす影響

2-ソリトン解の解析結果より、離散固有値を虚軸方向に配置した場合に、その変動量が最大となることが
示唆される。これは、ソリトンの周波数スペクトル幅が最も広いためである。そこで、本節では、離散固有
値が {ζ1, ζ2, ζ3, ζ4} = {0.25i, 0.5i, 0.75i, 1.0i}のように虚軸方向に配置された 4-ソリトン解に対してのみ解
析を行った。この固有値配置では、固有値の虚部が実部よりも分散揺らぎの影響を受けやすいため、以降で
は、固有値の虚部のみに注目する。
図 5.16に 4-ソリトン解の標準偏差依存性を示す。2-ソリトン解の場合と同様に、標準偏差の増加に伴い
離散固有値の変動量も増加した。さらに、4つの各固有値に対応するソリトン成分の間でエネルギーの遷移
が生じるため、固有値には増加および減少の双方の挙動がみられた。また、4-ソリトン解の 2000 km伝送
において、σD = 0.1 ps/nm/kmの場合、固有値の変動量は 0.01のオーダーとなり、2-ソリトン解の場合よ
りも大きくなった。これは、4-ソリトン解の周波数スペクトル幅が 2-ソリトン解と比較して広くなり、分散
揺らぎの影響をより強く受けたことによる。
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伝送距離

図 5.17: 4-ソリトン解の離散固有値の伝送距離依存性 (σD = 0.1 ps/nm/km、t0 = 50 ps)
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図 5.18: 4-ソリトン解の離散固有値の基準時間依存性 (σD = 0.1 ps/nm/km、l = 2000 km)

図 5.17に伝送距離依存性を示す。σD = 0.1 ps/nm/kmのとき、10000 kmの伝送後においても固有値の
変動は 0.01のオーダーであり、分散揺らぎの影響は無視できるといえる。図 5.18 に基準時間依存性を示
す。t0 = 10 ps のとき、4-ソリトン解の周波数スペクトル幅が t0 = 50 ps のときと比べて 5倍広くなる。し
たがって、分散揺らぎの影響が大きくなり、固有値がより大きく変動したと考えられる。以上より、4-ソリ
トン解において、長距離伝送かつ短い基準時間の場合には、分散揺らぎの影響が無視できないことが示唆
される。
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最後に、基準時間 t0と分散変動の刻み hD の関係について述べる。5.5.2項で議論したように、固有値の
変動は hD に依存し、正規化した分散の変動の刻みは HD ≡ hD/l0 = hD|β2|/t20 で与えられる。したがっ
て、基準時間 t0 を変化させることは正規化した分散の変動の刻み HD を変えることに相当する。例えば、
t0 を小さくした場合、HD が大きくなることから、初期値と異なる離散固有値に対応するソリトンを形成
するのに十分な距離が確保されるため、固有値の変動が顕著になる。なお、t0 の変更は、実際の伝送距離
l = 2000 kmに対する正規化伝送距離を変化させることに相当するため、注意が必要である。

5.6 散乱係数 bに及ぼす影響
前節までは分散揺らぎが離散固有値に及ぼす影響について述べた。以下では、1-ソリトン解の散乱係数 b

に及ぼす影響を評価する。まず、分散揺らぎが存在する場合の散乱係数 bの挙動について理論的に解析す
る。次に、離散固有値の配置や、散乱係数 bの初期振幅および初期位相を変化させた際の散乱係数 bの挙動
について数値シミュレーションにより調査した結果を示す。

5.6.1 散乱係数 bに及ぼす影響の理論解析

本節では、前節で述べたように分散揺らぎが |ß| ≪ 1を満たし、離散固有値の変動が無視できる場合と、
分散揺らぎによる離散固有値の変動量が無視できない場合について述べる。前者の場合、離散固有値のと
きと同様に、P-ISTが適用できる [50]。一方、後者は、P-ISTの適用範囲から逸脱するため、散乱係数 bの
挙動を定性的に説明できるモデルを考える。以下では、これらの 2つの場合における散乱係数 bの振る舞
いについて理論的な解析を行う。

摂動逆散乱変換に基づく解析

5.3節で述べた離散固有値の場合と同様に、分散揺らぎが |ß| ≪ 1を満たす場合、P-ISTが適用できる。
このとき、1-ソリトン解の時間中心 Tc(Z)および位相 θ(Z)に対する発展は以下で与えられる：

dTc(Z)

dZ
= −2ζℜ(0)

(
1 +

1

2
ß(Z)

)
dθ(Z)

dZ
= 2

(
ζℑ(0)

2 − ζℜ(0)
2
)
− 2ß(Z)

(
ζℑ(0)

2 + ζℜ(0)
2
) (5.14)

なお、ζ(0) = ζℜ(0)+ iζℑ(0)は送信端 (Z = 0)における離散固有値の初期値を表す。式 (5.14)より、1-ソリ
トン解の時間中心および位相は、ファイバ伝送に伴って変化し、その振る舞いは離散固有値の初期値に依存
することがわかる。2.3.3項で述べたように、1-ソリトン解の時間中心は散乱係数 bの振幅、位相は散乱係
数 bの位相に関係する。したがって、式 (5.14)は、分散揺らぎによって散乱係数 bの振幅と位相が変動す
ることを意味する（∆Tc ↔ ∆|b|、 ∆θ ↔ ∆(arg[b])）。また、式 (5.14)より、離散固有値の初期値の実部が
ζℜ(0) = 0の場合には散乱係数 bの位相のみが変動し、振幅は不変であることがわかる。一方、ζℜ(0) ̸= 0

の場合には、散乱係数 bの位相および振幅の両方が変動すると予想される。
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ここで、ß(Z)を確率変数とし、その相関関係が 〈
ß(Z)ß(Z ′)

〉
= Bδ(Z − Z ′)に従うと仮定する。このと

き、1ソリトン解の中心位置および位相の分散は以下のように表される：
var

[
Tc(Z)

]
= ζℜ(0)

2BZ = ζℜ(0)
2B |β2|

t20
z

var
[
θ(Z)

]
=

(
ζℑ(0)

2 + ζℜ(0)
2
)
BZ =

(
ζℑ(0)

2 + ζℜ(0)
2
)
B |β2|
t20

z

(5.15)

なお、最後の等式では式 (2.11)を用いて正規化パラメータから実パラメータへの換算を行った。式 (5.15)

より、中心位置 Tcおよび位相 θの分散が離散固有値だけでなく、基準時間 t0や伝送距離 zにも依存するこ
とがわかる。すなわち、基準時間 t0 が小さく、ファイバ長 lが長いほど、分散パラメータの揺らぎの影響
が顕著となる。表 5.4に、1ソリトン解に対する散乱係数 bの摂動解析の結果をまとめる。

表 5.4: 散乱係数 bに対する摂動解析の結果のまとめ (✓: 影響あり)

パラメータ 振幅 |b| 位相 arg[b]

離散固有値の初期値の虚部 ζℑ(0) ✓
離散固有値の初期値の実部 ζℜ(0) ✓ ✓

初期振幅 |b(0)|
初期位相 arg[b(0)]

伝送距離 l ✓ ✓
基準時間 t0 ✓ ✓

分散揺らぎが大きい場合の概算

次に、分散揺らぎによる離散固有値の変動が無視できない場合の散乱係数 bの発展について述べる。本節
では、擾乱による散乱係数 bの変動は離散固有値の変動によるものとみなす。したがって、以降の理論解析
は厳密ではなく、概算であることに注意せねばならないが、分散揺らぎによる離散固有値の変動が無視でき
ない領域での散乱係数 bの振る舞いを定性的に説明できる。
まず、位置 Z から微小距離 δZ だけ伝搬したときの散乱係数 bが

b(Z + δZ) = b(Z)e2iζ(Z)2δZ (5.16)

で書けると仮定する。ここで、ζ(Z)は位置 Z における離散固有値であり、微小距離の間では一定であると
仮定する。式 (5.16)は、散乱係数 bの発展が

∂b(Z)

∂Z
= 2iζ(Z)2b(Z) (5.17)

で書けることと等価である。式 (5.17)を区間 Z ∈ [0, L]において定積分すると、

b(L) = b(0) exp

(
2i

∫ L

0

ζ(Z)2 dZ

)
(5.18)

を得る。ここで、5.5.2項で述べたように、1-ソリトン解の場合、離散固有値の実部は不変で虚部のみが減
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少することから、ζ(Z) = ζ(0) + i∆ℑ(Z)と表す。ここで、∆ℑ(Z) (∈ R)は離散固有値の虚部の減少量であ
り、常に負値をとる。これを式 (5.18)に代入し、∆ℑ(Z)の 1次の項までを考慮すると

b(L) ≃ b(0) exp

(
2iζ(0)2L− 4ζ(0)

∫ L

0

∆ℑ(Z) dZ

)
= b̃(L) exp

(
− 4ζ(0)

∫ L

0

∆ℑ(Z) dZ

)
(5.19)

となる。ここで、b̃(L)は分散揺らぎがない場合の受信端における散乱係数 bの値である。簡単のために、離
散固有値の虚部が∆ℑ(Z) = −kℑZ（ただし、kℑ > 0）のように伝送距離に対して線形に発展すると仮定す
る。ここで、5.5.2項の結果より、kℑは虚部の初期値 ζℑ(0)および分散揺らぎの標準偏差 σD に依存する定
数である。これを式 (5.19)に代入し、ζ(0) = ζℜ(0) + iζℑ(0)を用いると、

b(L) = b̃(L) exp
(
2ζℜ(0)kℑL

2
)
exp

(
2iζℑ(0)kℑL

2
)

(5.20)

を得る。ここで、1つ目の指数関数は時間ジッタに対応する振幅変動を示し、2つ目の指数関数は正の位相
回転を表している。特に、ζℜ(0) = 0の場合は位相回転のみが生じることになる。なお、本項の冒頭でも述
べた通り、本解析にはいくつかの近似や仮定が含まれており、散乱係数 bの挙動を把握するための概算であ
ることに注意が必要である。

5.6.2 数値シミュレーション

本項では、数値シミュレーションにより、NZ-DSFの分散揺らぎが 1-ソリトン解の散乱係数 bに及ぼす影
響を調査した結果を示す。シミュレーションモデルおよび標準条件は、5.5節に記載の内容と同様とした。受
信端では、forward-backward法 [63, 64]を用いて受信パルスから散乱係数 bを検出し、相殺演算（式 (2.55)）
を施したのち、理論値との差を計算することで、分散揺らぎが散乱係数 bに及ぼす影響を評価した。
摂動解析（式 (5.15)）の有効性を示すために、分散パラメータの揺らぎの標準偏差 σD を変えた際の散乱
係数 bの変動量を調査した。また、式 (5.15)が離散固有値の初期値を含んでいること、および、5.5.2節で
述べたように、離散固有値の変動量がその初期値に依存していることから、離散固有値の初期値を変化させ
た際の散乱係数 bの変動量を調査した。さらに、2.4.2項で述べたように、散乱係数 b変調では、散乱係数
bの振幅と位相を変調することで情報伝送を行っていることから、散乱係数 bの初期値の依存性、すなわち
初期振幅 |b(0)|および初期位相 arg[b(0)]の依存性についても調査した。

標準偏差依存性

図 5.19に離散固有値 ζ = 2.0iおよび散乱係数 b = 1.0iに対応する 1-ソリトン解の散乱係数 bに対する標
準偏差依存性を示す。図 5.19では、100通りの異なる分散分布のもとで試行した結果を重ね描きしている。
図 5.19より、散乱係数 bの振幅は σD ≲ 1.0 ps/nm/kmの分散揺らぎに対してもほとんど変動しないこと
がわかる。それに対し、散乱係数 bの位相の変動量は、σD の増加に伴い大きくなった。これらの結果は摂
動解析と一致している。ただし、現実的な標準偏差である σD ≃ 0.1 ps/nm/kmにおいては、散乱係数 bの
変動量は小さく、無視できることが結論づけられる。
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図 5.19: 散乱係数 bの振幅∆|b|および∆arg[b]の標準偏差依存性 (l = 2000 km, t0 = 50 ps)

離散固有値の虚部依存性

散乱係数 bを b = 1.0iに固定し、離散固有値を ζ = 0.5i, 1.0i, 1.5i, 2.0iと変化させたときの散乱係数 b

の挙動を調査した。表 5.5に、各離散固有値における復調後の散乱係数 bのコンステレーションダイアグラ
ムを示す。表 5.5から、標準偏差 σD の増加に伴い、散乱係数 bのばらつきが大きくなることがわかる。ま
た、離散固有値の虚部 ζℑが大きくなるにつれて、散乱係数 bのばらつきも増加した。これは、離散固有値
の虚部の値が大きいほど周波数スペクトル幅が広くなり、分散揺らぎの影響を受けやすくなるためである。
さらに、σD ≲ 1.0 ps/nm/kmの領域においては、離散固有値の値によらず、散乱係数 bの振幅は変動せ
ず、位相方向のみに変動が生じた。この傾向は、P-ISTに基づく理論解析と一致している。また、このと
き、散乱係数 bは理論値に対して位相方向に対称的に分布していることが確認できる。一方、ζ = 1.5i, 2.0i

において、σD = 10.0 ps/nm/kmとした場合、散乱係数 bが位相方向に対称的な分布とならず、正の方向
への位相回転が支配的であることがわかる。これは、式 (5.20)に示されるように、分散揺らぎによる離散
固有値の変動が無視できず、その影響が散乱係数 bの変動の主たる要因であると考えられる。
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表 5.5: 復調後の散乱係数 bのコンステレーションダイアグラム

σD = 0.1 ps/nm/km σD = 1.0 ps/nm/km σD = 10.0 ps/nm/km

ζ = 0.5i
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ζ = 2.0i

-1.5 -1.0 -0.5 0 0.5 1.0 1.5
-1.5

-1.0

-0.5

0

0.5

1.0

1.5

-1.5 -1.0 -0.5 0 0.5 1.0 1.5
-1.5

-1.0

-0.5

0

0.5

1.0

1.5

-1.5 -1.0 -0.5 0 0.5 1.0 1.5
-1.5

-1.0

-0.5

0

0.5

1.0

1.5

離散固有値の実部依存性

次に、離散固有値の実部の依存性について考察する。式 (5.15) より、ζℜ(0) ̸= 0の場合には、1-ソリトン
解の時間中心の変動、すなわち、散乱係数 bの振幅方向の変動が生じることが予想される。そこで、ζ = 0.5i

および ζ = 0.5 + 0.5iの離散固有値のそれぞれに対して散乱係数を b = 1.0iとし、これらに対応する 1-ソ
リトン解に対して、100通りの分散分布のもとで伝送シミュレーションを行った。
図 5.20(a)に、σD = 0.1 ps/nm/km のときの、復調後の散乱係数 bのコンステレーションダイアグラム
を示す。2種類の固有値に対する結果を比較すると、散乱係数 bの振幅の変化は ζℜ ̸= 0の場合にのみ生じ
ることがわかる。次に、図 5.20(b)および (c)に、ζ = 0.5iおよび ζ = 0.5 + 0.5iのときの相殺演算後の散
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離散固有値の実部依存性
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(b) ζ = 0.5i
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(c) ζ = 0.5 + 0.5i

図 5.20: (a) 復調後の散乱係数 bのコンステレーションダイアグラム (σD = 0.1 ps/nm/km、l = 2000 km、
t0 = 50 ps)、(b) ζ = 0.5i および (c) ζ = 0.5 + 0.5iのときの復調後の散乱係数 bの振幅および位相の変動

乱係数 bの振幅および位相の変化量をそれぞれ示す。2つの結果を比較すると、散乱係数 bの位相の変化は
離散固有値の実部の値には依存しないことがわかる。一方で、時間ジッタに対応する散乱係数 bの振幅の変
化は、離散固有値の実部の値に依存することがわかる。これらの結果は、摂動解析（式 (5.15)）および概算
（式 (5.20)）に一致している。

初期振幅依存性

散乱係数 bの初期振幅 |b(0)|の依存性について述べる。送信端において、離散固有値 ζ = 2.0iに対する
散乱係数を b(0) = |b(0)|eiπ/2 とし、振幅 |b(0)|を 0.5、1.0、1.5、2.0と変化させて調査を行った。これは、
散乱係数 bに対する振幅変調 (amplitude shift keying: ASK)に相当する。摂動解析（式 (5.14)）より、散
乱係数 bの変動量は初期振幅には依存しないと予想される。
図 5.21に、復調後の散乱係数 bのコンステレーションダイアグラムを示す。図 5.21より、位相の変動量
は初期振幅には依存せず、また ζℜ = 0であるため振幅変化が生じていないことがわかる。

bの振幅依存性
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図 5.21: 初期振幅 |b(0)|を変えた際のコンステレーションダイアグラム (σD = 1.0 ps/nm/km、l = 2000

km、t0 = 50 ps)
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初期位相依存性

最後に、散乱係数 bの初期位相 arg[b(0)]の依存性について議論する。送信端において、離散固有値 ζ = 2.0i

に対する散乱係数を b(0) = {1.0, 1.0i,−1.0,−1.0i}、すなわち、初期位相が 0、π/2、π、3π/2となるように設
定した。これは、散乱係数 bに対する QPSK変調に相当する。摂動解析（式 (5.14)）より、散乱係数 bの
変動量は初期位相に無依存であると予想される。
図 5.22に、各初期位相における復調後の散乱係数 bのコンステレーションダイアグラムを示す。図 5.22

より、散乱係数 bの変動量は初期位相 arg[b(0)]に依存しないことがわかる。本結果は上述の摂動解析に基
づく予測と一致している。
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図 5.22: 初期位相 arg[b0]を変えた際のコンステレーションダイアグラム (σD = 1.0 ps/nm/km、l = 2000

km、t0 = 50 ps)

5.7 結言
本章では、光ファイバ伝送路の分散パラメータの揺らぎが離散固有値や散乱係数 bの伝送に及ぼす影響に
ついて述べた。まず、分散揺らぎを考慮した光波の発展方程式が、非線形 Schrödinger方程式に摂動項を付
加した形で書けることを説明し、摂動逆散乱変換および保存量に基づいて 1-ソリトン解の離散固有値の変
動について議論した。次に、双方向光時間領域反射測定法を用いて非零分散シフトファイバの分散分布を
測定した結果を示し、測定結果より、分散パラメータの度数分布がGauss分布で近似できることを示した。
さらに、その測定結果に基づいて分散分布をモデル化し、分散揺らぎが離散固有値に及ぼす影響を数値シ
ミュレーションにより調査した。具体的には、1-、2-、4-ソリトン解の伝送シミュレーションを行い、固有
値配置や分散揺らぎの標準偏差、伝送距離、基準時間と固有値変動との関係について議論した。
シミュレーション結果より、2-ソリトン解の離散固有値の変動は、1-ソリトン解のそれよりも大きいこと
が判明した。この結果は、多値固有値伝送が 1-ソリトン解の伝送よりも分散揺らぎに敏感であることを示
している。さらに、固有値の変動の方向が固有値配置に依存することを明らかにした。しかし、非零分散シ
フトファイバの分散揺らぎの標準偏差が 0.1 ps/nm/km程度の場合、2-ソリトン解の伝送において、離散固
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有値の変動量は十分に小さいことが結論付けられた。一方、4-ソリトン解の場合、長距離伝送および短い基
準時間を用いる条件下で、分散揺らぎの影響が無視できないことを示した。
5.6節では分散揺らぎが 1-ソリトン解の散乱係数 bに及ぼす影響について述べた。まず、分散揺らぎが存
在する場合の散乱係数 bの振る舞いに対する理論解析を行い、その後、伝送シミュレーションの結果を示
した。離散固有値の配置や散乱係数 bの初期振幅および初期位相を変えた場合のシミュレーション結果を
示し、それらが理論解析と一致することを確認した。これらの結果から、現実的な分散揺らぎにおいては、
散乱係数 bの変動量は無視できることが明らかとなった。以上より、第 4章で述べた散乱係数 b変調信号を
用いた異常箇所推定において、分散揺らぎの影響は極めて小さく、実質的に無視できると結論づけられる。
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第6章 結論

本論文では、序論において、次世代の大容量光ファイバ通信システムの基盤技術として逆散乱変換に基づ
く伝送方式が有望であること、および高信頼光ファイバネットワークを実現するために低コストの光ファイ
バ伝送路モニタリング技術・異常推定技術が求められることを述べた。さらに、逆散乱変換に基づく光伝送
と伝送路の異常推定を同時に実現する技術の必要性を示した。以降の章において、逆散乱変換を用いた光
ファイバ伝送路の異常箇所推定を提案し、その実現可能性を示した。具体的には、離散固有値の分散および
共分散を監視することにより、光増幅器の異常を推定する技術を提案した。また、散乱係数 b変調信号を用
いることで、光増幅器異常推定と情報伝送が同時に実現可能なことを示した。本論文の主な結論は以下の
通りである。
第 2章では、光ファイバ中の諸現象について説明した後に、光ファイバ中を伝搬する電場の複素包絡線
振幅の振る舞いを記述する非線形 Schrödinger方程式について述べた。また、非線形 Schrödinger方程式の
初期値問題を解析的に解く手法である逆散乱変換について述べ、情報伝送技術への応用として固有値変調
と散乱係数 b変調を紹介した。
第 3章では、逆散乱変換を用いて光ファイバ伝送路において異常な雑音指数を有する光増幅器の位置を
推定する新たな手法を提案した。本手法では、1-ソリトン成分の衝突点に応じて 2-ソリトン解の離散固有値
の分散および共分散が変化することを利用し、それらの統計量を監視することで異常箇所を推定する。そ
して、提案手法の実現可能性と推定精度を数値シミュレーションにより評価を行った。まず、標準条件下に
おいて 10 km程度の精度で異常箇所を推定可能であることを示した。さらに、離散固有値の実部間隔 δℜを
適切に選択することで推定精度が向上し、キロメートルオーダーの推定が可能となることを示した。また、
雑音指数、パルス数、異常箇所、入射電力の依存性を調査し、離散固有値の実部を用いた推定が有効である
こと、特に共分散に基づく手法が推定精度の安定性の観点から異常箇所識別に適していることがわかった。
加えて、雑音指数の劣化が 5 dB 程度であっても、提案手法はキロメートルオーダーの推定精度を維持し、
異常な光増幅器の特定に十分な精度が得られることを確認した。さらに、異常な光増幅器の位置に依存せ
ず、キロメートルオーダーの推定精度を維持することも示した。最後に、実システムへの適用を考慮して、
入射電力のずれに対する許容度、異なるスパン長への適用性、情報信号との同時伝送の実現性、および必要
な計算量について議論した。
第 4章では、逆散乱変換に基づく情報伝送と異常推定を同時に実現する技術として、制限つき散乱係数 b

変調信号および通常の散乱係数 b変調信号の 2種類の変調方式を用いた手法を提案し、各手法の実現可能
性と性能を計算機シミュレーションにより調査した。制限つき散乱係数 b変調信号を用いる手法では、離散
固有値の実部の分散および共分散を監視することで、キロメートルオーダーの推定精度で異常箇所推定が
可能であることを示した。また、光ファイバ伝送後の明瞭なコンステレーションダイアグラムが観測され、
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図 6.1: 本論文の目的

情報伝送が同時に実現できることを示した。通常の散乱係数 b変調信号を用いる手法では、異常箇所の推定
精度が劣化するものの、伝送速度を維持したまま異常箇所推定が可能なことを示した。
第 5章では、光ファイバ伝送路の分散パラメータの揺らぎが離散固有値や散乱係数 bに与える影響につい
て検討した。逆散乱変換に基づく伝送では非零分散シフトファイバの利用が有効であるが、このファイバは
標準シングルモードファイバに比べて分散パラメータの揺らぎが大きくなる。そこで、第 3章および第 4章
で述べた異常箇所推定への影響を検証するため、分散揺らぎが離散固有値および散乱係数 bに与える影響を
調査した。まず、分散揺らぎを考慮した光波の発展方程式について説明し、摂動逆散乱変換および保存量に
基づいて、1-ソリトンの離散固有値の変動について議論した。次に、双方向 OTDRによる測定で得られた
非零分散シフトファイバの分散分布の結果を示し、分散パラメータの度数分布が Gauss分布で近似できる
ことを述べた。この測定結果に基づき分散揺らぎを有する光ファイバ伝送路をモデル化し、1-ソリトン解、
2-ソリトン解、および 4-ソリトン解のそれぞれについて伝送シミュレーションを行った。シミュレーション
結果より、より周波数スペクトル幅が広くなる多値固有値を有するソリトン解の伝送が、1-ソリトン解の伝
送よりも分散揺らぎの影響を受けやすいことを示した。また、多値固有値を有するソリトン解において、離
散固有値の変動の傾向がその初期配置に依存することを明らかにした。しかし、現実的な分散揺らぎの標準
偏差のもとでは、2-ソリトン解の離散固有値の変動量は十分に小さいことが結論付けられた。したがって、
2-ソリトン解を用いた異常箇所推定において、分散揺らぎの影響は十分に無視できるといえる。一方、4-ソ
リトン解の場合、長距離伝送および短い基準時間を用いる条件下で、分散揺らぎの影響が無視できないこ
とを示した。
以上、提案した逆散乱変換を用いた光ファイバ伝送路の異常箇所推定が実現可能であることを示し、同時
情報伝送の可能性や実システムへの適用性について述べた。図 6.1に本論文の位置づけを再掲する。逆散乱
変換に基づく伝送に関しては、これまで多くの研究が行われてきたが、光ファイバ伝送路における異常箇所
の推定への応用は未開拓の領域であった。本論文では、逆散乱変換を用いた異常箇所推定と情報伝送の両立
が可能であることを示した。本成果の発信することにより、本技術領域の研究開発がさらに活性化すること
が期待される。なお、本論文では光ファイバ増幅器の異常を対象としたが、他の様々な異常モードへの拡張
が期待される。本研究の今後の課題としては、提案手法の実証実験、さらなる大容量伝送方式と異常推定
の組み合わせ、異常雑音以外の異常モードへの応用などが挙げられる。最後に、本論文で得られた成果が、
将来の超大容量・超高信頼光ファイバ通信ネットワークの実現に貢献することを期待する。
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付 録A 双方向OTDRによる分散分布測定

ファイバの長手方向の分散分布の測定方法として、双方向 OTDR[77]や非線形 OTDR[78]などが挙げら
れる。非線形OTDRでは、ファイバ中の FWMにより発生するアイドラ後方散乱光を観測し、その強度変
動周期から分散を求める。以下では、第 5章において NZ-DSFの長手方向の波長分散分布の測定をする際
に用いた双方向 OTDRについて述べる。
波長分散は材料分散Dm と導波路分散Dw の和で表される：

D(z, λ) = Dm(z, λ) +Dw(z, λ) (A.1)

材料分散は、Sellmeier関係式と比屈折率差 (relative reflective-index difference: RRID) ∆(z, λ)から得ら
れ、導波路分散はモードフィールド径 (mode field diameter: MFD)の波長依存性から得られる。したがっ
て、これらを求めるためには、屈折率差とモードフィールド径を計算する必要がある。双方向OTDRに基
づく波長分散分布測定では、測定した後方散乱光から屈折率差とモードフィールド径の長手方向の分布を
求め、それらから長手方向の波長分散を算出する [77, 79, 80]。
図 A.1に双方向OTDRによる分散分布測定の概念図を示す。OTDR信号の光強度（通常、dB表記され
る）はファイバ損失による損失依存成分とコア半径や屈折率の揺らぎなどによる構造変動成分の和で与え
られる。したがって、OTDR信号の光強度から構造変動成分を抽出しなければならない。そこで、双方向
からOTDR信号を入射し、それらの相加平均をとることで損失依存性分は定数となり、OTDR信号強度の
相加平均からその定数を差し引くことで構造依存成分が抽出できる。

OTDR波形

OTDR波形は損失依存成分と 
構造変動依存成分の和で与えられる

距離

光
強
度
 [d
B]

OTDR波形

損失依存成分

構造変動依存成分

構造変動依存成分の抽出

距離

光
強
度
 [d
B]

距離

光
強
度
 [d
B]

OTDR波形の相加平均

損失依存成分（定数）

双方向からOTDR信号を入射 相加平均をとることで、 
構造変動依存成分を抽出可能

図 A.1: 双方向 OTDRによる分散分布測定の原理

双方向 OTDRによる分散分布の測定には、異なる 2波長での双方向 OTDR測定が必要である。本研究
では、測定の波長として λ = 1.31 µmと 1.5 µmを採用した。波長 λの光をシングルモードファイバに入
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射したとき、後方散乱光の電力 P (z;λ)は以下で与えられる [81]：

P (z;λ) = P (0)rs(z)B(z, λ) exp

[
− 2

∫ z

0

α(z′)dz′
]

(A.2)

ここで、P (0)は入射光電力、Bは後方散乱捕獲率、rs(z)は局所散乱係数、α(z)は局所減衰率を表す。B(z, λ)

は、コアの屈折率 nおよびMFD 2w(z, λ)と以下の関係で与えられる [82]：

B(z, λ) =
3

2

[
λ

2πnw(z, λ)

]2
(A.3)

次に、位置 zにおける OTDR信号を以下のように定義する：

S1(z;λ) ≡ 10 log10
[
P1(z;λ)

]
, S2(l − z;λ) ≡ 10 log10

[
P2(z;λ)

]
(A.4)

ここで、Pi(i = 1, 2)は位置 zにおける OTDR信号の電力である。S1および S2はそれぞれポート 1、2か
ら入射された OTDR信号を表す。lは被測定ファイバの長さである。OTDR波形は、損失に依存する成分
と構造不均一に依存する成分からなる。S1 と S2 の損失に依存する成分は、対数表示でいずれも z に対し
て線形な減衰を示し、z = l/2を中心に対称的であるため、それらの和は定数となる。一方で、後者はどち
らの入射光に対しても同じ振る舞いを示す。そこで、これらの相加平均をとると、

I(z, λ) =
S1(z, λ) + S2(z, λ)

2
= 10 log10[rs(z)B(z, λ)] + a0 , (A.5)

a0 ≡ 5 log10(P01P02)− 10 log10

[
exp

(∫ l

0

α(z̃)dz̃

)]
(A.6)

となる。P01 と P02 はそれぞれの入力端における入射光電力、a0 は z に依存しない定数項であり、損失に
依存する部分を含んでいる。この定数項は、ある位置 z0での値を用いて規格化することで取り除くことが
できる：

In(z, λ) ≡ I(z, λ)− I(z0, λ) = 20 log10

[
2w(z, λ)

2w(z0, λ)

]
(A.7)

ここで、Inの添字 nは正規化したことを表しており、Inは光強度の z依存性の構造不均一に依存する成分
そのものである。通常、シングルモードファイバでは、ファイバ長手方向の散乱係数 rsの変化は、MFDの
変化に比べて小さく無視できるため [81]、定数として扱う。この場合、式 (A.5)における rs(z)の影響を無
視できる。すると、構造依存成分は

In(z;λ) ≡ I(z;λ)− I(z1;λ) = 20 log10

[
rs(z)2w(z1;λ)

rs(z1)2w(z;λ)

]
≃ 20 log10

[
2w(z1;λ)

2w(z;λ)

]
(A.8)

で与えられる [82]。ただし、式 (A.8)では位置 z = z1における値で正規化を行なっている。前述のとおり、
局所散乱係数 rsの長手方向の変化がMFDの変化に比べて十分に小さいと仮定すると、波長 λの信号によ
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る測定で、参照ファイバ 1の参照点 z = z1 におけるMFDの値が与えられたとき、MFDの分布は

2w(z;λ) = 2w(z1;λ)

[
2w(z2;λ)

2w(z1;λ)

] In(z;λ)
In(z2;λ)

(A.9)

のように表せる [77, 79, 80]。ここで、z = z2は参照ファイバ 2の参照点である。同様に、波長 λの信号で
測定した際の RRID ∆の分布は以下のように算出できる [80]：

∆(z;λ) = ∆(z1;λ)

[
∆(z2;λ)

∆(z1;λ)

] In(z;λ)
In(z2;λ)

(A.10)

次に、材料分散Dm と導波路分散Dw を計算する。これらはそれぞれ
Dm(z, λ) = −λ

c

∂2n(z, λ)

∂λ2

Dw(z, λ) =
λ

2π2cn(z, λ)

∂

∂λ

(
λ

w(z, λ)2

) (A.11)

で与えられる。なお、cは光速である。材料分散を評価するにあたり、コア屈折率 nの波長依存性を求め
る必要がある。RRIDが既知のとき、ドーパント濃度と Sellmeier係数を求められる。これらを用いると、
Sellmeier関係式により波長 λにおける屈折率は

n2(z;λ) = 1 +

3∑
k=1

Ak(z)λ
2

λ2 −B2
k

(A.12)

で与えられる。ここで、Ak および Bk はそれぞれ共振強度と共振周波数に関係する係数である。任意の波
長における屈折率 n(z, λ)は、RRIDから評価されたドーパント濃度に対応する Sellmeier係数を式 (A.12)

に代入することで得られる。材料分散は、この屈折率 nを式 (A.11)に代入することで計算できる。さらに、
MFDの波長依存性から、導波路分散を求められる。モードフィールド半径 (mode field radius: MFR) w

と波長の関係は経験的に以下で与えられる [83]：

w(z, λ)

a(z)
= c0 + c1

(
λc
λ

)−1.5

(A.13)

ここで、aはコア半径であり、λc はカットオフ波長である。式 (A.13)より、MFRの波長依存性は

w(z, λ) = g0(z) + g1(z)λ
1.5 (A.14)

で与えられる。係数 g0(z)および g1(z) は、式 (A.9)から得られる波長 λ = 1.31および 1.55 µmにおける
w(z;λ)を、式 (A.14)に代入することで導出できる。式 (A.14)を式 (A.11)の第二式に代入することで、導
波路分散は次式で見積もられる：

Dw(z, λ) =
λ

2π2cn(z, λ)w2(z, λ)

[
1− 3g1(z)

w(z, λ)
λ1.5

]
(A.15)

式 (A.15)からわかるように、導波路分散を求めるには、係数 g1(z)を求める必要がある。λ = 1.31, 1.55 µm

としたときの被測定ファイバの各位置の MFD は OTDR 波形から計算できるため、式 (A.14) で λ =

99



1.31, 1.55 µmとした連立方程式
w(1.55µm, z) = g0(z) + g1(z)

(
1.55µm

)1.5
w(1.31µm, z) = g0(z) + g1(z)

(
1.31µm

)1.5 (A.16)

を各位置で解くことにより、g0(z)および g1(z)を得る。そのようにして得られた g1(z)と双方向OTDRに
よって得られたMFDを式 (A.15)に代入すると、双方向 OTDRで測定した際の波長における導波路分散
Dm の分布を得る。
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略語一覧

略語 正式名称
ADC Analog-Digital Converter

ASE Amplified Spontaneous Emission

ASK Amplitude Shift Keying

BPSK Binary Phase-Shift Keying

CAPEX Capital Expenditure

DAC Digital-Analog Converter

EDFA Erbiun-Doped Fiber Amplifier

FWHM Full Width at Half Maximum

FWM Four-Wave Mixing

GVD Group Velocity Dispersion

ISI Intersymbol Interference

IST Inverse Scattering Transform

MFD Mode Field Diameter

MFR Mode Field Radius

NF Noise Figure

NFT Nonlinear Fourier Transform

NLSE Nonlinear Schrödinger Equation

NZ-DSF Non-Zero Dispersion-Shifted Fiber

OOK On-Off Keying

OPEX Operating Expense

OSNR Optical Signal to Noise Ratio

OTDR Optical Time-Domain Reflectometry

PDL Polarization Dependent Loss

P-IST Perturbed Inverse Scattering Transform

PPE Power Profile Estimation

PSK Phase-Shift Keying
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略語 正式名称
QAM Quadrature Amplitude Modulation

QPSK Quaternary Phase Shift Keying

RRID Relative Reflective-Index Difference

SMA Simple Moving Average

SPM Self-Phase Modulation

SSFM Split-Step Fourier Method

SSMF Standard Single-Mode Fiber

WDM Wavelength Division Multiplexing

XPM Cross Phase Modulation

ZSSP Zakharov-Shabat Scattering Problem

110



本論文に関する原著論文

A. 学術論文

A-1. Takumi Motomura, Akihiro Maruta, Hideaki Shimpo, and Ken Mishina, “Estimation of an Abnor-

mal Noise Location over Multi-span Optical Fiber Link Based on Nonlinear Fourier Transform,”

IEEE Photonics Journal, vol.17, no.2, Art no.7200514 (14 pages), Apr. 2025.

A-2. Takumi Motomura, Akihiro Maruta, Masaharu Ohashi, and Ken Mishina, “Effects of Disper-

sion Fluctuation on Multi-Eigenvalue Communication,” IEICE Transactions on Communications,

vol.E108-B. no.9, Sep. 2025, Early Access (Advanced Publication).

B. 国際会議論文

B-1. Takumi Motomura, Akihiro Maruta, and Ken Mishina, “Effects of Fluctuations in Dispersion of

Transmission Lines on Optical Eigenvalue Communication,” 2023 Conference on Lasers and Electro-

Optics Europe & European Quantum Electronics Conference (CLEO/Europe-EQEC 2023), Paper

CI-4.3, Munich, Germany, June 2023.

B-2. Takumi Motomura, Akihiro Maruta, and Ken Mishina, “Effects of Dispersion Fluctuation of Optical

Fiber Line on the Nonlinear Fourier Coefficient b,” The 16th Pacific Rim Conference on Lasers and

Electro-Optics (CLEO-PR 2024), Paper We1K-3, Incheon, Korea, Aug. 2024.

B-3. Takumi Motomura, Hideaki Shimpo, Akihiro Maruta, and Ken Mishina, “Identification of Abnormal

Noise Location Using Scattering Parameters in Nonlinear Fourier Transform,” European Conference

on Optical Communications (ECOC 2024), Paper W2A.62, Frankfurt, Germany, Sep. 2024.

B-4. Takumi Motomura, Hideaki Shimpo, Kaito Geshi, Akihiro Maruta, and Ken Mishina, “Nonlinear

Fourier Transform Based Anomaly Detection with b-Modulated Signal,” 30th Optoelectronics and

Communications Conference/ International Conference on Photonics in Switching and Computing

2025 (OECC/PSC 2025), Paper WB2-5, Sapporo, Japan, July 2025.

111



C. 国内研究会

C-1. 本村拓海, 丸田章博, 三科健, “ファイバの分散揺らぎが光固有値伝送に及ぼす影響の調査,” 電子情報
通信学会技術報告（光通信システム研究会）, vol.123, no.69, OCS2023-15, pp.40–44, 香川県 高松市,

2023年 6月.

C-2. 本村拓海, 丸田章博, 大橋正治, 三科健, “多値固有値変調信号に対するファイバの分散揺らぎの影響の
調査,”電子情報通信学会技術報告（光通信システム研究会）, vol.123, no.382, OCS2023-72, pp.25–30,

沖縄県 石垣市, 2024年 2月.

C-3. 本村拓海, 丸田章博, 三科健, “非線型 Fourier変換における離散スペクトルを用いた異常雑音付加箇所
推定,” 電子情報通信学会技術報告（光通信システム研究会）, vol.124, no.65, OCS2024-11, pp.11–16,

長崎県 長崎市, 2024年 6月.

C-4. 本村拓海, 新歩英明, 下司海渡, 中川鴻次郎, 丸田章博, 三科健, “散乱係数 b変調による情報伝送と異常
箇所推定の提案,” 電子情報通信学会技術報告（光通信システム研究会）, vol.125, no.59, OCS2025-19,

pp.44–49, 宮崎県 宮崎市, 2025年 6月.

D. 全国大会

D-1. 本村拓海, 丸田章博, 三科健, “光固有値伝送における伝送路の分散揺らぎの影響,” 電子情報通信学会
総合大会, B-10-20, 埼玉県 大宮市, 2023年 3月.

D-2. 本村拓海, 丸田章博, 三科健, “多値固有値変調信号に対するファイバの波長分散揺らぎの影響,” レー
ザー学会学術講演第 44回年次大会, G01-17a-V-02, 東京都 江東区, 2024年 1月.

112


	ÆâÍÆ¹¼³µ
	¼Õ¼�
	½øÏÀ
	¸¦µæÇØ·Ê
	¸÷¥Õ¥¡¥¤¥ÐÅÁÁ÷¥·¥¹¥Æ¥à¤ÎÂçÍÆÎÌ²½¤ÈÈóÀþ·Á¥·¥ã¥Î¥ó¸Â³¦
	¹â¿®ÍêÀ�¸÷¥Õ¥¡¥¤¥ÐÄÌ¿®¥Í¥Ã¥È¥ï¡¼¥¯¤È°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê¤ÎÉ¬Í×À�

	ËÜ¸¦µæ¤ÎÌÜÅª
	ËÜÏÀÊ¸¤Î¹½À®

	ÈóÀþ·ÁSchrödingerÊýÄø¼°¤ÈµÕ»¶ÍðÊÑ´¹
	½ï¸À
	¸÷¥Õ¥¡¥¤¥ÐÃæ¤Î½ô¸½¾Ý¤ÈÈóÀþ·ÁSchrödingerÊýÄø¼°
	¸÷¥Õ¥¡¥¤¥ÐÃæ¤ÎÊªÍý¸½¾Ý
	ÈóÀþ·ÁSchrödingerÊýÄø¼°¤È¥¬¥¤¥Ç¥£¥ó¥°¥»¥ó¥¿¡¼ÍýÏÀ

	µÕ»¶ÍðÊÑ´¹¤Ë¤è¤ëNLSE¤Î½é´üÃÍÌäÂê¤Î²òË¡
	µÕ»¶ÍðÊÑ´¹¤Î³µÍ×
	µÕ»¶ÍðÊÑ´¹¤ÈNLSE¤Î°ìÈÌ²ò
	N-¥½¥ê¥È¥ó²ò

	µÕ»¶ÍðÊÑ´¹¤Ë´ð¤Å¤¯ÅÁÁ÷Êý¼°
	¸ÇÍ�ÃÍÊÑÄ´
	»¶Íð·¸¿ôbÊÑÄ´

	·ë¸À

	µÕ»¶ÍðÊÑ´¹¤Ë¤ª¤±¤ëÎ¥»¶¸ÇÍ�ÃÍ¤òÍÑ¤¤¤¿°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê
	½ï¸À
	µõ¼´ÂÐ¾Î¤Ê¸ÇÍ�ÃÍÇÛÃÖ¤òÍ�¤¹¤ë2-¥½¥ê¥È¥ó²ò
	°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê¤Î¸¶Íý
	B-to-B¹½À®¤Ë¤ª¤±¤ëÎ¥»¶¸ÇÍ�ÃÍ¤Î¿¶¤ëÉñ¤¤
	°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê¤Î¸¶Íý

	Î¥»¶¸ÇÍ�ÃÍ¤òÍÑ¤¤¤¿°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê¤Î¼Â¾Ú
	°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê¤Î¼ê½ç
	¥·¥ß¥å¥ì¡¼¥·¥ç¥ó¥â¥Ç¥ë

	¥·¥ß¥å¥ì¡¼¥·¥ç¥ó·ë²Ì
	¸¶Íý³ÎÇ§
	Î¥»¶¸ÇÍ�ÃÍ¤Î¼ÂÉô´Ö³Ö°ÍÂ¸À�
	°Û¾ï»¨²»¥ì¥Ù¥ë°ÍÂ¸À�
	¥Ñ¥ë¥¹¿ô°ÍÂ¸À�
	°Û¾ï²Õ½ê¤Î°ÍÂ¸À�
	¹Í»¡

	·ë¸À

	»¶Íð·¸¿ôbÊÑÄ´¿®¹æ¤òÍÑ¤¤¤¿°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê
	½ï¸À
	»¶Íð·¸¿ôbÊÑÄ´¿®¹æ¤Ë¤è¤ë°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê
	»¶Íð·¸¿ôbÊÑÄ´¿®¹æ¤ËÂÐ¤¹¤ë»¨²»¤Î±Æ¶Á
	ÀÝÆ°µÕ»¶ÍðÊÑ´¹¤Ë´ð¤Å¤¯²òÀÏ

	»¶Íð·¸¿ôbÊÑÄ´¿®¹æ¤Ë¤è¤ë°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê
	°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê¤ËÍÑ¤¤¤ë»¶Íð·¸¿ôbÊÑÄ´
	»¶Íð·¸¿ôbÊÑÄ´¿®¹æ¤Ë¤è¤ë°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê¤Î¸¶Íý
	¥·¥ß¥å¥ì¡¼¥·¥ç¥ó¥â¥Ç¥ë

	À©¸Â¤Ä¤�»¶Íð·¸¿ôbÊÑÄ´¿®¹æ¤Ë¤è¤ë°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê
	¸¶Íý³ÎÇ§
	°Û¾ï»¨²»¥ì¥Ù¥ë°ÍÂ¸À�
	°Û¾ï²Õ½ê¤Î°ÍÂ¸À�
	Î¥»¶¸ÇÍ�ÃÍ¤ÎµõÉô¤Î°ÍÂ¸À�

	ÄÌ¾ï¤Î»¶Íð·¸¿ôbÊÑÄ´¿®¹æ¤Ë¤è¤ë°Û¾ï²Õ½ê¿äÄê
	·ë¸À

	¸÷¥Õ¥¡¥¤¥Ð¤ÎÊ¬»¶ÍÉ¤é¤®¤¬µÕ»¶ÍðÊÑ´¹¤Ë´ð¤Å¤¯ÅÁÁ÷Êý¼°¤ËµÚ¤Ü¤¹±Æ¶Á
	½ï¸À
	IST ¤Ë´ð¤Å¤¯ÅÁÁ÷Êý¼°¤Ë¤ª¤±¤ëNZ-DSF¤ÎÍøÍÑ
	Ê¬»¶ÍÉ¤é¤®¤ò¹ÍÎ¸¤·¤¿ÍýÏÀ²òÀÏ
	Ê¬»¶ÍÉ¤é¤®¤ò¹ÍÎ¸¤·¤¿¸÷ÇÈ¤ÎÈ¯Å¸ÊýÄø¼°
	Ê¬»¶ÍÉ¤é¤®¤Ë¤è¤ëÎ¥»¶¸ÇÍ�ÃÍ¤ÎÊÑÆ°¤ÎÍýÏÀ²òÀÏ

	NZ-DSF¤ÎÊ¬»¶Ê¬ÉÛÂ¬Äê¤È¥â¥Ç¥ë²½
	¿ôÃÍ¥·¥ß¥å¥ì¡¼¥·¥ç¥ó
	¥·¥ß¥å¥ì¡¼¥·¥ç¥ó¥â¥Ç¥ë
	1-¥½¥ê¥È¥ó²ò¤ËµÚ¤Ü¤¹±Æ¶Á
	2-¥½¥ê¥È¥ó²ò¤ËµÚ¤Ü¤¹±Æ¶Á
	4-¥½¥ê¥È¥ó²ò¤ËµÚ¤Ü¤¹±Æ¶Á

	»¶Íð·¸¿ôb¤ËµÚ¤Ü¤¹±Æ¶Á
	»¶Íð·¸¿ôb¤ËµÚ¤Ü¤¹±Æ¶Á¤ÎÍýÏÀ²òÀÏ
	¿ôÃÍ¥·¥ß¥å¥ì¡¼¥·¥ç¥ó

	·ë¸À

	·ëÏÀ
	ÁÐÊý¸þOTDR¤Ë¤è¤ëÊ¬»¶Ê¬ÉÛÂ¬Äê
	»²¹ÍÊ¸¸¥
	Î¬¸ì°ìÍ÷
	ËÜÏÀÊ¸¤Ë´Ø¤¹¤ë¸¶ÃøÏÀÊ¸



